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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

(1) 連結経営指標等

　

回次 第82期 第83期 第84期 第85期 第86期

決算年月 平成18年３月 平成19年３月 平成20年３月 平成21年３月 平成22年３月

受注高 (百万円) 235,401 237,022 218,256 188,653 143,348

売上高 (百万円) 237,684 246,159 254,460 203,340 159,273

経常利益又は経常損失
（△）

(百万円) 3,319 △8,782 △3,307 6,900 5,456

当期純利益又は当期純
損失（△）

(百万円) 2,355 △6,536 3,134 3,283 3,141

純資産額 (百万円) 98,333 88,943 80,276 78,780 80,498

総資産額 (百万円) 245,367 251,323 215,680 176,664 163,307

１株当たり純資産額 (円) 1,330.411,203.571,086.021,065.771,119.40

１株当たり当期純利益
金額又は当期純損失金
額（△）

(円) 31.46 △88.47 42.42 44.45 42.86

潜在株式調整後１株当
たり当期純利益金額

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 40.1 35.4 37.2 44.6 49.3

自己資本利益率 (％) 2.5 △7.0 3.7 4.1 3.9

株価収益率 (倍) 31.0 ― 13.7 12.1 15.4

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △5,557 △2,819 △4,097 19,177 1,294

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △1,024 2,833 11,511 1,726 △1,664

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △3,067 △2,697 △3,812 △4,377 △2,936

現金及び現金同等物
の期末残高

(百万円) 18,717 16,018 19,617 36,142 32,825

従業員数 (人) 2,332 2,179 2,225 2,239 2,272

　  [外、平均臨時雇用人員] [ ― ] [ ― ] [ 258] [ 281] [ 305]

(注) １　連結経営指標等の受注高及び売上高には、消費税等は含まれておりません。
２　第86期から「工事契約に関する会計基準」（企業会計基準第15号）及び「工事契約に関する会計基準の適用
指針」（企業会計基準適用指針第18号）を適用しております。

３　第82期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式がないため記載しておりません。
４　第83期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式は存在するものの、１株当たり当期
純損失金額が計上されているため記載しておりません。

５　第84期から第86期までの潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式は存在するものの、
希薄化効果を有しないため記載しておりません。

６　第83期の株価収益率については１株当たり当期純損失金額が計上されているため記載しておりません。
７　純資産額の算定にあたり、第83期から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第
５号）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８
号）を適用しております。

８　第83期までの臨時従業員数については、従業員数の100分の10未満のため、記載を省略しております。
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(2) 提出会社の経営指標等
　

回次 第82期 第83期 第84期 第85期 第86期

決算年月 平成18年３月 平成19年３月 平成20年３月 平成21年３月 平成22年３月

受注高 (百万円) 222,463 223,151 201,617 177,748 132,629

売上高 (百万円) 226,310 231,608 239,572 190,925 148,432

経常利益又は経常損失
（△）

(百万円) 2,141 △ 10,195△ 4,960 6,702 5,147

当期純利益又は当期純
損失（△）

(百万円) 1,886 △ 7,183 2,514 11,073 3,094

資本金 (百万円) 8,105 8,105 8,105 8,105 8,105

発行済株式総数 (株) 77,461,15677,461,15677,461,15677,461,15674,461,156

純資産額 (百万円) 88,022 77,994 68,729 75,176 76,839

総資産額 (百万円) 229,117 234,416 199,178 171,860 158,819

１株当たり純資産額 (円) 1,190.931,055.38 929.73 1,016.981,068.49

１株当たり配当額
(内１株当たり
中間配当額)

(円)

(円)

15.00

(7.50)

15.00

(7.50)

15.00

(7.50)

15.00

(7.50)

15.00

(7.50)

１株当たり当期純利益
金額又は当期純損失金
額（△）

(円) 25.19 △ 97.23 34.03 149.89 42.21

潜在株式調整後
１株当たり
当期純利益金額

(円) ― ― ― ─ ―

自己資本比率 (％) 38.4 33.3 34.5 43.7 48.4

自己資本利益率 (％) 2.3 △ 8.7 3.4 15.4 4.1

株価収益率 (倍) 38.7 ― 17.1 3.6 15.6

配当性向 (％) 59.5 ― 44.1 10.0 35.5

従業員数 (人) 1,949 1,932 1,950 1,947 1,974

(注) １　提出会社の経営指標等の受注高及び売上高には、消費税等は含まれておりません。

　　 ２　第86期から「工事契約に関する会計基準」（企業会計基準第15号）及び「工事契約に関する会計基準の適用指

針」（企業会計基準適用指針第18号）を適用しております。

　　 ３　第82期の１株当たり配当額は、3.00円の特別配当を含んでおり、第83期の１株当たり配当額は、1.50円の特別配当

を含んでおります。

４　第82期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式がないため記載しておりません。

５　第83期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式は存在するものの、１株当たり当期

純損失金額が計上されているため記載しておりません。

６　第84期から第86期までの潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式は存在するものの、

希薄化効果を有しないため記載しておりません。

７　第83期の株価収益率及び配当性向については１株当たり当期純損失金額が計上されているため記載しており

ません。

８　純資産額の算定にあたり、第83期から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第

５号）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８

号）を適用しております。
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２ 【沿革】
昭和24年８月 企業再建整備法にもとづき、冷暖房、衛生水道、金属製サッシ等の請負及び販売を目

的に旧三機工業株式会社の第二会社として設立。

昭和24年10月建設業法による建設大臣登録(イ)第348号の登録を行う。(以後２年ごとに登録更新)

昭和25年９月 東京証券取引所に上場。

昭和32年７月 大阪証券取引所に上場。

昭和35年７月 富士三機鋼管株式会社に鋼管部門の営業を譲渡。

昭和36年２月 川崎市に中央研究所を設置。

昭和36年８月 名古屋証券取引所に上場。

昭和37年12月神奈川県大和市に機械生産工場を新設。

昭和46年７月 熱供給事業子会社苫小牧熱サービス株式会社を設立。(現・非連結子会社)

昭和47年９月 不動産管理子会社株式会社サンエーデベロッパーを設立。(東和興産株式会社を経

て、平成20年４月１日付で三機工業株式会社に吸収合併。)

昭和48年12月三井軽金属加工株式会社に窓枠部門の営業を譲渡。

昭和49年６月 建設業法改正により、建設大臣許可(特－49)第4310号の許可を受ける。(以後３年ご

とに許可更新)

昭和49年９月 建設設備子会社株式会社三機加工センターを設立。(現・連結子会社、三機食品設備

株式会社)

昭和49年10月建設大臣許可(般－49)第4310号の許可を受ける。

昭和55年４月 建設設備子会社株式会社三機空調センター及び株式会社三機電設センターを設立。

(東京総合設備株式会社を経て、現・連結子会社、三機テクノサポート株式会社）

昭和55年５月 プラント設備子会社株式会社三機産設センターを設立。(現・連結子会社、三機産業

設備株式会社)

昭和55年９月 プラント設備子会社株式会社三機環設センターを設立。(現・連結子会社、三機化工

建設株式会社)

昭和57年６月 神奈川県大和市に新技術研究所を建設。

昭和60年４月 東和興産株式会社が神奈川県大和市の三機工業株式会社保有地に賃貸用建物(日本

アイ・ビー・エム株式会社に賃貸)を建設。

昭和60年10月建設設備子会社関西総合設備株式会社を設立。

　 建設設備子会社中部総合設備株式会社を設立。

昭和63年４月 建設設備子会社九州総合設備株式会社を設立。

平成２年６月 プラント設備子会社サンキ環境サービス株式会社を設立。(現・連結子会社、三機環

境サービス株式会社)

平成６年５月 東和興産株式会社が保険・リース業会社三真産業株式会社(現・非連結子会社、親友

サービス株式会社)の株式を取得。

平成７年６月 建設大臣許可(特、般－７)第4310号の許可(更新)を受ける。(以後５年ごとに許可更

新)

平成16年４月 コンサルティング事業会社（現・ファシリティシステム事業会社）上海三机工程諮

詢有限公司を中国・上海に設立。（現・非連結子会社）

平成17年４月 建設設備子会社三機アイティサービス株式会社を設立。

平成17年７月 建設設備子会社三机建筑工程(上海)有限公司を中国・上海に設立。(現・非連結子会

社)

平成17年10月東京都中央区に本店移転。

平成18年９月 オーストリアの散気装置製造・販売会社AQUACONSULT Anlagenbau GmbH（プラント

設備子会社）の経営権を取得。(現・連結子会社)

平成20年４月 東和興産株式会社を吸収合併。

　 東京総合設備株式会社が関西総合設備株式会社、中部総合設備株式会社、九州総合設

備株式会社、三機アイティサービス株式会社を吸収合併し、商号を三機テクノサポー

ト株式会社に変更。（現・連結子会社）

平成22年２月 平成22年４月１日付、提出会社による三機食品設備株式会社の吸収合併契約を締結。
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３ 【事業の内容】
当社グループ各社の各事業に係わる位置付け、並びに事業の種類別セグメントとの関連は、以下のと
おりであります。なお、事業の種類別セグメントと同一の区分であります。
　

設備工事事業
提出会社は、設備工事事業を営んでおります。また、その施工する工事の一部を三
機テクノサポート㈱他の連結子会社６社へ発注しております。

　
　

不動産事業 提出会社は、不動産の賃貸・管理事業を営んでおります。

　
　
　
非連結子会社及び関連会社の各事業の概要は、以下のとおりであります。
　
非連結子会社である上海三机工程諮詢有限公司、三机建筑工程（上海）有限公司及びTHAI SANKI
ENGINEERING & CONSTRUCTION CO.,LTD.は設備工事事業を営んでおります。また、苫小牧熱サービス㈱
は熱供給事業を、親友サービス㈱は保険・リース事業を、㈱スズキ技術士事務所はビル検査事業を、
AEROSTRIP Corporationは散気装置販売事業を営んでおります。持分法適用関連会社である秋田エコプ
ラッシュ㈱は循環型素材製造事業を、奥羽クリーンテクノロジー㈱は廃棄物焼却施設運営事業を営ん
でおります。持分法非適用関連会社であるSHUN HING‐SANKI JV LIMITEDは設備工事事業を、PFI大久保
テクノリソース㈱は排水処理施設等の整備・運営事業を営んでおります。
　
以上に述べた事項の事業系統図は次のとおりです。
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４ 【関係会社の状況】

　

名称 住所 資本金
主要な事業
の内容

議決権の
所有(被所有)割合

関係内容
所有割合
(％)

被所有割
合(％)

(連結子会社) 　 　 　 　 　 　

三機テクノサポート㈱ 東京都中央区
百万円
100
 
設備工事事業 100.0

―

同社は、提出会社受注の設備工
事の一部を施工しております。
また、事務所を同社に賃貸して
おります。
役員の兼任……無し　　　　　　　　　　 　

三機食品設備㈱（注）２ 東京都千代田区
百万円
60
 
設備工事事業 100.0 ―

同社は、提出会社受注の設備工
事の一部を施工しております。
また、同社に資金を貸付けてお
ります。
役員の兼任……無し

三機産業設備㈱ 神奈川県大和市
百万円
20
 
設備工事事業 100.0 ―

同社は、提出会社受注の設備工
事の一部を施工しております。
また、事務所を同社に賃貸して
おります。
役員の兼任……無し

三機化工建設㈱ 東京都台東区
百万円
80
 
設備工事事業 100.0 ―

同社は、提出会社受注の設備工
事の一部を施工しております。
また、同社に資金を貸付けてお
ります。
役員の兼任……無し

三機環境サービス㈱ 東京都台東区
百万円
50
 
設備工事事業 100.0 ―

同社は、提出会社受注の設備工
事の一部を施工しております。
役員の兼任……無し

AQUACONSULT Anlagenbau GmbHBaden Austria
千ユーロ

18
 

設備工事事業
（散気装置製造
　販売事業）

100.0 ―

同社は、提出会社が施工する設
備工事用材料の一部を製造して
おります。
役員の兼任……無し

(持分法適用関連会社) 　 　 　 　 　 　

秋田エコプラッシュ㈱ 秋田県能代市
百万円
385
 

循環型素材
製造事業

38.5 ―
同社に資金を貸付けておりま
す。
役員の兼任……無し

奥羽クリーンテクノロジー㈱ 青森県八戸市
百万円
200
 

廃棄物焼却施設
運営事業

43.0 ―
同社に債務保証を実施しており
ます。
役員の兼任……無し

(注)１　主要な事業の内容欄には、事業の種類別セグメントの名称を記載しております。
　　２　当社は、三機食品設備㈱を平成22年４月１日付で吸収合併しております。
　

５ 【従業員の状況】

(1) 連結会社の状況　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（平成22年３月31日現在）

事業の種類別セグメントの名称 従業員数(人)

設備工事事業 2,265［ 305 ］

不動産事業 7 ［　― ］

合計 2,272［ 305 ］

(注)　従業員数は就業人員数であり、臨時従業員数は［　］内に年間の平均人員を外数で記載しております。

　

(2) 提出会社の状況

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（平成22年３月31日現在）

従業員数(人) 平均年齢(歳) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(円)

1,974 42.7 18.8 7,339,462

(注) １　従業員数は就業人員数であります。
２　平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。

　

(3) 労働組合の状況

三機工業従業員組合と称し、昭和21年４月23日結成され、平成22年３月31日現在の組合員数は

1,192名であり、結成以来円満に推移しており特記すべき事項はありません。

(注)　連結子会社では労働組合は組織されておりません。
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第２ 【事業の状況】

１ 【業績等の概要】

(1) 業績

当連結会計年度におけるわが国経済は、一昨年秋の金融危機に端を発した世界同時不況から、海外経済

の回復や緊急経済対策などの政策効果を背景に、企業の業績は改善し景気は持ち直し傾向が見られる一

方で、国内の雇用情勢は失業率が高止まりするなど引き続き厳しい状況で推移いたしました。

　建設投資につきましても、民間工事は、企業業績の改善に伴い設備投資の回復傾向は見られるものの未

だ低水準に留まり、公共投資も総じて低調に推移しており、当社グループを取り巻く経営環境は引き続き

厳しい状況にあります。 

　このような経済環境の中で、受注面では、省エネ提案を積極的に推進し、リニューアルを中心とした小口

工事の受注拡大を図ってまいりましたが、設備投資減少の影響を大きく受けて前期の実績を下回る結果

となりました。主体の建設設備部門の受注高につきましては、ビル空調分野では大型物件の受注が確保で

き前期を上回りましたが、産業空調分野では企業の設備投資の低迷による影響から受注量が減少した結

果、1,158億円余と前連結会計年度を23.4％下回りました。プラント設備部門は、官公庁向け水処理施設等

は前連結会計年度を上回る受注量を確保出来ましたものの、搬送設備の受注が製造業の設備投資減少の

影響を受けて激減した結果、233億円余と前連結会計年度を29.6％下回りました。これに不動産事業41億

円余を加えた全体の受注高は1,433億円余と前連結会計年度と比較し24.0％の減少となりました。 

　売上高につきましては、建設設備部門は、リニューアルを中心とした短工期の小口工事の受注に注力い

たしましたものの、企業の設備投資削減の影響で減少し、前連結会計年度を21.1％下回る1,255億円余と

なりました。プラント設備部門は、前期に過年度に受注した搬送用大型設備や大型ごみ処理施設等の完成

工事高が大きかったことの反動と当期の受注量の減少の影響から、プラント設備部門全体としては295億

円余と前連結会計年度を26.0％下回りました。これに不動産事業41億円余を加えた全体の売上高は1,592

億円余と前連結会計年度と比較し21.7％の減収となりました。その結果、翌連結会計年度への繰越高は、

工期の長い不採算物件の受注を回避したこと、ならびに企業の設備投資の減少の影響から、全体で776億

円余となり、前連結会計年度末に比べて159億円余、17.0％減少いたしました。 

　利益面につきましては、厳しい受注環境のなかで、工事採算の改善に向けて全力を投入し、売上総利益率

の向上に努めましたものの、売上高減少の影響が大きく、営業利益は50億2千7百万円（前年同期比29.5％

減）、営業外損益を加えた経常利益は54億5千6百万円（前年同期比20.9％減）となりました。これに特別

利益として固定資産売却益および投資有価証券売却益合計1億4千2百万円を計上し、特別損失として投資

有価証券評価損等合計2億7千9百万円を計上しました結果、法人税等調整後の当期純利益は前連結会計年

度を4.3％下回る31億4千1百万円となりました。
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　　事業の種類別セグメントの業績は、次のとおりであります。

①  設備工事事業

受注高は前連結会計年度を24.5％下回る1,391億7千7百万円、売上高は前連結会計年度を22.1％下回

る1,551億2百万円、営業利益は前連結会計年度を46.4％下回る25億4千5百万円となりました。

②  不動産事業

売上高は前連結会計年度を0.6％下回る41億7千1百万円、営業利益は前連結会計年度を4.5％上回る

24億8千2百万円となりました。

　

なお、「第２　事業の状況」における各事項の記載については、(2)キャッシュ・フローの状況を除き、

消費税等抜きの金額で表示しております。

　

(2) キャッシュ・フローの状況

当連結会計年度における現金及び現金同等物は、前連結会計年度末残高に比べ33億1千7百万円減少

（前連結会計年度は165億2千4百万円の増加）して328億2千5百万円となりました。当連結会計年度にお

ける各キャッシュ・フローの状況とそれらの増減の要因は次のとおりであります。

　

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

当連結会計年度において営業活動によるキャッシュ・フローは、12億9千4百万円の増加（前連結会計

年度は191億7千7百万円の増加）となりました。これは主に仕入債務の減少を、税金等調整前当期純利益

に加えて売上債権の回収並びに未成工事支出金の減少が上回ったことによるものであります。

　

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

当連結会計年度において投資活動によるキャッシュ・フローは、16億6千4百万円の減少（前連結会計

年度は17億2千6百万円の増加）となりました。これは主に有形固定資産の取得によるものであります。

　

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

当連結会計年度において財務活動によるキャッシュ・フローは、29億3千6百万円の減少(前連結会計年

度は43億7千7百万円の減少)となりました。これは主に自己株式の取得及び配当金の支払によるものであ

ります。
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２ 【生産、受注及び販売の状況】

当社グループが営んでいる事業の大部分を占める設備工事事業では生産実績を定義することが困難であ

り、設備工事事業においては請負形態をとっているため販売実績という定義は実態にそぐいません。

また、当社グループにおいては設備工事事業以外では受注生産形態をとっておりません。

よって受注及び販売の状況については「１　業績等の概要」における各事業の種類別セグメントの業績

に関連付けて記載しております。

なお、参考のため提出会社個別の事業の状況は次のとおりであります。

受注高及び売上高の状況

①　受注高、売上高及び繰越高

期別 部門別
前期繰越高
(百万円)

当期受注高
(百万円)

計
(百万円)

当期売上高
(百万円)

次期繰越高
(百万円)

前事業年度
(自平成20年４月１日
至平成21年３月31日)

設備
工事
事業

建設
設備

ビ　　ル
空調衛生

36,594 58,688 95,283 61,891 33,392

産業空調 30,650 54,777 85,427 60,760 24,667

電　　気 11,739 26,467 38,206 24,037 14,169

情報通信 448 2,485 2,933 2,374 559

ファシリテ
ィシステム

1,111 5,154 6,266 5,859 406

計 80,544 147,573 228,118 154,922 73,195

プラン
ト設備
 

機　　械
システム

8,567 14,818 23,386 15,044 8,341

環　　境
システム

15,933 11,157 27,091 16,759 10,331

計 24,501 25,976 50,477 31,804 18,672

計 105,045 173,550 278,595 186,727 91,868

不動産事業 ─ 4,198 4,198 4,198 ─

合計 105,045 177,748 282,794 190,925 91,868

当事業年度
(自平成21年４月１日
至平成22年３月31日)

設備
工事
事業

建設
設備

ビ　　ル
空調衛生

33,392 64,350 97,743 53,780 43,962

産業空調 24,667 25,994 50,662 43,696 6,965

電　　気 14,169 16,876 31,045 19,012 12,032

情報通信 559 2,111 2,670 2,300 370

ファシリテ
ィシステム

406 3,563 3,970 3,591 378

計 73,195 112,896 186,092 122,381 63,711

プラン
ト設備

機　　械
システム

8,341 4,218 12,559 10,795 1,764

環　　境
システム

10,331 11,343 21,674 11,084 10,590

計 18,672 15,561 34,234 21,880 12,354

計 91,868 128,458 220,326 144,261 76,065

不動産事業 ― 4,171 4,171 4,171 ―

合計 91,868 132,629 224,497 148,432 76,065

(注) １　前事業年度以前に受注した工事で、契約の変更により請負金額の増減がある場合は、当期受注高にその増減額

を含んでおります。したがって、当期売上高にもかかる増減額が含まれております。

２　次期繰越高は(前期繰越高＋当期受注高－当期売上高)に一致しております。
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②　受注工事高

期別 区分 官公庁(百万円) 民間(百万円) 計(百万円)

前事業年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

建設設備 15,541 132,032 147,573

プラント設備 10,555 15,421 25,976

計 26,096 147,454 173,550

当事業年度
(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

建設設備 16,141 96,755 112,896

プラント設備 11,048 4,513 15,561

計 27,189 101,269 128,458

　

受注方法は、特命と競争に大別されます。これを受注金額比で示すと次のとおりであります。

　

期別 区分 特命(％) 競争(％) 計(％)

前事業年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

建設設備 47.1 52.9 100

プラント設備 13.8 86.2 100

当事業年度
(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

建設設備 57.1 42.9 100

プラント設備 13.4 86.6 100

　

③　完成工事高

期別 区分 官公庁(百万円) 民間(百万円) 計(百万円)

前事業年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

建設設備 12,712 142,210 154,922

プラント設備 16,719 15,085 31,804

計 29,431 157,296 186,727

当事業年度
(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

建設設備 17,019 105,362 122,381

プラント設備 10,579 11,301 21,880

計 27,598 116,663 144,261

(注)１　完成工事のうち主なものは、次のとおりであります。

　前事業年度完成工事のうち請負金額15億円以上の主なもの

トヨタ自動車㈱ 　 第４エンジン実験棟空調・衛生・電気設備工事

戸田建設㈱ 　 丸の内トラストタワー本館空調設備工事

㈱大林組 　 県立長岡屋内総合プール空調・衛生・電気設備工事

清水建設㈱ 　 三越本店本館地下階バリアフリー空調・衛生設備工事

伊賀南部環境衛生組合 　 伊賀南部環境衛生組合新清掃工場建設工事

　当事業年度完成工事のうち請負金額10億円以上の主なもの

パナソニック環境エンジニアリング㈱
他

　
ＩＰＳアルファテクノロジ姫路工場空調熱源・ユーティリ
ティ設備工事

パナソニックプラズマディスプレイ㈱　 パナソニックプラズマディスプレイ第５工場空調設備工事

㈱錢高組 　 髙島屋大阪店ＴＥ館衛生・電気設備工事

㈱竹中工務店 　 テルモ愛鷹新２号棟空調・衛生・電気設備工事

㈱大林組 　 北洋大通センター新築工事空調設備工事

２　前事業年度及び当事業年度ともに完成工事高総額に対する割合が100分の10以上の相手先はありません。
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④　次期繰越工事高(平成22年３月31日現在)

　

区分 官公庁(百万円) 民間(百万円) 計(百万円)

建設設備 15,895 47,815 63,711

プラント設備 7,088 5,266 12,354

計 22,983 53,082 76,065

　　次期繰越工事のうち請負金額20億円以上の主なものは、次のとおりであります。

㈱竹中工務店共同企業体
　
近鉄阿部野橋タワー館空調衛生設備工事

　
＜平成26年３月完成予定＞

独立行政法人理化学研究所
　
独立行政法人理化学研究所次世代スーパーコン
ピュータ施設空調・衛生・電気設備工事 　

＜平成22年５月完成＞

鹿島建設㈱共同企業体 　
三井記念病院再整備計画空調・衛生・電気設備
工事

　 ＜平成23年12月完成予定＞

鹿島建設㈱共同企業体 　
三井住友海上火災保険神田駿河台三丁目計画新
館空調・衛生・電気設備工事

　 ＜平成24年２月完成予定＞

名古屋市 　 西部医療センター中央病院空調・衛生設備工事　 ＜平成23年１月完成予定＞

　

３ 【対処すべき課題】

当社グループを取り巻く事業環境は、悪化が続いていた生産や輸出に持ち直しの動きがみられるもの

の設備投資の増加にはつながっておらず、高水準の失業率や消費の伸び悩みなど、経済の低迷状況は依然

として厳しく、先行きも極めて不透明であります。

　こうしたなか、当社は中期経営計画に掲げた利益重視、適正規模による収益構造の改善という基本方針

を引き続き堅持いたします。当面の施策としては、第１に顧客への提案力と価格競争力の強化によって、

受注・売上の確保を図ること、第２に受注時採算検討の精度向上、進捗管理の徹底、施工原価低減に向け

た取り組みの強化などにより確実に利益を確保すること、第３に顧客ニーズに応える新技術の開発とそ

れをタイムリーに第一線へ投入することに取り組んでまいりたいと考えております。

　注力すべき分野としては、まずＣＯ２削減に向けた省エネルギー関連事業であります。当社の事業におい

て市場ニーズが最も大きい分野であり、昨年設置したエネルギーソリューションセンターの支援機能を

遺憾なく発揮させ、全社的に提案営業を展開することで他社に対する優位性を確保いたします。つぎに、

シスコシステムズ合同会社と共同で立ち上げた統合ネットワーク事業であります。従来は別々であった

ビルオートメーションとオフィスオートメーションのネットワークを統合するもので、空調・給排水・

電気に続く第４のビルインフラとして、今後の需要の拡大を期待しており、重点的に取り組んでまいりま

す。

　さらに、内部統制の強化、なかでも受注プロセスの徹底、ＣＳＲの一層の強化、営業力の強化、技術力の伝

承・向上などを経営課題として捉え、全社を挙げて対処してまいります。
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４ 【事業等のリスク】

有価証券報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資者の判断に重要な影響
を及ぼす可能性のある事項には、以下のようなものがあります。
なお、下記項目の中には、将来の予想に関する事項も含まれておりますが、当該事項は当連結会計年度
末現在において判断したものであります。

　
(1)　取引先の信用リスク
建設業における請負契約は、一つの取引における金額が大きく、工事完了時に代金を受領すること
が多くあります。そのため、工事代金受領以前に取引先が信用不安に陥った場合には、業績に影響を
及ぼす可能性があります。
　

(2)　資機材価格および労務費の急激な変動
資機材価格および労務費が急激に高騰し、それを請負金額に反映させることが困難な場合には、業
績に影響を及ぼす可能性があります。
　

(3)　株式相場の変動
投資目的で保有している株式等の投資有価証券について、時価の変動により、業績に影響を及ぼす
可能性があります。
　

(4)　退職給付費用および債務の増加
年金資産および信託資産の時価の下落や運用利回りの悪化、割引率等の退職給付債務算定に用い
る前提に変更があった場合には、業績に影響を及ぼす可能性があります。
　

(5)　カントリーリスク
海外で請負工事の施工を行っているため、テロの発生やその国の政情悪化、経済状況の変動、予期
しない法律・規制の変更等があった場合には、業績に影響を及ぼす可能性があります。
　

(6)　設備工事等における事故および災害
設備工事等において、予期しない事故や災害が発生した場合には、業績に影響を及ぼす可能性があ
ります。
　

(7)　不採算工事の発生
設備工事は工事内容の打ち合わせおよび見積りに基づき取り交わした請負契約にしたがって施工
し、工事完了後に顧客による竣工検査等を受けて引渡しが完了しますが、工事途中での設計変更や手
直し工事による想定外の追加原価等により不採算工事が発生した場合には、業績に影響を及ぼす可
能性があります。
　

(8)　不動産事業におけるリスク
賃貸料相場の急激な下落等による契約賃貸料の改定や賃貸契約の解除等があった場合には、業績
に影響を及ぼす可能性があります。
　

(9)　業績の下期偏重による季節的変動
当社グループの売上高は、通常の営業の形態として、上半期に比べ、下半期に完成する工事の割合
が大きいため、連結会計年度の上半期の売上高と下半期の売上高との間に著しい相違があり、上半期
と下半期の業績に季節的変動があります。最近２連結会計年度の上半期および下半期の実績は下記
のとおりであります。

項目

前連結会計年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

上半期
（百万円）

下半期
（百万円）

1年通期
（百万円）

上半期
（百万円）

下半期
（百万円）

1年通期
（百万円）

売上高 80,858 122,481 203,340 62,328 96,945 159,273

(構成比) (39.8%) (60.2%)(100.0%)(39.1%) (60.9%)(100.0%)

売上総利益 7,374 14,730 22,104 7,417 13,029 20,447

営業利益

(△は損失)
△211 7,336 7,125 △304 5,331 5,027

　

EDINET提出書類

三機工業株式会社(E00107)

有価証券報告書

 12/108



５ 【経営上の重要な契約等】
　

(1) 提出会社における主な販売契約
　

相手会社名 国名 契約製品 契約の内容 契約期間

コムスコープ社 シンガポール 構内情報配線システム(SCS)販売権の許諾
自平成21年４月

至平成24年３月

日本アバイア株式会社 日本
構内電話交換機システム製品

群(PBX/米国アバイア社製)
販売権の許諾

自平成21年７月

至平成22年７月

アルファ・ラバル株式会社 日本
遠心分離機及びスターチ製造

技術
販売権の許諾

自平成21年10月

至平成24年10月

　

(2) 提出会社における主な技術受入契約

　

相手会社名 国名 契約製品 技術提携の内容 対価 契約期間

エフ・エル・スミス・ソ

ルトレイクシティー社

（旧エフ・エル・スミス

・ドル・オリバー・アイ

ムコ社）

米国
化学鉱山水処理用

機械装置及びプラント
技術的知識の提供

工場裸渡売値に

対する一定料率

のロイヤルティ

自昭和63年１月

至平成23年１月

ノルディックウォーター

プロダクツ社

スウェー

デン
砂濾過装置

特許実施権の許諾

技術的知識の提供

販売額に対する

一定料率のロイ

ヤルティ

自昭和53年11月

至平成23年10月

フィシア・バブコック・

環境社
ドイツ

活性炭素吸着プロセス

及び反応器

ノウハウ実施権の

許諾

技術的知識の提供

プロセス設備の

排ガス量に対す

る一定料率のロ

イヤルティ

自平成10年７月

至平成22年７月

大平洋金属株式会社

ラサ商事株式会社
日本

下水汚泥再資源化(リ

ン肥料化・リン鉄化)

技術

プラントの製造、

販売及び技術供与

溶融炉規模(一日

当たりの乾燥灰

処理能力)に対す

る一定額のロイ

ヤルティ

自平成13年５月

至平成23年12月

ヤコブ・シュティーフェ

ル社
スイス

水冷火格子焼却システ

ム

特許再実施権の許

諾

技術的知識の提供

プラントの年間

ごみ処理量１ト

ン当たりに対す

る一定額のロイ

ヤルティ

自平成14年５月

至平成24年５月

プロジェクト・マネジメ

ント・コンサルタンツ社
ドイツ

トランスヒートコンテ

ナシステム（潜熱蓄熱

搬送）

特許再実施権の許

諾

技術的知識の提供

製造・販売した

製品1台当たりに

対する一定額の

ライセンス料

自平成15年11月

至平成24年12月

　
(3) 提出会社における主な技術援助契約
　

相手会社名 国名 契約製品 技術提携の内容 対価 契約期間

株式会社関電工他 日本

下水道を利用した光

ファイバー敷設技術

「テンションガイド工

法」

共有工業所有権等

の許与

使用ガイド管１

ｍ当たりに対す

る一定料率のロ

イヤルティ

契約締結の日か

ら当該共有工業

所有権等の最長

権利存続期間ま

たは15年間のい

ずれか長い方の

期間

ヴィアストア・システム

ズ社
米国 ベルトカーブコンベヤ

特許実施権の許与

技術的知識の供与

製造・販売した

製品１台当たり

に対する一定額

のロイヤルティ

自平成19年７月

至平成22年７月
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６ 【研究開発活動】

　

（設備工事事業）

提出会社で行っている研究開発は、建設設備（空調・換気・給排水衛生・電気・情報）としてのエ

ネルギー・居住環境・生産環境・高度情報処理システム並びにプラント設備としての環境保全に関す

る上下水処理・ごみ処理、産業設備に関する物流システムなどの事業領域を基盤とし、ＣＯ２排出量削

減に向けた新技術の研究開発、保有技術の改良、高品位化を推進しております。

　なお、当連結会計年度における研究開発費は1,273百万円であり、主な研究開発成果は以下のとおりで

あります。

また、子会社においては、研究開発活動は特段行われておりません。

　

　１　建設設備関連の開発

(1)  無線熱源廻り性能測定システム「ＣＯＰ Ｃａｔｃｈｅｒ(シーオーピーキャッチャー)」の開発

空調用熱源機器のエネルギー消費実態を無線で「見える化」するシステム「ＣＯＰ　Ｃａｔｃｈｅ

ｒ」を日本電気株式会社およびＮＥＣエンジニアリング株式会社と共同で開発いたしました。無線

センサーネットワーク（ＺｉｇＢｅｅ）を活用し、必要時にセンサーを設置して簡便にエネルギー

消費の実態を計測して、その結果をもとに省エネルギーへの改善提案を行ってまいります。今後省

エネ対策が求められる中小規模事業所への支援ツールとして活用してまいります。

(2)  省エネルギー水噴霧加湿冷却システム「Ｅｃｏｎｏ－Ｆｏｇ Ｏｎｅ(エコノフォグワン)」の開発

半導体工場やＦＰＤ（フラットパネルディスプレイ）工場のクリーンルームを対象に「Ｅｃｏｎ

ｏ－Ｆｏｇ　Ｏｎｅ（エコノフォグワン）」を開発いたしました。クリーンルームでは冬期には冷

房に加えて取り入れ外気の高精度な加湿が求められます。従来の蒸気加湿に替えて、高圧ノズルを

用いた１流体方式の水噴霧加湿冷却システムを開発いたしました。すでに高圧空気と水による２流

体方式を開発しておりますが、今回開発の１流体方式は加湿のためのＣＯ２排出量が蒸気式に比べ

て100分の１以下、２流体方式に比べて20分の１以下と、さらに省エネ化が図れます。

(3)  簡易なエネルギー計測システム「はじめてＢＥＭＳ」の開発

省エネ法の改正にともない事務所（企業）単位で省エネ化が求められ、これまで対象外の小規模事

業場でもエネルギー量の計測が必要になるため、低コストで簡易なエネルギー計測システムが求め

られます。そこで、ビルのエネルギー管理の入門となる「はじめてＢＥＭＳ
※
」を開発いたしまし

た。取引電力量計からの自動計測をベースに系統別電力計測や電力デマンド監視などの拡張機能を

もち、また通信回線によるデータ管理や分析評価、コンサルティングに対応いたします。

　※ＢＥＭＳ（Building Energy Management System）：ビルエネルギー管理システム

(4)  寒冷地型データセンター対応雪冷房技術の開発

データセンターの省エネルギー化が求められるなか、データセンターの立地場所として冷却に自然

エネルギーの積極的活用が可能な北海道や東北地方が検討されております。そこで、本開発では、寒

冷な外気の効率的な利用を可能にする空調方式や積雪寒冷地固有の冷熱源である雪氷を利用した

空調・熱交換方式について実証いたしました。さらに、寒冷下での水噴霧による雪氷を用いた冷却

についても検証済みであり、雪の少ない地方での自然エネルギーの活用も可能にいたしました。ク

ラウドコンピューティングの普及に向け、寒冷地でのデータセンター対応技術として提案してまい

ります。
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　２　プラント設備関連の開発　

(1)  生ごみ系廃棄物のメタン発酵技術の開発

生ごみを中心とする有機系廃棄物のメタン発酵について２設備での実証実験を完了いたしました。

一つ目は商業施設からの食品廃棄物を対象とし、生ごみ１トンあたり140㎥、メタン濃度70％以上の

バイオガスが回収できる可能性があることを実証いたしました。二つ目は下水汚泥と生ごみの混合

物を対象とし、メタン発酵時間を従来の約１／３にまで短縮できることを実証いたしました。今後

バイオマスの有効利用にむけてこれらの成果を活用してまいります。

(2)  省エネ排水処理システム「ＵＡＳＢ－ＤＨＳシステム」の市場導入

昨年度までＮＥＤＯ（独立行政法人 新エネルギー・産業技術総合開発機構）の補助金事業として

下水を対象に実証実験を行い、処理エネルギーおよび汚泥発生量がともに活性汚泥法に比べて70％

以上削減できることを実証いたしました。今年度はこの成果を生かしてバイオエタノール製造設備

からの排水処理用として実設備を施工いたしました。この設備では、アンモニア性窒素の除去に必

要な空気を供給するためのエネルギーがさらに削減でき、大幅な省エネルギー化が期待できます。

今後この設備の性能確認を行ってまいります。

(3)　非接触給電におけるキャパシタ利用システムの開発

ガラス基板搬送などクリーンな搬送が求められる工場では非接触給電による搬送システムが採用

されています。基板サイズの大型化にともなう搬送装置の大型化で所要電力も増大するなかで、

キャパシタを搭載し、その制御技術を開発することで、ピーク電力の平準化による給電装置自体の

小容量化と回生エネルギーの利用による省エネ化を達成いたしました。

(4)　雑誌切り出し装置の開発

出版業界においては、書店から出版取次会社へ返品された雑誌が、何れの書店から何れの本が何冊

返品されたという返品実績を収集することが必要であります。このためには、書店から返品された

荷物を開梱し、１冊ずつ雑誌コードを読み取り、書店と紐付けする作業が必要となりますが、従来は

開梱後の棒積み状態の雑誌を人手にて１冊ずつ切り離していました。本装置は、種々雑誌（Ａ６～

Ｂ４判、２～80mm厚）の混在棒積み品を、そのまま機械へ投入することにより自動的に１時間で

4,500冊を処理することが可能となり、大きな省人効果を得ることができます。

　

（不動産事業）

研究開発活動は特段行われておりません。
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７ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　

（1）重要な会計方針および見積り

当社グループの連結財務諸表は、我が国において一般に公正妥当と認められている企業会計の基準に

基づき作成されております。

この連結財務諸表の作成に際し、決算日における資産・負債の報告数値および報告期間における収益

・費用の報告数値に影響を与える見積りを行わなければなりません。すなわち、貸倒引当金、完成工事補

償引当金等各種引当金および法人税等、並びに工事進行基準適用工事の予定利益率等に関する見積りお

よび判断に対して、継続して評価を行っております。

なお、見積りおよび判断・評価については、過去の実績や状況に応じて合理的と考えられる要因等に基

づき行っておりますが、見積り特有の不確実性があるため、実際の結果は異なる場合があります。

　

（2）財政状態の分析

当連結会計年度末における流動資産は1,095億3千5百万円となり、前連結会計年度末に比べて140億4千

万円、率にして11.4％減少、また固定資産は537億7千1百万円となり、前連結会計年度末に比べて6億8千2

百万円、率にして1.3％増加いたしました。よって、総資産は1,633億7百万円となり、前連結会計年度末に

比べて133億5千7百万円、率にして7.6％減少いたしました。

　流動資産の減少の主な要因は現金預金および未成工事支出金が減少したことによるものであります。こ

れは主に手持工事高が減少したことによる未成工事支出金の減少に加えて、自己株式および有形固定資

産を取得したことによる現金預金の減少によるものであります。

　固定資産の増加の主な要因は投資有価証券が増加したことによるものであります。これは主に投資有価

証券の時価の上昇によるものであります。

当連結会計年度末における流動負債は638億円となり、前連結会計年度末に比べて152億3千1百万円、率

にして19.3％減少、また固定負債は190億7百万円となり、前連結会計年度末に比べて1億5千5百万円、率に

して0.8％増加いたしました。よって、負債合計は828億8百万円となり、前連結会計年度末に比べて150億7

千6百万円、率にして15.4％減少いたしました。

　流動負債の減少の主な要因は支払手形・工事未払金等および未成工事受入金が減少したことによるも

のであります。これは主に手持工事高の減少による仕入債務および未成工事受入金の減少によるもので

あります。

　固定負債の増加の主な要因は繰延税金負債が増加したことによるものであります。これは主に投資有価

証券の時価の上昇によるものであります。

当連結会計年度末における純資産は804億9千8百万円となり、前連結会計年度末に比べて17億1千8百万

円、率にして2.2％増加いたしました。

　純資産の増加の主な要因はその他有価証券評価差額金が増加したことによるものであります。これは主

に投資有価証券の時価の上昇によるものであります。
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（3）キャッシュ・フローの状況の分析

キャッシュ・フローの状況の分析については「１　業績等の概要　(2)キャッシュ・フローの状況」に

記載のとおりであります。

（4）経営成績の分析

当連結会計年度の経営成績については「１　業績等の概要　(1)業績」に記載のとおりであります。当連

結会計年度においても、中期経営計画「三機グループ・ビジョン２００９」にもとづき、「受注拡大施策

から『利益重視体質』への転換」、「グループ全体での事業領域の見直し」、「背伸びをしない計画数値

にもとづく目標設定」を基本方針として業績の向上に努めてまいりましたが、民間設備投資及び公共投

資は依然として低迷したことにより、受注高については1,433億円余、売上高については1,592億円余と前

連結会計年度を下回ることとなりました。利益面につきましても、厳しい受注環境のなかで、工事採算の

改善に向けて全力を投入し、売上総利益率の向上に努めましたものの、売上高減少の影響が大きかったた

め、営業利益、経常利益ともに前連結会計年度を下回りましたが、50億円台を確保することができました。

また、当期純利益につきましては、31億4千1百万円と前連結会計年度と比べて若干下回ることとなりまし

た。
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第３ 【設備の状況】

１ 【設備投資等の概要】

（設備工事事業）
当連結会計年度は、連結子会社における生産設備等で649百万円（無形固定資産51百万円を含む）の
設備投資を実施いたしました。
　
（不動産事業）
当連結会計年度は、賃貸用建物の改修等のため26百万円の設備投資を実施いたしました。

　
　なお、「第３　設備の状況」における各事項の記載については、消費税等抜きの金額で表示し
ております。
　

２ 【主要な設備の状況】

(1) 提出会社
　　平成22年３月31日現在

事業所名
(所在地)

事業の種類別
セグメントの
名称

設備の
内容

帳簿価額(百万円)
従業
員数
(人)

建物・
構築物

　機械、
運搬具　
及び工具
器具備品

土地
(面積㎡)

リース
資産

その他 合計

大和事業所
(神奈川県大和市)(注)２

設備工事事業
生産設
備

603 142
85

(48,038)
― 52 884111

本社・東京支社
(東京都中央区)(注)２,３

設備工事事業
その他
設備

31 218
―
(―)

8 67 325667

技術研究所
(神奈川県大和市)(注)２

設備工事事業
試験研
究設備

88 205
228

(4,470)
6 38 56657

三機湘南研修センター
(神奈川県横須賀市)

設備工事事業
その他
設備

499 18
568

(10,915)
― ― 1,086―

日本IBM
(神奈川県大和市)

不動産事業
賃貸資
産

9,159 8
86

(48,841)
― ― 9,254―

守山SC
(滋賀県守山市)

不動産事業
賃貸資
産

1,415 1
27

(36,123)
― ― 1,445―

高槻HC
(大阪府高槻市)(注)２

不動産事業
賃貸資
産

491 0
45

(25,247)
― 2 540―

　

(2) 国内子会社
主要な設備はありません。

　
(3) 在外子会社
主要な設備はありません。

　
(注) １　帳簿価額に建設仮勘定は含んでおりません。

２　帳簿価額のうち「その他」は、無形固定資産であります。
３　建物を連結会社以外から賃借しており、賃借料は757百万円であります。
４　リース契約による賃借設備のうち主なものは下記のとおりであります。

会社名 事業所名
事業の種類別
セグメントの
名称

設備の内容 数量
リース
期間

年間
リース料
(百万円)

備考

三機工業㈱ 本社他 設備工事事業 CADシステム 一式 ５年 132
所有権移転外ファ
イナンス・リース

三機工業㈱ 大和事業所 設備工事事業
大 型 コ ン
ピュータ

一式 １年 47
所有権移転外ファ
イナンス・リース
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３ 【設備の新設、除却等の計画】

（設備工事事業）

重要な設備の新設及び除却等の計画はありません。

　

（不動産事業）

重要な設備の新設及び除却等の計画はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 192,945,000

計 192,945,000

　

② 【発行済株式】

　

種類
事業年度末現在
発行数(株)

(平成22年３月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成22年６月25日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 74,461,156同左

東京証券取引所
(市場第一部)
大阪証券取引所
(市場第一部)
名古屋証券取引所
(市場第一部)

単元株式数は1,000株であり
ます。

計 74,461,156同左 ― ―
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(2) 【新株予約権等の状況】

当社は、新株予約権方式によるストック・オプション制度を採用しております。

当該制度は、会社法第236条および会社法第239条の規定に基づき、当社取締役（社外取締役を除く。以下同じ。）、監

査役（社外監査役を除く。以下同じ。）、執行役員および従業員に対し、特に有利な条件で新株予約権を発行すること

を、平成18年６月28日開催の第82回定時株主総会において決議されたものです。

なお、当社取締役に対する新株予約権付与は、会社法第361条第１項第３号の報酬等に、当社監査役に対する新株予

約権付与は、会社法第387条第１項の報酬等にそれぞれ該当いたします。

当該制度の内容は次のとおりであります。

　
事業年度末現在

（平成22年３月31日）
提出日の前月末現在
（平成22年５月31日）

新株予約権の数（個） 785 784

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） ― ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数（株） 785,000 784,000

新株予約権の行使時の払込金額（円） 870 同左

新株予約権の行使期間
自　平成20年７月26日
至　平成23年７月25日

同左

新株予約権の行使により株式を発行する
場合の株式の発行価格及び資本組入額（円）

発行価格　　　 870
資本組入額　　 435

同左

新株予約権の行使の条件

　新株予約権者は、その地位を喪失
した場合（取締役・監査役・執行
役員の退任、従業員の停年退職
等。）においても、権利を行使する
ことができる。ただし、取締役・監
査役・執行役員が死亡により退任
した場合、または従業員が死亡また
は自己都合により退職した場合に
はこの限りではない。また、当社取
締役会が正当な理由があると認め
た場合はこの限りではない。
　新株予約権の相続はこれを認めな
い。
　その他権利行使の条件は、総会決
議及び取締役会決議に基づき、当社
と新株予約権者との間で締結する
「新株予約権割当契約書」に定め
るところによる。

同左

新株予約権の譲渡に関する事項
譲渡による新株予約権の取得につ
いては、当社取締役会の決議による
承認を要するものとする。

同左

代用払込みに関する事項 ― ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関す
る事項

― ―

(注)　１　新株予約権１個につき目的となる株式の数は1,000株であります。
２　当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により目的たる株式の数を調整するものとする。ただし、
かかる調整は本件新株予約権のうち、当該時点で行使されていない新株予約権の目的たる株式の数について行
われ、調整により生じる１株未満の端数については、これを切り捨てる。

調整後株式数　＝　調整前株式数　×　分割・併合の比率

また、当社が合併、会社分割、株式交換または株式移転（以下総称して「合併等」という。）を行う場合、株式の
無償割当を行う場合、その他株式数の調整を必要とする場合には、合併等、株式の無償割当の条件等を勘案のう
え、合理的な範囲内で株式数を調整することができる。

３　新株予約権の行使に際してする出資の目的は金銭とし、その価額は、新株予約権の行使に際して払込をすべき１
株当たりの金額（以下「行使価額」という。）に各新株予約権の目的である株式の数を乗じた価額とする。
なお、当社が当社普通株式につき株式分割または株式併合を行う場合、上記の行使価額は、株式分割または株式
併合の比率に応じ、次の算式により調整されるものとし、調整により生じる１円未満の端数は切り上げる。

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 ×
1

分割・併合の比率
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また、当社が時価を下回る価額で当社普通株式につき、新株式の発行または自己株式の処分を行う場合（会社
法第194条の規定（単元未満株主による単元未満株式売渡請求。）に基づく自己株式の売渡し、当社普通株式に
転換される証券もしくは転換できる証券または当社普通株式の交付を請求できる新株予約権（新株予約権付
社債に付されたものを含む。）の転換または行使の場合を除く。）、上記の行使価額は、次の算式により調整さ
れるものとし、調整により生じる１円未満の端数は切り上げる。

　 　 　 　
既発行株式数＋

新規発行株式数×１株当たり払込価額

調 整 後
＝
調 整 前

×
新規発行前の株価

行使価額 行使価額 既発行株式数＋新規発行株式数

上記算式において、「既発行株式数」とは当社の発行済普通株式総数から当社が保有する普通株式に係る自己
株式数を控除した数とし、また、自己株式の処分を行う場合には「新規発行株式数」を「処分する自己株式
数」に読み替える。
さらに、当社が合併等を行う場合、株式の無償割当を行う場合、その他上記の行使価額の調整を必要とする場合
には、合併等の条件、株式の無償割当の条件等を勘案のうえ、合理的な範囲内で行使価額を調整することができ
る。

　

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

平成22年２月１日以降に開始する事業年度に係る有価証券報告書から適用されるため、記載事項はありません。

　

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
 

(百万円)

資本金残高
 

(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

平成21年11月18日 △3,000,00074,461,156 ― 8,105 ― 4,181

　（注）発行済株式総数の減少は自己株式の消却によるものであります。

　

(6) 【所有者別状況】
平成22年３月31日現在

区分

株式の状況(１単元の株式数1,000株)
単元未満
株式の状況
(株)

政府及び
地方公共
団体

金融機関
金融商品
取引業者

その他の
法人

外国法人等
個人
その他

計
個人以外 個人

株主数
(人)

1 47 30 142 134 ― 3,0633,417 ―

所有株式数
(単元)

4 40,810 547 5,55912,850 ― 14,53074,300161,156

所有株式数
の割合(％)

0.00 54.93 0.74 7.48 17.29 ― 19.56 100 ―

(注) 自己株式2,590,156株は「個人その他」に2,590単元及び「単元未満株式の状況」の欄に156株を含めて記載し
ております。
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(7) 【大株主の状況】
平成22年３月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

日本生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内１－６－６ 7,000 9.40

三井生命保険株式会社
（常任代理人　日本トラスティ・
サービス信託銀行株式会社）

東京都千代田区大手町２－１－１
（東京都中央区晴海１－８－11）

7,000 9.40

明治安田生命保険相互会社
（常任代理人　資産管理サービス信
託銀行株式会社）

東京都千代田区丸の内２－１－１
（東京都中央区晴海１－８－12）

7,000 9.40

日本マスタートラスト信託銀行株式
会社（信託口）

東京都港区浜松町２－11－３ 3,518 4.72

三機共栄会 東京都中央区日本橋室町２－１－１ 2,286 3.07

日本トラスティ・サービス信託銀行
株式会社（信託口）

東京都中央区晴海１－８－11 1,986 2.67

日本トラスティ・サービス信託銀行
株式会社（信託口９）

東京都中央区晴海１－８－11 1,635 2.20

シービーエヌワイデイエフエイイン
ターナショナルキャップバリュー
ポートフォリオ
（常任代理人　シティバンク銀行株
式会社）

１２９９　オーシャンアベニュー　１１Ｆ　サ
ンタモニカ　カリフォルニア　９０４０１米国
（東京都品川区東品川２―３―１４）

1,458 1.96

ＮＣＴ信託銀行株式会社（投信口） 東京都品川区東品川２―３―１４ 1,411 1.89

資産管理サービス信託銀行株式会社
（証券投資信託口）

東京都中央区晴海１－８－12 1,085 1.46

計 ― 34,379 46.17

(注)  １　上記のほか当社所有の自己株式2,590千株（3.5％）があります。
２　上記の所有株式数のうち、信託業務に係る株式数は次のとおりであります。

　　　　  日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口）　     　　 　　3,518千株
　　　　  日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口）　 　　 　　1,986千株
　　　　  日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口９）       　 1,635千株
　　　　  ＮＣＴ信託銀行株式会社（投信口）　     　　 　　　　 　　　　 1,411千株
　　　　  資産管理サービス信託銀行株式会社（証券投資信託口）   　　 　  1,085千株
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(8) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】
平成22年３月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式　 2,590,000

― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式  71,710,000 71,710 ―

単元未満株式 普通株式　　 161,156 ―
一単元（1,000株）
未満の株式

発行済株式総数 74,461,156 ― ―

総株主の議決権 ― 71,710 ―

　

② 【自己株式等】
平成22年３月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
三機工業株式会社

東京都中央区日本橋室町
２－１－１

2,590,000─ 2,590,0003.5

計 ― 2,590,000─ 2,590,0003.5

　

(9) 【ストックオプション制度の内容】

当社は、新株予約権方式によるストック・オプション制度を採用しております。

当該制度は、会社法第236条および会社法第239条の規定に基づき、当社取締役（社外取締役を除く。以下同じ。）、

監査役（社外監査役を除く。以下同じ。）、執行役員および従業員に対し、特に有利な条件で新株予約権を発行するこ

とを、平成18年６月28日開催の第82回定時株主総会において決議されたものです。

　なお、当社取締役に対する新株予約権付与は、会社法第361条第１項第３号の報酬等に、当社監査役に対する新株予約

権付与は、会社法第387条第１項の報酬等にそれぞれ該当いたします。

当該制度の内容は次のとおりであります。

決議年月日 平成18年６月28日

付与対象者の区分及び人数 当社取締役９名、監査役２名、執行役員19名、従業員795名

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

株式の数 825,000株

新株予約権の行使時の払込金額 「(2)新株予約権等の状況」に記載のとおりであります。

新株予約権の行使期間 同上

新株予約権の行使の条件 同上

新株予約権の譲渡に関する事項 同上

代用払込みに関する事項 同上

組織再編成行為に伴う新株予約権の
交付に関する事項

同上

　

２ 【自己株式の取得等の状況】

【株式の種類等】 会社法第155条第３号に該当する普通株式の取得、会社法第155条第７号に該当

する普通株式の取得及び会社法第155条第13号に該当する普通株式の取得

EDINET提出書類

三機工業株式会社(E00107)

有価証券報告書

 24/108



(1) 【株主総会決議による取得の状況】

該当事項はありません。
　

(2) 【取締役会決議による取得の状況】

区分 株式数（株） 価額の総額（円）

取締役会（平成21年11月12日）での決議状況 　 　

(取得期間平成21年11月16日～平成22年１月29日) 2,000,000 1,700,000,000

当事業年度前における取得自己株式 ― ―

当事業年度における取得自己株式 2,000,000 1,324,320,000

残存決議株式の総数及び価額の総額 ― 375,680,000

当事業年度の末日現在の未行使割合（％） ― 22.1

当期間における取得自己株式 ― ―

提出日現在の未行使割合（％） ― 22.1

　

(3) 【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

区分 株式数(株) 価額の総額(円)

当事業年度における取得自己株式 4,509 3,132,987

当期間における取得自己株式 336,000 221,088,000

(注) 当期間における取得自己株式には平成22年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取

りによる株式は含まれておりません。

　
(4) 【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

区分
当事業年度 当期間

株式数(株)
処分価額の総額

(円)
株式数(株)

処分価額の総額
(円)

引き受ける者の募集を行った
取得自己株式

― ― ― ―

消却の処分を行った取得自己株式 3,000,0001,970,580,000― ―

合併、株式交換、会社分割に係る
移転を行った取得自己株式

― ― ― ―

その他(　―　) ― ― ― ―

保有自己株式数 2,590,156─ 2,926,156─

(注) 当期間における保有自己株式には平成22年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの増減は含まれており

ません。
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３ 【配当政策】
　当社では、株主に対する利益の還元を経営上重要な施策の一つとして位置づけております。株主に対
する利益還元策の基本は配当政策と認識しており、これまでも事業の継続的発展と株主に対する短期
的な還元とのバランスを考慮し、安定的な配当を基本としつつ業績等に応じて増配を実施してまいり
ました。今後もこの方針を基本としつつも、株主・投資家等社会の要請をふまえ、自己株式買取等も含
めた総合的な株主還元策を検討してまいります。
　当社の剰余金の配当は、中間配当と期末配当の年２回を基本的な方針としており、これらの剰余金の
配当の決定機関は、中間配当は取締役会、期末配当は株主総会であります。
　このような基本方針に基づき当第86期（平成22年３月期）の剰余金の配当につきましては、中間配当
として１株につき普通配当７円50銭を実施しており、期末配当金は１株につき普通配当７円50銭（年
間普通配当計15円）とし、前事業年度と同額の配当を行うことといたしました。
　内部留保資金につきましては、今後の一層厳しい経営環境のなかで競争力の強化をはかるとともに、
更なる事業発展の基礎を構築するため、新事業と新技術の開発等に有効投資してまいります。
　また、当社は会社法第454条第５項に規定する中間配当をすることができる旨を定款に定めておりま
す。
(注)　基準日が当事業年度に属する剰余金の配当は、以下のとおりであります。

決議年月日
配当金の総額
(百万円)

１株当たり配当額
(円)

平成21年11月12日
取締役会決議

554 7.50

平成22年６月25日
定時株主総会決議

539 7.50

　

４ 【株価の推移】

(1) 【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】
　

回次 第82期 第83期 第84期 第85期 第86期

決算年月 平成18年３月 平成19年３月 平成20年３月 平成21年３月 平成22年３月

最高(円) 1,173 1,019 1,118 936 782

最低(円) 740 664 524 459 540

(注)　最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。

　

(2) 【最近６月間の月別最高・最低株価】
　

月別
平成21年
10月

11月 12月
平成22年
１月

２月 ３月

最高(円) 739 690 679 691 630 662

最低(円) 635 609 625 610 572 599

(注)　最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。
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５ 【役員の状況】

　

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
(千株)

代表取締役
社長

社長執行役員 有　馬　修一郎 昭和22年６月24日生

昭和45年４月 三機工業株式会社入社

(注)３ 40

平成15年６月 同取締役 経理本部長

平成16年６月 同取締役 執行役員 経理本部長

平成17年６月

 

同取締役 常務執行役員 経理本部

長

平成19年６月

 

同代表取締役社長 社長執行役員

(現任)

代表取締役

副社長執行役
員建設設備事
業本部長
 

梶　浦　卓　一 昭和18年９月22日生

昭和43年４月 三機工業株式会社入社

(注)３ 40

平成15年６月 同取締役 空調衛生副事業部長

平成16年６月 同常務執行役員 空調衛生副事業部

長

平成17年４月 同常務執行役員 営業本部長

平成17年６月 同専務執行役員 営業本部長

平成19年６月 同取締役 専務執行役員 営業本部

長

平成20年４月 同取締役 専務執行役員 建設設備

事業本部長

平成22年４月 同代表取締役 副社長執行役員 建

設設備事業本部長(現任)

取締役
専務執行役員
ＣＳＲ推進本
部長

古　村　昌　人 昭和22年７月12日生

昭和46年４月 明治生命保険相互会社入社

(注)３ 10

平成９年７月 同取締役 財務業務部長

平成12年４月 同常務取締役

平成16年１月 明治安田生命保険相互会社

専務取締役 資産運用部門長

平成17年11月 同退社

平成18年６月 東和興産株式会社代表取締役会長

平成19年６月 三機工業株式会社取締役 専務執行

役員 ＣＳＲ推進本部長(現任)

取締役 専務執行役員 久保田　丈　夫 昭和21年８月19日生

昭和45年４月 三機工業株式会社入社

(注)３ 32

平成15年６月 同取締役 情報通信事業部長

平成16年６月 同執行役員 情報通信事業部長

平成17年４月 同執行役員 ファシリティシステム

事業部長

平成17年６月 同常務執行役員 ファシリティシス

テム事業部長

平成19年６月 同取締役 専務執行役員 ファシリ

ティシステム事業部長

平成20年４月 同取締役 専務執行役員 建設設備

副事業本部長

平成22年４月 同取締役 専務執行役員(現任)

取締役

専務執行役員
建設設備副事
業本部長兼事
業戦略本部長

安　永　俊　克 昭和20年12月16日生

昭和44年４月 三機工業株式会社入社

(注)３ 19

平成16年６月 同執行役員 エンジニアリング副事

業部長

平成17年４月 同執行役員 エンジニアリング事業

部長

平成19年６月 同常務執行役員 エンジニアリング

事業部長

平成20年４月 同常務執行役員 建設設備事業本部

東京支社長

平成21年６月 同取締役 常務執行役員 建設設備

事業本部東京支社長

平成22年４月 同取締役 専務執行役員 建設設備

副事業本部長兼事業戦略本部長

（現任)
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
(千株)

取締役

常務執行役員
建設設備事業
本部技術統括
本部長

山　下　彰　夫 昭和22年５月28日生

昭和47年４月 三機工業株式会社入社

(注)３ 14

平成13年４月 同横浜支店長

平成14年４月 同業務副本部長

平成15年６月 同技術開発本部長

平成16年６月 同執行役員 技術開発本部長

平成19年６月 同常務執行役員 ＣＳＲ推進副本部

長

平成20年４月 同常務執行役員 建設設備事業本部

技術統括本部長

平成20年６月 同取締役 常務執行役員 建設設備

事業本部技術統括本部長(現任)

取締役
常務執行役員
総務本部長

濱　野　健　次 昭和24年１月８日生

昭和48年４月 三機工業株式会社入社

(注)３ 16

平成15年７月 同業務副本部長

平成17年６月 同執行役員 業務本部長

平成20年４月 同執行役員 建設設備事業本部

事業戦略本部長

平成20年６月 同取締役 常務執行役員 建設設備

事業本部事業戦略本部長

平成21年４月 同取締役 常務執行役員 総務本部

長（現任）

取締役
上席執行役員
経理本部長
 

新　間　　　衞 昭和27年４月22日生

昭和50年４月 日本生命保険相互会社入社

(注)３ 5

平成14年３月 同東海財務部部長

平成17年３月 同首都圏財務部部長

平成18年６月 同関連事業部調査役

平成18年６月 三機工業株式会社常勤監査役

平成19年６月 同取締役 執行役員 経理本部長

平成22年４月 同取締役 上席執行役員 経理本部

長(現任)

取締役 　 西　村　　　博 昭和18年１月１日生

昭和42年４月 三井生命保険相互会社入社

(注)３ ―

平成８年７月 同取締役主計部長

平成10年４月 同常務取締役

平成11年４月 同常務取締役マーケティング部門

長

平成12年４月 同常務取締役経営企画部門長

平成13年４月 同専務取締役経営企画部門長

平成13年７月 同代表取締役社長

平成16年４月 三井生命保険株式会社

代表取締役社長執行役員

平成16年６月 三機工業株式会社取締役(現任)

平成21年４月 三井生命保険株式会社顧問（現

任）

取締役 　 鱒　見　満　裕 昭和17年７月29日生

昭和40年４月 株式会社三井銀行入行

(注)３ 5

平成５年６月

 

株式会社さくら銀行

取締役東京審査第二部長

平成８年６月 同常務取締役

平成11年６月 同専務執行役員

平成12年６月

 

さくら抵当証券株式会社

代表取締役社長

平成14年３月

 

ＳＭＢＣ抵当証券株式会社

代表取締役社長

平成15年６月 三機工業株式会社取締役(現任)

平成17年６月 ＳＭＢＣ抵当証券株式会社退社
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
(千株)

常勤監査役 　 赤　松　敬　治 昭和22年２月13日生

昭和45年４月 三機工業株式会社入社

(注)４ 3

平成13年４月 同監査室長

平成14年12月 同監査・倫理室長

平成18年４月 同ＣＳＲ推進本部監査・倫理室長

平成19年６月 同内部監査室付

平成20年６月 同常勤監査役(現任)

常勤監査役 　 中　村　芳　人 昭和24年７月14日生

昭和48年４月 三機工業株式会社入社

(注)５ 7

平成17年４月 同九州支店長

平成21年４月 同執行役員 建設設備事業本部九

州支店長

平成21年７月

 
平成22年４月

 
平成22年６月

同執行役員 建設設備事業本部技

術統括本部技師長

同執行役員 建設設備事業本部技

術統括本部付

同常勤監査役（現任）

監査役 　 井　口　武　雄 昭和17年４月９日生

昭和40年４月 大正海上火災保険株式会社(現三

井住友海上火災保険株式会社)入

社

(注)６ ―

平成５年６月 同取締役火災新種商品企画部長

平成６年６月 同常務取締役

平成８年４月 同取締役社長(代表取締役)

平成12年６月

 
同最高執行責任者(ＣＥＯ)取締役

会長・取締役社長(代表取締役)

平成13年10月

 
 

三井住友海上火災保険株式会社

取締役会長共同最高経営責任者

(代表取締役)

平成15年６月 三機工業株式会社監査役(現任)

平成18年４月 三井住友海上火災保険株式会社

代表取締役会長

平成18年６月 同退任

平成19年７月 同常任顧問（シニアアドバイ

ザー）（現任）

監査役 　 則　定　　　衛 昭和13年７月21日生

昭和38年４月 検事任官

(注)６ ―

平成３年10月 法務省官房長

平成５年12月 法務省刑事局長

平成８年１月 法務事務次官

平成10年６月 東京高等検察庁検事長

平成11年10月 弁護士登録

平成12年４月 京橋中央法律事務所開設(現任)

平成15年６月 三機工業株式会社監査役(現任)

監査役 　 堀　内　節　郎 昭和27年２月４日生

昭和56年４月 弁護士登録

菅原・山田法律事務所入所
(注)６ 10平成３年４月 堀内法律事務所開設(現任)

平成19年６月 三機工業株式会社監査役(現任)

計 　 　 201

(注)１．取締役　西村 博及び鱒見満裕は、会社法第２条第15号に定める「社外取締役」であります。 
　　２．監査役　井口武雄、則定 衛及び堀内節郎は、会社法第２条第16号に定める「社外監査役」であります。
　　３．平成22年６月25日開催の定時株主総会の終結の時から１年間であります。
　　４．平成20年６月26日開催の定時株主総会の終結の時から４年間であります。
　　５．平成22年６月25日開催の定時株主総会の終結の時から２年間であります。
　　６．平成19年６月27日開催の定時株主総会の終結の時から４年間であります。
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　　７．当社は執行役員制度を導入しており、平成22年６月25日現在の執行役員は次のとおりであります。

　　※は取締役兼務者であります。

役職 氏名

 ※社長執行役員 有　馬　修一郎

 ※副社長執行役員建設設備事業本部長 梶　浦　卓　一

 ※専務執行役員 ＣＳＲ推進本部長 古　村　昌　人

 ※専務執行役員 久保田　丈　夫

 　専務執行役員（関西支社駐在） 丸　岡　敏　峯

 ※専務執行役員 建設設備副事業本部長兼事業戦略本部長 安　永　俊　克

 ※常務執行役員 建設設備事業本部技術統括本部長 山　下　彰　夫

　 常務執行役員 環境システム事業部長 臼　井　哲　夫

 ※常務執行役員 総務本部長 濱　野　健　次

 　常務執行役員 建設設備事業本部関西支社長 玖　村　信　夫

 　常務執行役員 ＣＳＲ推進副本部長兼主査室長 三　村　哲　夫

　 常務執行役員 建設設備副事業本部長 水　野　靖　也

 　常務執行役員 建設設備事業本部中部支社長 諸　戸　光　雄

 ※上席執行役員 経理本部長 新　間　　　衞

 　上席執行役員（関西支社駐在） 渡　辺　　　稔

 　上席執行役員（建設設備事業本部） 秋　元　　　勝

　 上席執行役員 建設設備事業本部リノベーション事業部長 亀　井　　　洋

　 上席執行役員 建設設備事業本部東京支社長 長谷川　　　勉

　 上席執行役員 建設設備事業本部エネルギーソリューションセンター長 廣　瀬　幹　男

　 執行役員 機械システム事業部長 太　宰　修　治

　 執行役員 建設設備事業本部ファシリティシステム事業部長 山　口　　　理

　 執行役員 技術開発本部長 水　島　　　茂

　 執行役員 環境システム副事業部長兼業務管理部長 古　賀　　　潔

　 執行役員 建設設備事業本部関西副支社長 井　上　忠　昭

　 執行役員 建設設備事業本部中部副支社長 酒　井　孝　彰

　 執行役員 建設設備事業本部九州支店長 堤　　　充　永

　 執行役員 建設設備事業本部東京副支社長 保　崎　芳　秋

　 執行役員 建設設備事業本部東北支店長 須　賀　文　博

　 執行役員 建設設備事業本部北陸支店長 甲　藤　　　修

　 執行役員 建設設備事業本部北海道支店長 齊　藤　一　男

　 執行役員 建設設備事業本部関西副支社長 松　永　博　行

(注) 上席執行役員（関西支社駐在）　渡辺　稔の氏名に関しては、「開示用電子情報処理組織による手続の特例等に関

する留意事項について（電子開示手続等ガイドライン）」（金融庁総務企画局）の規定により使用可能とされ

ている文字以外を含んでいるため、電子開示システム（ＥＤＩＮＥＴ）上使用できる文字で代用しております。
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６ 【コーポレート・ガバナンスの状況等】

(1) 【コーポレート・ガバナンスの状況】

　　 コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方

　　当社グループは、エンジニアリングを通じて社会に貢献し、株主の皆さまをはじめ顧客、取引先、役職

員、社会等様々なステークホルダーから評価、信頼される事業活動をおこなうことを経営の基本理念と

しております。その実現のためには、コンプライアンスの徹底を大前提に、経営の効率化により業績の

向上を図り得る体制を整えることを重要な経営課題と位置づけております。

　

①企業統治の体制の概要および当該企業統治の体制を採用する理由等

イ.会社の機関の基本説明

　　取締役会は毎月１回以上開催し、重要事項の決定および業務執行状況の監督をおこなっております。ま

た、社長が指名する執行役員により構成される経営会議を毎週開催し、取締役会付議事項その他の重要

事項について審議するとともに、執行役員等により構成される全店会議を毎月１回開催し、社長および

部門担当執行役員からの方針伝達と執行役員からの業務執行状況報告等をおこないます。

　提出会社は、監査役制度を採用しております。監査役会は年６回以上開催し、監査役から監査に関する

重要事項について報告を受け、協議・決議をおこなっております。

ロ.当該企業統治の体制を採用する理由

　　提出会社は、経営効率の向上と意思決定の迅速化をはかるため、経営機能を意思決定・監督機能を担う

取締役会と業務執行機能を担う執行役員とに分離する執行役員制度を採用しております。

　その上で、社外取締役、監査役会（社外監査役を含む）、内部監査室、会計監査人により、取締役会の意

思決定および執行役員による業務執行を多層的に監視・牽制することで、業務の適法性・適正性を確

保する体制としております。

ハ.業務執行・監査および内部統制のしくみ（平成22年６月25日現在）

　　　　※１　定款において、取締役の人数を１２名以内と定めております。

　　　　※２　提出会社の監査役のうち１名は、財務及び会計に関する相当程度の知見を有する

　　　　　　監査役であります。

　

ニ.内部統制システムの整備の状況

　　提出会社は、提出会社の業務の適正を確保するために必要な体制の整備に関する基本方針を次の1～6
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のように定めております。

1.取締役および使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

ⅰ 企業倫理規程にもとづき、社長を委員長とする企業倫理委員会を中心に、三機工業行動規範・行動

指針、官公庁向け事業における行動基準等の浸透をはかり、コンプライアンス推進活動を実施する。

ⅱ 内部監査部門等により、遵法の指導、モニタリングを実施し、コンプライアンスを強化する。

ⅲ 通報窓口を活用し、社内の自浄作用を働かせ、不祥事の未然防止をはかる。

ⅳ 市民社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力に対しては、毅然とした態度でこれを排除す

る。

ⅴ 万一コンプライアンスに反した事態が発生した場合は、就業規程等により厳正に対処する。

2.取締役の職務の執行に係る情報の保存および管理に関する体制

　　法令の定めおよび社内規則（文書保管・保存規則、情報セキュリティ管理規則等）に則り、適切な保存

・管理を行ない、その状況を確認する。

3.損失の危険の管理に関する規程その他の体制

ｉ 経営リスク（コンプライアンス、情報セキュリティ、品質、損益、環境、災害などに係るリスク）につ

いては、それぞれの対応部署で必要に応じ規則・ガイドラインを制定し、研修の実施、マニュアルの

作成・配付を行なう。

ⅱ 新たに生じたリスクヘの対応のために必要な場合、社長は速やかに対応部署および責任執行役員を

定める。重要な経営判断を要する事項については、その重要度に応じて経営会議、取締役会において

判断する。

ⅲ 財務報告に係る内部統制規程、経理規程等に則り、財務報告の適正性を確保する。

4.取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

   執行役員制度、組織規程・職務分掌規程等の社内規則の整備、経営会議、執行役員会等での審議・報告

により経営効率の向上、意思決定の迅速化を図る。

5.株式会社並びにその親会社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制

ｉ 上記1.のコンプライアンス体制を企業集団間で共有するとともに、子会社の重要な組織・経理・業

務等に関しては、子会社管理規則に則り、それぞれの子会社、業務ごとの担当部署への報告、承認を通

じて管理する。

ⅱ 内部監査部門による定期的な監査により実施状況を確認する。

6.監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

ｉ 監査役は、必要があるときは、取締役に対して監査役スタッフの派遣を求めることができる。

ⅱ 監査役スタッフの人事異動に際しては、人事担当執行役員は、事前に監査役の同意を得るものとす

る。

ⅲ 監査役は、取締役会、経営会議、企業倫理委員会、執行役員会その他重要な会議に出席する。

ⅳ 監査役は、役員・従業員から報告・重要な書類の提示を受け、また、内部監査部門から内部監査の報

告を受ける。

ⅴ 監査役は、内部監査部門および会計監査人と随時協議し、必要な場合は内部監査部門に対して特定

事項の調査を依頼することができる。

ⅵ 監査役は、役員・従業員に対して必要な事項の調査・説明を求めることができる。

ⅶ 社長は監査役と定期的に意見交換を行う。
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ホ.反社会的勢力排除に向けた体制

1.反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方

　　提出会社は、市民社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力に対しては、毅然とした態度でこれを

排除することを基本方針としております。

2.反社会的勢力排除に向けた体制の整備状況

ⅰ 三機工業行動規範・行動指針に反社会的勢力への対応方針を記載するとともに、研修によりこれを

社内に周知徹底しております。

ⅱ 反社会的勢力に関する情報収集に努め、外部専門機関と連携をとりながら、反社会的勢力との関係

の遮断、排除に努めております。

ⅲ 反社会的勢力からの接触には、総務本部を対応統括部署とし、各事業所における不当要求防止担当

部署と緊密に連携をとりながら毅然とした態度で対応しております。

ヘ.内部監査および監査役監査の状況

    平成19年６月27日付で社内監査機能を強化するため、ＣＳＲ推進本部から内部監査室を独立させ、社

長直轄組織といたしました。内部監査は内部監査室が実施し、人員は３名となっております。年度監査

計画に基づき各業務執行部署の業務遂行について定期または臨時に監査を実施し、内部管理体制の適

切性・有効性等を検証するとともに必要に応じて総務本部・経理本部等の内部統制部門との意見交換

や問題点の改善・是正に関する提言をおこない、監査結果を社長に報告することとしております。

　監査役は取締役会その他重要な会議に出席し、必要に応じて意見表明をおこなうなど法令および監査

方針に基づいた適正な監査をおこなっており、監査役会で予め定めた監査計画に基づき会計監査およ

び業務監査を実施し、会計監査人、内部監査室、内部統制部門との意見交換・連携により、その実効性を

高めております。

ト.社外取締役および社外監査役との関係

　　社外取締役のうち１名は大株主の顧問を、社外監査役のうち１名は取引先のシニアアドバイザーを兼

職しております。

　提出会社は上記大株主および取引先と建設設備工事請負契約および保険契約等の取引があります。ま

た、提出会社は、社外監査役のうちの１名が主宰する法律事務所と個別案件につき委任契約の取引があ

ります。

チ.社外取締役および社外監査役の企業統治において果たす機能・役割等

　　社外取締役は、取締役会における議決権の行使を通じて取締役会の意思決定に直接的に関与すること

で、取締役会の意思決定および執行役員による業務執行を監視・牽制する機能・役割を担っておりま

す。また、社外監査役は、監査役会および取締役会において客観的立場から意見表明することなどによ

り、取締役会の意思決定および執行役員による業務執行を監視・牽制する機能・役割を担っておりま

す。

　社外取締役および社外監査役は、企業経営経験者としての高い見識と豊富な経験を有している者およ

び弁護士としての専門的知識・経験を有している者から選任しており、いずれも提出会社の主要取引

先・主要株主に該当せず、十分な独立性が確保されております。なお、このうち社外監査役１名を独立

役員として指定しております。

　社外取締役および社外監査役は、取締役会および監査役会において、内部監査、監査役監査および財務

報告にかかる内部統制の結果報告を受け、必要に応じて内容確認・意見表明を行っております。
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②役員の報酬等

イ.提出会社の役員区分ごとの報酬等の総額、報酬等の種類別の総額及び対象となる役員の員数

　

役員区分
報酬等の総額
(百万円)

報酬等の種類別の総額(百万円) 対象となる
役員の員数
(名)基本報酬

ストック
オプション

賞与 退職慰労金

取締役
(社外取締役を除く。)

247 147 ― 35 64 11

監査役
(社外監査役を除く。)

40 26 ― 6 7 2

社外役員 44 40 ― ― 4 5

(注) １　上記賞与には、役員賞与引当金繰入額を含んでおります。
　　 ２　上記退職慰労金には、役員退職慰労引当金繰入額を含んでおります。

　

ロ.提出会社の役員ごとの連結報酬等の総額等

　連結報酬等の総額が１億円以上である役員が存在しないため、記載しておりません。

　

ハ.使用人兼務役員の使用人給与のうち、重要なもの

　該当事項はありません。

　

ニ.役員の報酬等の額の決定に関する方針

　該当事項はありません。
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③株式の保有状況

イ.保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式

銘柄数                    　　   163銘柄

貸借対照表計上額の合計額  　　16,079百万円

　

ロ.保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式のうち、当事業年度における貸借対照表計上額が資

本金額の100分の１を超える銘柄

　

銘柄
株式数
(株)

貸借対照表計上額
(百万円)

保有目的

トヨタ自動車㈱ 504,581 1,889取引関係の維持、強化

小野薬品工業㈱ 234,950 977取引関係の維持、強化

㈱帝国ホテル 400,000 704取引関係の維持、強化

Ｊ.フロントリテイリング㈱ 1,125,400 618取引関係の維持、強化

キヤノン㈱ 140,637 608取引関係の維持、強化

中央三井トラスト・ホールディングス㈱ 1,716,832 602金融機関との関係の維持、強化

三井住友海上グループホールディングス㈱ 213,085 552金融機関との関係の維持、強化

東海旅客鉄道㈱ 756 538取引関係の維持、強化

三井造船㈱ 2,202,120 513取引関係の維持、強化

三井倉庫㈱ 1,411,796 494取引関係の維持、強化

大日本印刷㈱ 372,315 470取引関係の維持、強化

近畿日本鉄道㈱ 1,607,522 467取引関係の維持、強化

京浜急行電鉄㈱ 543,973 417取引関係の維持、強化

東日本旅客鉄道㈱ 51,400 334取引関係の維持、強化

東邦瓦斯㈱ 551,250 281取引関係の維持、強化

㈱大分銀行 806,715 277金融機関との関係の維持、強化

㈱横浜銀行 600,500 275金融機関との関係の維持、強化

極東証券㈱ 300,744 264金融機関との関係の維持、強化

西日本旅客鉄道㈱ 800 257取引関係の維持、強化

㈱髙島屋 320,928 246取引関係の維持、強化

㈱つうけん 1,000,000 229取引関係の維持、強化

㈱山武 100,000 218取引関係の維持、強化

㈱りそなホールディングス 160,817 190金融機関との関係の維持、強化

日本電設工業㈱ 237,000 173安定株主の維持

㈱三越伊勢丹ホールディングス 170,000 170取引関係の維持、強化

日本空港ビルデング㈱ 100,000 129取引関係の維持、強化

㈱ほくほくフィナンシャルグループ 587,000 120金融機関との関係の維持、強化

㈱百十四銀行 325,496 118金融機関との関係の維持、強化

東京テアトル㈱ 830,000 117取引関係の維持、強化

㈱日本製鋼所 100,000 107取引関係の維持、強化

㈱紀陽ホールディングス 742,189 92金融機関との関係の維持、強化

　

ハ.保有目的が純投資目的である投資株式

　該当事項はありません。
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④会計監査の状況

　　提出会社の会計監査業務を執行した公認会計士は、行正晴實、森　行一（以上、公認会計士法第34条の10

の５に定める指定有限責任社員）の２名であり、新日本有限責任監査法人に所属しております。継続監

査年数については両氏ともに７年以内であるため記載を省略しております。

　なお、会計監査業務に係る補助者は、公認会計士４名、会計士補等７名、その他５名であります。提出会

社は公認会計士による監査の実施において、内部統制部門による正しい経営情報の提供などにより、公

正普遍な立場から監査が実施される環境を整備しております。

　

⑤取締役および監査役の責任免除

　提出会社は、取締役および監査役が期待される役割を十分に発揮できることを目的として、以下の内

容を定款に定めております。

イ.会社法第426条第１項の規定により、任務を怠ったことによる取締役および監査役（取締役および監

査役であった者を含む。）の損害賠償責任を、法令の限度において、取締役会の決議によって免除する

ことができる旨を定款で定めております。

ロ.提出会社は、社外取締役および社外監査役との間において、会社法第427条第１項の規定に基づき、会

社法第423条第１項の賠償責任を限定する契約を締結しております。ただし、当該契約に基づく責任の

限度額は、１千万円以上であらかじめ定めた金額または法令が規定する額のいずれか高い額とする旨

を定款で定めております。

　

⑥取締役の選任の決議要件

　提出会社は、取締役の選任決議について、株主総会において議決権を行使することができる株主の議

決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の過半数の決議によって選任する旨を定款で

定めております。また、取締役選任の決議は、累積投票によらない旨を定款で定めております。

　

⑦取締役会で決議することができる株主総会決議事項

イ.自己株式の取得

　提出会社は、機動的な資本政策の遂行を可能とするため、会社法第165条第２項の規定により、取締役

会の決議によって自己の株式を取得することができる旨を定款で定めております。

ロ.中間配当

　提出会社は、株主への機動的な利益の還元を行うため、取締役会の決議により毎年９月30日を基準日

として中間配当をすることができる旨を定款に定めております。

　

⑧株主総会の特別決議要件

　提出会社は、会社法第309条第２項に定める決議は、議決権を行使することができる株主の議決権の３

分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもってこれを行う旨を定款で定めて

おります。これは、株主総会における特別決議の定足数を緩和することにより、株主総会の円滑な運営

を行うことを目的とするものであります。

　

EDINET提出書類

三機工業株式会社(E00107)

有価証券報告書

 36/108



(2) 【監査報酬の内容等】

① 【監査公認会計士等に対する報酬の内容】

　

区分

前連結会計年度 当連結会計年度

監査証明業務に基づ
く報酬(百万円)

非監査業務に基づく
報酬(百万円)

監査証明業務に基づ
く報酬(百万円)

非監査業務に基づく
報酬(百万円)

提出会社 61 0 61 ―

連結子会社 ― ― ― ―

計 61 0 61 ―

　

② 【その他重要な報酬の内容】

前連結会計年度及び当連結会計年度

該当事項はありません。

　

③ 【監査公認会計士等の提出会社に対する非監査業務の内容】

前連結会計年度

提出会社が会計監査人に対して報酬を支払った非監査業務の内容といたしましては、財務報告目的

の内部統制の整備・運用・評価等にかかる助言業務であります。

当連結会計年度

該当事項はありません。

　

④ 【監査報酬の決定方針】

監査日数等を勘案したうえで決定しております。
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第５ 【経理の状況】

１　連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について

(1) 当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和51年大蔵省令

第28号。以下「連結財務諸表規則」という。)に準拠して作成し、「建設業法施行規則」(昭和24年建設省

令第14号)に準じて記載しております。

なお、前連結会計年度（平成20年４月１日から平成21年３月31日まで）は、改正前の連結財務諸表規則

に基づき、当連結会計年度（平成21年４月１日から平成22年３月31日まで）は、改正後の連結財務諸表規

則に基づいて作成しております。

 

(2) 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59号。

以下「財務諸表等規則」という。)第２条の規定に基づき、同規則及び「建設業法施行規則」(昭和24年建

設省令第14号)により作成しております。

なお、前事業年度（平成20年４月１日から平成21年３月31日まで）は、改正前の財務諸表等規則及び建

設業法施行規則に基づき、当事業年度（平成21年４月１日から平成22年３月31日まで）は、改正後の財務

諸表等規則及び建設業法施行規則に基づいて作成しております。

 

２　監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前連結会計年度（平成20年４月１日から平

成21年３月31日まで）、及び当連結会計年度(平成21年４月１日から平成22年３月31日まで)の連結財務諸

表、並びに前事業年度（平成20年４月１日から平成21年３月31日まで）、及び当事業年度(平成21年４月１

日から平成22年３月31日まで)の財務諸表について、新日本有限責任監査法人により監査を受けておりま

す。

 

３　連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みについて

当社は、連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みを行っております。具体的には、会計基

準等の内容を適切に把握し、会計基準等の変更等について的確に対応できる体制を整備するため、公益財団

法人財務会計基準機構へ加入し、同機構が行うセミナーに参加しております。

また、新日本有限責任監査法人等が行う各種セミナーにも参加して適正性の確保に努めております。
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１【連結財務諸表等】
(1)【連結財務諸表】
①【連結貸借対照表】

(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成21年３月31日)

当連結会計年度
(平成22年３月31日)

資産の部

流動資産

現金預金 ※2
 37,285 24,825

受取手形・完成工事未収入金等 65,619 63,415

有価証券 － 7,999

未成工事支出金 14,091 ※4
 6,359

原材料及び貯蔵品 531 396

繰延税金資産 2,307 2,417

その他 3,825 4,189

貸倒引当金 △84 △69

流動資産合計 123,575 109,535

固定資産

有形固定資産

建物・構築物 46,811 46,860

減価償却累計額 △31,690 △32,747

建物・構築物（純額） 15,120 14,112

機械、運搬具及び工具器具備品 4,274 4,374

減価償却累計額 △3,409 △3,580

機械、運搬具及び工具器具備品（純
額）

864 793

土地 4,678 4,670

リース資産 6 211

減価償却累計額 △0 △6

リース資産（純額） 5 204

建設仮勘定 12 25

有形固定資産合計 20,682 19,807

無形固定資産

のれん 213 142

その他 390 342

無形固定資産合計 603 484

投資その他の資産

投資有価証券 ※1, ※2
 16,283

※1, ※2
 17,821

長期貸付金 758 614

前払年金費用 7,768 7,756

繰延税金資産 214 111

その他 8,274 ※2
 8,223

貸倒引当金 △1,495 △1,048

投資その他の資産合計 31,803 33,479

固定資産合計 53,089 53,771

資産合計 176,664 163,307
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成21年３月31日)

当連結会計年度
(平成22年３月31日)

負債の部

流動負債

支払手形・工事未払金等 56,132 45,159

短期借入金 ※2
 5,988

※2
 5,876

リース債務 1 11

未払法人税等 458 468

繰延税金負債 7 11

未成工事受入金 7,454 5,861

賞与引当金 2,630 2,248

役員賞与引当金 67 45

完成工事補償引当金 1,631 968

工事損失引当金 391 ※4
 376

その他 4,268 2,771

流動負債合計 79,031 63,800

固定負債

長期借入金 ※2
 577

※2
 199

リース債務 5 229

繰延税金負債 0 2,336

退職給付引当金 11,493 10,960

役員退職慰労引当金 467 506

その他 6,308 4,776

固定負債合計 18,852 19,007

負債合計 97,884 82,808

純資産の部

株主資本

資本金 8,105 8,105

資本剰余金 4,181 4,181

利益剰余金 66,699 66,761

自己株式 △2,355 △1,712

株主資本合計 76,630 77,336

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 2,150 3,155

為替換算調整勘定 △47 △38

評価・換算差額等合計 2,103 3,116

新株予約権 46 46

純資産合計 78,780 80,498

負債純資産合計 176,664 163,307
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②【連結損益計算書】
(単位：百万円)

前連結会計年度
(自　平成20年４月１日
　至　平成21年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成21年４月１日
　至　平成22年３月31日)

売上高

完成工事高 199,141 155,102

不動産事業等売上高 4,198 4,171

売上高合計 203,340 159,273

売上原価

完成工事原価 ※1
 179,446

※1, ※4
 137,181

不動産事業等売上原価 1,789 1,644

売上原価合計 181,235 138,826

売上総利益

完成工事総利益 19,695 17,920

不動産事業等総利益 2,409 2,526

売上総利益合計 22,104 20,447

販売費及び一般管理費

従業員給料手当 5,549 5,922

賞与引当金繰入額 1,022 948

役員賞与引当金繰入額 67 45

退職給付費用 505 877

役員退職慰労引当金繰入額 189 203

貸倒引当金繰入額 431 －

減価償却費 455 472

その他 ※1
 6,757

※1
 6,950

販売費及び一般管理費合計 14,978 15,419

営業利益 7,125 5,027

営業外収益

受取利息 154 88

受取配当金 479 344

持分法による投資利益 － 4

受取保険金 － 201

その他 197 241

営業外収益合計 831 880

営業外費用

支払利息 219 149

持分法による投資損失 607 －

その他 230 301

営業外費用合計 1,057 451

経常利益 6,900 5,456
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(自　平成20年４月１日
　至　平成21年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成21年４月１日
　至　平成22年３月31日)

特別利益

固定資産売却益 ※2
 370

※2
 68

投資有価証券売却益 － 74

移転補償金 99 －

特定工事損害保険金 371 －

特別利益合計 841 142

特別損失

固定資産除却損 ※3
 77

※3
 36

投資有価証券売却損 207 －

投資有価証券評価損 425 69

施設利用権評価損 13 25

貸倒引当金繰入額 49 148

特別補修費 286 －

合併に伴う登記費用 59 －

特別損失合計 1,118 279

税金等調整前当期純利益 6,622 5,318

法人税、住民税及び事業税 601 441

法人税等調整額 2,737 1,735

法人税等合計 3,338 2,177

当期純利益 3,283 3,141
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③【連結株主資本等変動計算書】
(単位：百万円)

前連結会計年度
(自　平成20年４月１日
　至　平成21年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成21年４月１日
　至　平成22年３月31日)

株主資本

資本金

前期末残高 8,105 8,105

当期末残高 8,105 8,105

資本剰余金

前期末残高 4,181 4,181

当期変動額

自己株式の処分 △0 －

自己株式の消却 － △0

当期変動額合計 △0 △0

当期末残高 4,181 4,181

利益剰余金

前期末残高 64,619 66,699

当期変動額

剰余金の配当 △1,108 △1,108

当期純利益 3,283 3,141

持分法の適用範囲の変動 △95 －

自己株式の消却 － △1,970

当期変動額合計 2,080 62

当期末残高 66,699 66,761

自己株式

前期末残高 △2,350 △2,355

当期変動額

自己株式の取得 △4 △1,327

自己株式の処分 0 －

自己株式の消却 － 1,970

当期変動額合計 △4 643

当期末残高 △2,355 △1,712

株主資本合計

前期末残高 74,554 76,630

当期変動額

剰余金の配当 △1,108 △1,108

当期純利益 3,283 3,141

自己株式の取得 △4 △1,327

自己株式の処分 0 －

持分法の適用範囲の変動 △95 －

当期変動額合計 2,075 705

当期末残高 76,630 77,336
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(自　平成20年４月１日
　至　平成21年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成21年４月１日
　至　平成22年３月31日)

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金

前期末残高 5,673 2,150

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△3,522 1,004

当期変動額合計 △3,522 1,004

当期末残高 2,150 3,155

為替換算調整勘定

前期末残高 9 △47

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△56 8

当期変動額合計 △56 8

当期末残高 △47 △38

評価・換算差額等合計

前期末残高 5,682 2,103

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△3,579 1,012

当期変動額合計 △3,579 1,012

当期末残高 2,103 3,116

新株予約権

前期末残高 39 46

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 7 △0

当期変動額合計 7 △0

当期末残高 46 46

純資産合計

前期末残高 80,276 78,780

当期変動額

剰余金の配当 △1,108 △1,108

当期純利益 3,283 3,141

自己株式の取得 △4 △1,327

自己株式の処分 0 －

持分法の適用範囲の変動 △95 －

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △3,571 1,012

当期変動額合計 △1,495 1,718

当期末残高 78,780 80,498
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④【連結キャッシュ・フロー計算書】
(単位：百万円)

前連結会計年度
(自　平成20年４月１日
　至　平成21年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成21年４月１日
　至　平成22年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前当期純利益 6,622 5,318

減価償却費 1,625 1,550

のれん償却額 71 71

貸倒引当金の増減額（△は減少） 396 △257

退職給付引当金の増減額（△は減少） △1,289 △521

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △8 38

工事損失引当金の増減額（△は減少） △2,628 △14

受取利息及び受取配当金 △634 △432

支払利息 219 149

持分法による投資損益（△は益） 607 △4

有形固定資産売却損益（△は益） △370 △68

投資有価証券売却損益（△は益） 204 △74

売上債権の増減額（△は増加） 37,461 2,546

未成工事支出金の増減額（△は増加） 4,785 7,731

仕入債務の増減額（△は減少） △26,843 △10,973

未成工事受入金の増減額（△は減少） △2,369 △1,592

その他の流動負債の増減額（△は減少） 351 △1,321

その他 1,969 △880

小計 20,169 1,263

利息及び配当金の受取額 633 426

利息の支払額 △216 △147

法人税等の支払額 △1,645 △651

法人税等の還付額 236 402

営業活動によるキャッシュ・フロー 19,177 1,294

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △903 △717

有形固定資産の売却による収入 413 76

投資有価証券の取得による支出 △491 △265

投資有価証券の売却による収入 2,599 182

貸付けによる支出 △76 △443

貸付金の回収による収入 140 243

その他 44 △741

投資活動によるキャッシュ・フロー 1,726 △1,664

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） △2,562 156

長期借入金の返済による支出 △702 △647

自己株式の取得による支出 △4 △1,327

リース債務の返済による支出 △0 △9

配当金の支払額 △1,108 △1,108

財務活動によるキャッシュ・フロー △4,377 △2,936

現金及び現金同等物に係る換算差額 △1 △10

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 16,524 △3,317

現金及び現金同等物の期首残高 19,617 36,142

現金及び現金同等物の期末残高 ※1
 36,142

※1
 32,825
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【連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項】

項目
前連結会計年度

(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

１　連結の範囲に関する事項 (1) 連結子会社の数 ６社

　連結子会社名は「第１企業の概況４　

関係会社の状況」に記載のとおりで

す。 

  なお、当社は、連結子会社である東和

興産株式会社を平成20年４月１日を

もって吸収合併しました。さらに、同日

付で当社の連結子会社である東京総合

設備株式会社は、関西総合設備株式会

社、中部総合設備株式会社、九州総合設

備株式会社、三機アイティサービス株

式会社を吸収合併し、同時に商号を三

機テクノサポート株式会社に変更しま

した。

(1) 連結子会社の数 ６社

　連結子会社名は「第１企業の概況４　

関係会社の状況」に記載のとおりで

す。

なお、当社は、連結子会社である三機

食品設備株式会社を平成22年４月１日

をもって吸収合併しました。さらに、同

日付で当社の連結子会社である三機テ

クノサポート株式会社は、当社の非連

結子会社である株式会社スズキ技術士

事務所を吸収合併しました。

　 (2) 非連結子会社の数 ７社

　非連結子会社名は次のとおりです。

苫小牧熱サービス㈱

親友サービス㈱

㈱スズキ技術士事務所

上海三机工程諮詢有限公司

三机建筑工程(上海)有限公司

AEROSTRIP Corporation
THAI SANKI ENGINEERING & 
CONSTRUCTION CO.,LTD.

(2) 非連結子会社の数 ７社

　非連結子会社名は次のとおりです。

同左

　 (3) 非連結子会社を連結の範囲から除

いた理由

　非連結子会社７社は、いずれも小規模

会社であり、合計の総資産、売上高、当

期純損益(持分に見合う額)及び利益剰

余金(持分に見合う額)等は、いずれも

連結財務諸表に重要な影響を及ぼして

いないため、連結の範囲から除外しま

した。

(3) 非連結子会社を連結の範囲から除

いた理由

同左

２　持分法の適用に関する事

項

(1) 持分法適用会社数

非連結子会社 　　　　　―

関連会社 ２社

  関連会社名は次のとおりです。
秋田エコプラッシュ㈱
奥羽クリーンテクノロジー㈱

なお、奥羽クリーンテクノロジー㈱
は当連結会計年度において重要性が増
したことから持分法を適用することに
しました。

(1) 持分法適用会社数

非連結子会社 　　　　　―　　

関連会社 ２社

  関連会社名は次のとおりです。
秋田エコプラッシュ㈱
奥羽クリーンテクノロジー㈱
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項目
前連結会計年度

(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

　 (2) 持分法非適用会社数

非連結子会社 ７社

関連会社 ３社

　非連結子会社名及び関連会社名は次
のとおりです。

苫小牧熱サービス㈱

親友サービス㈱

㈱スズキ技術士事務所

上海三机工程諮詢有限公司

三机建筑工程(上海)有限公司

AEROSTRIP Corporation
THAI SANKI ENGINEERING &
CONSTRUCTION CO.,LTD.
SHUN HING－SANKI JV LIMITED

PFI大久保テクノリソース㈱

㈱ＦＣＴ

(2) 持分法非適用会社数

非連結子会社 ７社

関連会社 ２社

　非連結子会社名及び関連会社名は次
のとおりです。

苫小牧熱サービス㈱

親友サービス㈱

㈱スズキ技術士事務所

上海三机工程諮詢有限公司

三机建筑工程(上海)有限公司

AEROSTRIP Corporation
THAI SANKI ENGINEERING &
CONSTRUCTION CO.,LTD.
SHUN HING－SANKI JV LIMITED

PFI大久保テクノリソース㈱

　

(3) 持分法非適用会社についてその適
用をしない理由

　持分法を適用していない非連結子会
社７社及び関連会社３社は、当期純損
益（持分に見合う額）及び利益剰余金
（持分に見合う額）等からみて、持分
法の対象から除いても連結財務諸表に
及ぼす影響が軽微であり、かつ、全体と
しても重要性がないため、持分法の適
用範囲から除外しました。

(3) 持分法非適用会社についてその適
用をしない理由

　持分法を適用していない非連結子会
社７社及び関連会社２社は、当期純損
益（持分に見合う額）及び利益剰余金
（持分に見合う額）等からみて、持分
法の対象から除いても連結財務諸表に
及ぼす影響が軽微であり、かつ、全体と
しても重要性がないため、持分法の適
用範囲から除外しました。

３　連結子会社の事業年度等
に関する事項

連結子会社の決算日が連結決算日
と異なる会社は次のとおりでありま
す。 

　 会社名 　   決算日 　
　 AQUACONSULT 　

 12月31日 　
　 Anlagenbau GmbH　
連結子会社の決算日現在の財務諸

表を使用しています。ただし、連結決算
日との間に生じた重要な取引について
は、連結上必要な調整を行っています。

同左

４　会計処理基準に関する事
項

　 　

(1) 重要な資産の評価基
準及び評価方法

有価証券
　満期保有目的の債券
　　償却原価法（定額法）
　その他有価証券
　　時価のあるもの
　　　連結決算日の市場価格等に基づく

時価法（評価差額は全部純資産
直入法により処理し、売却原価
は移動平均法により算定）

　　時価のないもの
　　　移動平均法による原価法

 

有価証券
　満期保有目的の債券

同左
　その他有価証券
　　時価のあるもの

同左
 

 
　　時価のないもの

同左

　 デリバティブ
　時価法
 

デリバティブ
同左

　 たな卸資産
　未成工事支出金
　　個別法による原価法

たな卸資産
　未成工事支出金

同左
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項目
前連結会計年度

(自　平成20年４月１日
  至　平成21年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成21年４月１日
  至　平成22年３月31日)

　 原材料及び貯蔵品 原材料及び貯蔵品

　

移動平均法による原価法（連結貸
借対照表価額は収益性の低下に基
づく簿価切下げの方法により算
定）

移動平均法による原価法（連結貸
借対照表価額は収益性の低下に基
づく簿価切下げの方法により算
定）

　

（会計方針の変更）
　従来、移動平均法による低価法によっ
ていましたが、当連結会計年度から
「棚卸資産の評価に関する会計基準」
（企業会計基準第９号　平成18年７月
５日公表分）が適用されたことに伴
い、移動平均法による原価法（連結貸
借対照表価額については収益性の低下
に基づく簿価切下げの方法）により算
定しています。
　この結果、従来の方法に比べ、営業利
益は17百万円減少しています。
　なお、セグメント情報に与える影響
は、（セグメント情報）に記載してい
ます。

　

　 　 　

(2) 重要な減価償却資産
の減価償却の方法

有形固定資産(リース資産を除く)
　当社及び国内連結子会社は、定率法を
採用し、在外連結子会社は定額法を採
用しています。
　なお、耐用年数及び残存価額について
は、主として法人税法に規定する方法
と同一の基準によっています。
 
無形固定資産（リース資産を除く）　
　定額法
　なお、自社利用のソフトウェアについ
ては、社内における利用可能期間（５
年）に基づく定額法を採用していま
す。
 
リース資産

──────
 

 
 

所有権移転外ファイナンス・リース取
引に係るリース資産
　リース期間を耐用年数とし、残存価額
を零とする定額法を採用しています。
　なお、所有権移転外ファイナンス・
リース取引のうち、リース取引開始日
が平成20年３月31日以前のリース取引
については、通常の賃貸借取引に係る
方法に準じた会計処理によっていま
す。

有形固定資産(リース資産を除く)
同左
 

 

 
 

無形固定資産（リース資産を除く）
同左
 

 

 
リース資産
所有権移転ファイナンス・リース取引
に係るリース資産
自己所有の固定資産に適用する減

価償却方法と同一の方法を採用してい
ます。

所有権移転外ファイナンス・リース取
引に係るリース資産

同左
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項目
前連結会計年度

(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

(3) 重要な引当金の計上
基準

 

貸倒引当金
　売上債権、貸付金等の貸倒れによる損
失に備えるため、一般債権については
貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特
定の債権については個別に回収可能性
を検討し、回収不能見込額を計上して
います。
　
賞与引当金
　従業員に支給する賞与に充てるため、
当連結会計年度の負担に属する支給見
込額を計上しています。
　
役員賞与引当金
　役員に支給する賞与に充てるため、当
連結会計年度の負担に属する支給見込
額を計上しています。
　
完成工事補償引当金
　完成工事に係る瑕疵担保の費用に備
えるため、当連結会計年度の完成工事
高に対する将来の見積補償額に基づい
て計上しています。
　 

貸倒引当金
同左
 

 

 
 

賞与引当金
同左
 

 
役員賞与引当金

同左
 

 
完成工事補償引当金

同左

　 工事損失引当金
　受注工事の損失に備えるため、手持受
注工事のうち、大幅な損失が発生する
と見込まれ、かつ、当該損失額を合理的
に見積もることが可能な工事につい
て、翌連結会計年度以降の損失見積額
を計上しています。
　 
退職給付引当金
従業員の退職給付に備えるため、当

連結会計年度末における退職給付債務
及び年金資産の見込額に基づき計上し
ています。
過去勤務債務は、その発生時の従業

員の平均残存勤務期間以内の一定の年
数(10年)による定額法により費用の減
額処理をしています。
数理計算上の差異は、各連結会計年

度の発生時における従業員の平均残存
勤務期間以内の一定の年数(10年)によ
る定額法により按分した額をそれぞれ
発生の翌連結会計年度から損益処理す
ることとしています。

 

 

 

 

 
役員退職慰労引当金
役員及び執行役員の退職慰労金の支

給に備えて、内規に基づく当連結会計
年度末要支給額を計上しています。

工事損失引当金
同左
 

 

 
 

退職給付引当金
従業員の退職給付に備えるため、当

連結会計年度末における退職給付債務
及び年金資産の見込額に基づき計上し
ています。
過去勤務債務は、その発生時の従業

員の平均残存勤務期間以内の一定の年
数(10年)による定額法により費用の減
額処理をしています。
数理計算上の差異は、各連結会計年

度の発生時における従業員の平均残存
勤務期間以内の一定の年数(10年)によ
る定額法により按分した額をそれぞれ
発生の翌連結会計年度から損益処理す
ることとしています。
（会計方針の変更）
当連結会計年度から「退職給付に係る
会計基準」の一部改正（その３）（企
業会計基準第19号　平成20年７月31
日）を適用しています。なお、同会計基
準の適用に伴う退職給付債務の変動は
ないため、営業利益、経常利益及び税金
等調整前当期純利益に与える影響はあ
りません。
 
役員退職慰労引当金

同左
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項目
前連結会計年度

(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

(4) 重要な収益及び費用
の計上基準
 

 

 
 

────── 完成工事高及び完成工事原価の計上基
準
当連結会計年度末までの進捗部分に
ついて成果の確実性が認められる工
事
工事進行基準（工事の進捗度の見
積りは原価比例法）

その他の工事
工事完成基準

（会計方針の変更）
　請負工事に係る収益の計上基準につ
いては、従来、長期大型工事（工期１年
以上、かつ請負金額10億円以上）につ
いては工事進行基準を、その他の工事
については工事完成基準を適用してい
ましたが、当連結会計年度から「工事
契約に関する会計基準」（企業会計基
準第15号　平成19年12月27日）及び
「工事契約に関する会計基準の適用指
針」（企業会計基準適用指針第18号　
平成19年12月27日）が適用されたこと
に伴い、当連結会計年度に着手した工
事契約から当連結会計年度末までの進
捗部分について成果の確実性が認めら
れる工事については工事進行基準（工
事の進捗度の見積りは原価比例法）
を、その他の工事については工事完成
基準を適用しています。
　なお、平成21年３月31日以前に着手し
た工事契約のうち、長期大型工事（工
期１年以上、かつ請負金額10億円以
上）については工事進行基準を、その
他の工事については工事完成基準を引
き続き適用しています。
　この結果、従来の方法に比べ、売上高
は8,348百万円増加し、営業利益、経常
利益及び税金等調整前当期純利益は、
それぞれ894百万円増加しています。
　なお、セグメント情報に与える影響
は、（セグメント情報）に記載してい
ます。
 

(5) 重要な外貨建の資産
又は負債の本邦通貨へ
の換算の基準

外貨建金銭債権債務は、連結決算日
の直物為替相場により円貨に換算し、
換算差額は損益として処理していま
す。
　なお、在外子会社の資産、負債、収益及
び費用は、決算日の直物為替相場によ
り円貨に換算し、換算差額は純資産の
部における為替換算調整勘定に含めて
います。
　

同左

(6) その他連結財務諸表
作成のための重要な事
項

長期請負工事の収益計上処理
　完成工事高の一部(工期１年以上、請
負金額10億円以上)について工事進行
基準を採用しています。

──────

 

完成工事高 23,636百万円
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項目
前連結会計年度

(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

　

消費税等の会計処理
　消費税及び地方消費税に相当する額
の会計処理は、税抜方式を採用してい
ます。

消費税等の会計処理
               同左

５　連結子会社の資産及び負
債の評価に関する事項

　連結子会社の資産及び負債の評価は、
全面時価評価法によっています。

同左

６　のれんの償却に関する事
項

AQUACONSULT Anlagenbau GmbHについ
ては５年間の定額法により償却を行っ
ています。

同左

 

７　連結キャッシュ・フロー
計算書における資金の範
囲

　連結キャッシュ・フロー計算書にお
ける資金(現金及び現金同等物)は、手
許現金、随時引き出し可能な預金及び
容易に換金可能であり、かつ、価値の変
動について僅少なリスクしか負わない
取得日から３か月以内に償還期限の到
来する短期投資からなっています。

同左

　

EDINET提出書類

三機工業株式会社(E00107)

有価証券報告書

 51/108



【会計処理の変更】

　

前連結会計年度
(自　平成20年４月１日
  至　平成21年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成21年４月１日
  至　平成22年３月31日)

（不動産事業にかかる収益計上区分等の変更）
　従来、営業外損益に計上していました投資不動産賃貸
料及び管理費用について、当社が平成20年４月１日付
で不動産事業子会社である東和興産株式会社を吸収合
併したことに伴い、同事業を集約したこと及び業績把
握の明瞭化をはかるため、当連結会計年度から売上高
及び売上原価に計上する方法に変更しました。
　この結果、従来の方法に比べ、売上高は324百万円、売
上総利益及び営業利益はそれぞれ237百万円増加して
います。
　なお、セグメント情報に与える影響は、（セグメント
情報）に記載しています。
　また、上記と同様の事由により、従来投資その他の資
産に計上していました投資不動産は有形固定資産の各
資産（下記）に表示を変更しています。
 

投資不動産から有形固定資産への振替内訳

　　

期首取得
価額

（百万円）

期首減価償
却累計額
（百万円）

期首帳簿
価額

（百万円）

　建物・構築物 991 642 348

　
機械、運搬具及
び工具器具備品

13 12 0

　土地 852 ― 852

　 合計 1,857 655 1,201

 

──────

（リース取引に関する会計基準）
　所有権移転外ファイナンス・リース取引については、
従来、賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっ
ていましたが、当連結会計年度から「リース取引に関
する会計基準」（企業会計基準第13号（平成５年６月
17日（企業会計審議会第一部会）、平成19年３月30日
改正））及び「リース取引に関する会計基準の適用指
針」（企業会計基準適用指針第16号（平成６年１月18
日（日本公認会計士協会　会計制度委員会）、平成19年
３月30日改正））を適用し、通常の売買取引に係る方
法に準じた会計処理によっています。
　なお、リース取引開始日が適用初年度開始前の所有権
移転外ファイナンス・リース取引については、引き続
き通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を適
用しています。
　これによる損益に与える影響はありません。

　

──────

（連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に
関する当面の取扱い）
　当連結会計年度から「連結財務諸表作成における在
外子会社の会計処理に関する当面の取扱い」（実務対
応報告第18号　平成18年５月17日）を適用し、連結決算
上必要な修正を行っています。
　なお、これによる損益に与える影響はありません。

──────
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【表示方法の変更】

　
前連結会計年度

(自　平成20年４月１日
  至　平成21年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成21年４月１日
  至　平成22年３月31日)

（連結貸借対照表関係） ──────

1.　財務諸表等規則等の一部を改正する内閣府令（平成
20年８月７日内閣府令第50号）が適用となることに
伴い、前連結会計年度において、「その他のたな卸資
産」として掲記されていたものは、当連結会計年度か
ら「原材料及び貯蔵品」に表示を変更しております。

　

2.　前連結会計年度に連結貸借対照表の投資その他の資
産の「その他」に含めて表示していました「前払年
金費用」は、資産の状況をより明瞭に表示するため、
当連結会計年度から区分掲記することとしました。な
お、前連結会計年度の投資その他の資産の「その他」
に含む「前払年金費用」は6,630百万円であります。

 

　

────── （連結損益計算書関係）

　 前連結会計年度に連結損益計算書の営業外収益の
「その他」に含めて表示していました「受取保険
金」は、営業外収益総額の100分の10を超えたため、当
連結会計年度より区分掲記しました。なお、前連結会
計年度の営業外収益の「その他」に含まれている
「受取保険金」は14百万円であります。
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【注記事項】

(連結貸借対照表関係)
　

前連結会計年度
(平成21年３月31日)

当連結会計年度
(平成22年３月31日)

※１　このうち、非連結子会社及び関連会社に対する金額 ※１　このうち、非連結子会社及び関連会社に対する金額

　　　　投資有価証券（株式）　　　 302百万円　　　　投資有価証券（株式） 300百万円

　　　　投資有価証券（出資金） 141 　　　　投資有価証券（出資金） 141

※２(イ)下記の資産は、長期借入金573百万円、短期借　　

入金646百万円(うち長期借入金からの振替分646

百万円)の担保に供しています。

※２(イ)下記の資産は、長期借入金196百万円、短期借　　

入金376百万円(うち長期借入金からの振替分376

百万円)の担保に供しています。

　　　　投資有価証券 2,942百万円　　　　投資有価証券 2,653百万円

(ロ)下記の資産は、関連会社等の借入金の担保に供

しています。

(ロ)下記の資産は、関連会社等の借入金の担保に供

しています。

　　　　投資有価証券 7百万円 　　　　投資有価証券 5百万円

(ハ)連結子会社の仕入債務履行保証金として、下記

の資産を担保に供しています。

(ハ)連結子会社の仕入債務履行保証金として、下記

の資産を担保に供しています。

　　　　現金預金（定期預金） 33百万円 　　　　投資その他の資産（定期預金） 33百万円

(ニ)非連結子会社への出資先に対し、当該出資額等

の損失保証として、下記の資産を担保に供してい

ます。

(ニ)非連結子会社への出資先に対し、当該出資額等

の損失保証として、下記の資産を担保に供してい

ます。

　　　　現金預金（定期預金） 10百万円 　　　　投資その他の資産（定期預金） 10百万円

３　偶発債務 　 ３　偶発債務 　

(イ)下記の借入金について債務保証を行っていま

す。

　　　　呼吸器・アレルギー
　　　　　センターＥＳＣＯ㈱

27百万円

　上記保証額は連帯保証分であるため、当社グループ

負担額を記載しています。

(イ)下記の借入金について債務保証を行っていま

す。

　　　　呼吸器・アレルギー
　　　　　センターＥＳＣＯ㈱

23百万円

　上記保証額は連帯保証分であるため、当社グループ

負担額を記載しています。

(ロ)下記の非連結子会社への出資先に対し、当該出

資額等について損失保証を行っています。

(ロ)下記の非連結子会社への出資先に対し、当該出

資額等について損失保証を行っています。

　　　　THAI SANKI ENGINEERING &
        CONSTRUCTION CO.,LTD.

25百万円
　　　　THAI SANKI ENGINEERING &
        CONSTRUCTION CO.,LTD.

26百万円

────── ※４　工事損失引当金に対応する未成工事支出金の金額

　
　

損失の発生が見込まれる工事契約に係る未成工事

支出金と工事損失引当金は、相殺せずに両建てで表

示しています。損失の発生が見込まれる工事契約に

係る未成工事支出金のうち、工事損失引当金に対応

する額は176百万円であります。

　
(連結損益計算書関係)

　
前連結会計年度

(自　平成20年４月１日
  至　平成21年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成21年４月１日
  至　平成22年３月31日)

※１　研究開発費 ※１　研究開発費

一般管理費及び売上原価に含まれる研究開発費

は、1,216百万円であります。

一般管理費及び売上原価に含まれる研究開発費

は、1,273百万円であります。

※２　固定資産売却益の内訳は次のとおりであります。 ※２　固定資産売却益の内訳は次のとおりであります。

　　　　土地等 370百万円　　　　土地 68百万円

※３　固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。 ※３　固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。

　　　　建物 22百万円 　　　　建物 13百万円

　　　　機械装置 44 　　　　機械装置 17
　　　　その他 9 　　　　その他 6

────── ※４　売上原価のうち工事損失引当金繰入額

　 　 228百万円
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(連結株主資本等変動計算書関係)

前連結会計年度(自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日)

１　発行済株式の種類及び総数に関する事項

株式の種類
前連結会計年度末
株式数（株）

当連結会計年度増加
株式数（株）

当連結会計年度減少
株式数（株）

当連結会計年度末
株式数（株）

普通株式 77,461,156 ― ― 77,461,156

　
２　自己株式の種類及び株式数に関する事項

株式の種類
前連結会計年度末
株式数（株）

当連結会計年度増加
株式数（株）

当連結会計年度減少
株式数（株）

当連結会計年度末
株式数（株）

普通株式 3,579,557 6,490 400 3,585,647

（注）増加数6,490株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。 また、減少数400株は、単元未満株主からの売渡

請求に応じたことによる減少であります。

　
３　新株予約権等に関する事項

区分 内訳
当連結会計年度末残高

(百万円)

提出会社（親会社） ストック・オプションとしての新株予約権 46

合計 ― 46

　
４　配当に関する事項

(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり配当額
(円)

基準日 効力発生日

平成20年６月26日
定時株主総会

普通株式 554 7.50平成20年３月31日 平成20年６月27日

平成20年11月13日
取締役会

普通株式 554 7.50平成20年９月30日 平成20年12月10日

　
(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

配当の原資
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成21年６月25日
定時株主総会

普通株式 554利益剰余金 7.50平成21年３月31日 平成21年６月26日
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当連結会計年度(自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日)

１　発行済株式の種類及び総数に関する事項

株式の種類
前連結会計年度末
株式数（株）

当連結会計年度増加
株式数（株）

当連結会計年度減少
株式数（株）

当連結会計年度末
株式数（株）

普通株式 77,461,156 ― 3,000,000 74,461,156

（注）減少数3,000,000株は、自己株式の消却による減少であります。

　
２　自己株式の種類及び株式数に関する事項

株式の種類
前連結会計年度末
株式数（株）

当連結会計年度増加
株式数（株）

当連結会計年度減少
株式数（株）

当連結会計年度末
株式数（株）

普通株式 3,585,647 2,004,509 3,000,000 2,590,156

（注）増加数2,004,509株は、自己株式の取得による増加2,000,000株及び単元未満株式の買取りによる増加4,509株

であります。 また、減少数3,000,000株は、自己株式の消却による減少であります。

　
３　新株予約権等に関する事項

区分 内訳
当連結会計年度末残高

(百万円)

提出会社（親会社） ストック・オプションとしての新株予約権 46

合計 ― 46

　

４　配当に関する事項

(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり配当額
(円)

基準日 効力発生日

平成21年６月25日
定時株主総会

普通株式 554 7.50平成21年３月31日 平成21年６月26日

平成21年11月12日
取締役会

普通株式 554 7.50平成21年９月30日 平成21年12月10日

　
(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

配当の原資
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成22年６月25日
定時株主総会

普通株式 539利益剰余金 7.50平成22年３月31日 平成22年６月28日

　

(連結キャッシュ・フロー計算書関係)
　

前連結会計年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

※１　現金及び現金同等物の連結会計年度末残高と連結

貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

   

現金預金勘定 37,285百万円

預入期間が３か月を超える定期預金 △1,143　

現金及び現金同等物 36,142　

※１　現金及び現金同等物の連結会計年度末残高と連結

貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

  

現金預金勘定 24,825百万円

取得日から３か月以内に償還期限の
到来する短期投資（有価証券）

7,999　

現金及び現金同等物 32,825　
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(リース取引関係)

　
前連結会計年度

(自　平成20年４月１日
　至　平成21年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成21年４月１日
　至　平成22年３月31日)

リース取引開始日が平成20年３月31日以前の所有権

移転外ファイナンス・リース取引について、通常の賃

貸借取引に係る方法に準じて会計処理を行っていま

す。

リース取引開始日が平成20年３月31日以前の所有権

移転外ファイナンス・リース取引について、通常の賃

貸借取引に係る方法に準じて会計処理を行っていま

す。

①　リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額

　
取得価額
相当額
(百万円)

減価償却
累計額
相当額
(百万円)

期末残高
相当額
(百万円)

機械、運搬具及
び工具器具備品

1,116 709 406

①　リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額

　
取得価額
相当額
(百万円)

減価償却
累計額
相当額
(百万円)

期末残高
相当額
(百万円)

機械、運搬具及
び工具器具備品

625 389 236

②　未経過リース料期末残高相当額

　 １年内 181百万円　

　 １年超 245 　

　 合計 427 　

②　未経過リース料期末残高相当額

　 １年内 104百万円　

　 １年超 141 　

　 合計 245 　

③　支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当

額

③　支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当

額

　　　支払リース料 269百万円 　　　支払リース料 192百万円

　　　減価償却費相当額 236 　　　減価償却費相当額 170

　　　支払利息相当額 23 　　　支払利息相当額 10

④　減価償却費相当額の算定方法 ④　減価償却費相当額の算定方法

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。

同左

⑤　利息相当額の算定方法 ⑤　利息相当額の算定方法

　リース料総額とリース物件の取得価額相当額との

差額を利息相当額とし、各期への配分方法について

は、利息法によっております。

同左

（減損損失について） （減損損失について）

　リース資産に配分された減損損失はないため、項目

等の記載は省略しています。

同左
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(金融商品関係)

当連結会計年度(自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日)
　
１　金融商品の状況に関する事項

(1) 金融商品に対する取組方針

当社グループは、資金運用については元本の保証された、格付機関による格付が高い商品に限定
して行っています。また、資金調達については銀行や生命保険会社による借入による方針でありま
す。デリバティブは、外貨建債権・債務にかかる将来の為替レートの変動リスク、借入金の金利変
動リスクを回避するために利用し、投機的な取引は行いません。

(2) 金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制

営業債権である受取手形・完成工事未収入金等は、顧客の信用リスクに晒されています。当該リ
スクに関しては、取引先ごとの期日管理及び残高管理を行うとともに、主な取引先の信用状況を定
期的に把握する体制としています。
投資有価証券は、主に満期保有目的の債券及び業務上の関係を有する企業の株式であり、市場価

額の変動リスクに晒されています。なお、これらについては定期的に時価を把握しています。
営業債務である支払手形・工事未払金等は、そのほとんどが１年以内の支払期日であります。
デリバティブ取引については、外貨建債権・債務にかかる将来の為替レートの変動リスク、借入

金の金利変動リスクを回避する目的で利用することはありますが、すべて実需に基づいており、デ
リバティブ自体による売買はありません。なお、利用にあたっては経理部門において取引権限を定
めたうえで、信用リスクを軽減するために、格付の高い金融機関とのみ取引を行っています。
また、営業債務や借入金は、流動性リスクに晒されていますが、当社グループでは、グループ各社

が月次に資金計画を作成するなどの方法により管理しています。

(3) 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

「デリバティブ取引関係」注記におけるデリバティブ取引に関する契約額等については、その
金額自体がデリバティブ取引に係る市場リスクを示すものではありません。

　

２　金融商品の時価等に関する事項

平成22年３月31日（当連結会計年度の連結決算日）における連結貸借対照表計上額、時価及びこれ
らの差額については、次のとおりであります。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるも
のは、次表には含まれていません（（注２）参照）。

（単位：百万円）

　 　 連結貸借対照表計上額
時価（※） 差額

　 　 （※）

(1)現金預金 24,825 24,825 ―

(2)受取手形・完成工事未収入金等 63,415 63,415 ―

(3)有価証券及び投資有価証券 　 　 　

　 満期保有目的の債券 9,294 9,288 △5

　 その他有価証券 13,926 13,926 ―

資産計 111,461 111,455 △5

支払手形・工事未払金等 (45,159) (45,159) ―

負債計 (45,159) (45,159) ―

デリバティブ取引 ― △0 △0

（※）負債に計上されているものについては、( )で示しています。
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（注１）金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項

資産

(1)現金預金

預金はすべて短期であり、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっていま

す。

(2)受取手形・完成工事未収入金等

これらの時価は、一定の期間ごとに区分した債権ごとに債権額を満期までの期間及び信用リスク

を加味した利率により割り引いた現在価値によっていますが、当連結会計年度末の時価は帳簿価

額にほぼ等しいと判断いたしました。

(3)有価証券及び投資有価証券

これらの時価について、株式は取引所の価格によっており、債券は取引所の価格又は取引金融機

関から提示された時価によっています。また、保有目的ごとの有価証券に関する注記事項につい

ては、「有価証券関係」に記載しています。

負債

支払手形・工事未払金等

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっ

ています。

デリバティブ取引

「デリバティブ取引関係」に記載しています。

　

（注２）時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

（単位：百万円）

区分 連結貸借対照表計上額

非上場株式等 ※ 2,600

※上記については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、「資産(3)

有価証券及び投資有価証券」には含めていません。

　

（注３）金銭債権及び満期がある有価証券の連結決算日後の償還予定額

（単位：百万円）

　 １年以内 １年超５年以内 ５年超10年以内 10年超

現金預金 24,817 ― ― ―

受取手形・完成工事未収入金等 63,415 ― ― ―

有価証券及び投資有価証券 　 　 　 　

満期保有目的の債券（社債） 7,999 ― 1,200 94

合計 96,232 ― 1,200 94

　
　

(追加情報)
当連結会計年度から「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準第10号　平成20年３月10日）及び

「金融商品の時価等の開示に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第19号　平成20年３月10日）を
適用しています。
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(有価証券関係)

(前連結会計年度)

１　売買目的有価証券(平成21年３月31日)

該当事項はありません。

　

２　満期保有目的の債券で時価のあるもの(平成21年３月31日)

　

種類
連結貸借対照表計上額

(百万円)
時価
(百万円)

差額
(百万円)

１　時価が連結貸借対照表計
上額を超えるもの

　 　 　

　　　国債・地方債等 ― ― ―

　　　社債 ― ― ―

　　　その他 ― ― ―

小計 ― ― ―

２　時価が連結貸借対照表計
上額を超えないもの

　 　 　

　　　国債・地方債等 ― ― ―

　　　社債 1,200 1,146 △53

　　　その他 ― ― ―

小計 1,200 1,146 △53

合計 1,200 1,146 △53

　

３　その他有価証券で時価のあるもの(平成21年３月31日)

　

種類
取得原価
(百万円)

連結貸借対照表計上額
(百万円)

差額
(百万円)

１　連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えるもの

　 　 　

　　　株式 6,917 10,629 3,712

　　　債券 　 　 　

　　　　国債・地方債等 ― ― ―

　　　　社債 ― ― ―

　　　　その他 ― ― ―

　　　その他 ― ― ―

小計 6,917 10,629 3,712

２　連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えないもの

　 　 　

　　　株式 2,072 1,824 △247

　　　債券 　 　 　

　　　　国債・地方債等 ― ― ―

　　　　社債 ― ― ―

　　　　その他 ― ― ―

　　　その他 ― ― ―

小計 2,072 1,824 △247

合計 8,989 12,454 3,464

(注)　当連結会計年度において、その他有価証券で時価のあるものについて425百万円減損処理を行っています。

なお減損にあたっては、個々の銘柄の時価が取得原価に対して30％以上下落した場合には「著しく下落し

た」ものとし、回復可能性を検討したうえで行っています。
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４　当連結会計年度中に売却したその他有価証券(自平成20年４月１日　至平成21年３月31日)

　

売却額(百万円) 売却益の合計額(百万円) 売却損の合計額(百万円)

1,867 3 207

　

５　時価評価されていない主な有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額(平成21年３月31日)

その他有価証券

非上場株式 2,628百万円
　　

(注)　当連結会計年度において、その他有価証券で時価のない株式について0百万円減損処理を行っています。

　

６　その他有価証券のうち満期のあるもの及び満期保有目的の債券の今後の償還予定額(平成21年３月
31日)

　

　
１年以内
(百万円)

１年超５年以内
(百万円)

５年超10年以内
(百万円)

10年超
(百万円)

債券 　 　 　 　

　社債 ― ― 200 1,000

合計 ― ― 200 1,000

　

(当連結会計年度)

１　売買目的有価証券(平成22年３月31日)

該当事項はありません。

　

２　満期保有目的の債券(平成22年３月31日)

　

種類
連結貸借対照表計上額

(百万円)
時価
(百万円)

差額
(百万円)

１　時価が連結貸借対照表計
上額を超えるもの

　 　 　

　　　国債・地方債等 ― ― ―

　　　社債 294 304 9

　　　その他 ― ― ―

小計 294 304 9

２　時価が連結貸借対照表計
上額を超えないもの

　 　 　

　　　国債・地方債等 ― ― ―

　　　社債 8,999 8,983 △15

　　　その他 ― ― ―

小計 8,999 8,983 △15

合計 9,294 9,288 △5
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３　その他有価証券(平成22年３月31日)
　

種類
連結貸借対照表計上額

(百万円)
取得原価
(百万円)

差額
(百万円)

１　連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えるもの

　 　 　

　　　株式 11,993 6,782 5,211

　　　債券 　 　 　

　　　　国債・地方債等 ― ― ―

　　　　社債 ― ― ―

　　　　その他 ― ― ―

　　　その他 ― ― ―

小計 11,993 6,782 5,211

２　連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えないもの

　 　 　

　　　株式 1,932 2,078 △145

　　　債券 　 　 　

　　　　国債・地方債等 ― ― ―

　　　　社債 ― ― ―

　　　　その他 ― ― ―

　　　その他 ― ― ―

小計 1,932 2,078 △145

合計 13,926 8,860 5,066

　

４　当連結会計年度中に売却したその他有価証券(自平成21年４月１日　至平成22年３月31日)

　

種類 売却額(百万円) 売却益の合計額(百万円)売却損の合計額(百万円)

１　株式 182 74 ―

２　債券 　 　 　

　　　　国債・地方債等 ― ― ―

　　　　社債 ― ― ―

　　　　その他 ― ― ―

３　その他 ― ― ―

合計 182 74 ―

　

５　減損処理を行った有価証券（自平成21年４月１日　至平成22年３月31日）

当連結会計年度において、その他有価証券で69百万円減損処理を行っています。

なお減損にあたって、その他有価証券で時価のあるものについては、個々の銘柄の時価が取得原価

に対して30％以上下落した場合には「著しく下落した」ものとし、回復可能性を検討したうえで

行っています。また、その他有価証券で時価のないものについては、当連結会計年度末までに入手し

得る直近の財務諸表に基づき、１株当たりの純資産額が取得原価に比べて50％以上下落した場合に

は「著しく下落した」ものとし、回復可能性を検討したうえで行っています。
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(デリバティブ取引関係)

前連結会計年度(自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日)

１　取引の状況に関する事項

（１）取引の内容・取引の利用目的
提出会社は、一部の建設資材の輸入及び機器の販売に際し、円貨額を確定するため為替予約取引を、

借入金の金利の受払条件を変換するために金利スワップ取引を利用しております。なお、金利スワッ
プ取引については、特例処理を採用しております。従って、その判定を以ってヘッジの有効性の判定に
代えております。

（２）取引に対する取組方針
提出会社は、外貨建債権・債務にかかる将来の為替レートの変動リスク、借入金の金利変動リスク

を回避する目的でデリバティブ取引を利用することはありますが、投機的目的のデリバティブ取引は
おこなわないこととしております。

（３）取引に係るリスクの内容
提出会社が利用しております為替予約取引は、為替相場の変動という市場リスクを有しておりま

す。また、金利スワップ取引は、市場金利の変動によるリスクを有しております。なお、為替予約取引及
び金利スワップ取引の契約先は信用度の高い国内の金融機関であり、契約不履行によるリスクはない
と判断しております。

（４）取引に係るリスク管理体制
提出会社のデリバティブ取引はすべて実需にもとづいており、取引の実行および管理は、資材調達

を決定する部門等の依頼にもとづき経理本部がおこなっております。なお、デリバティブ自体による
売買はないため、デリバティブ取引に関する管理規程は特に設けておりません。

（５）その他
連結子会社においては、デリバティブ取引はおこなっておりません。

　

２　取引の時価等に関する事項

（１）通貨関連

該当事項はありません。

（２）金利関連

金利スワップ取引を行っておりますが、特例処理を適用しておりますので、注記の対象から除いて
おります。

　

当連結会計年度(自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日)

１　ヘッジ会計が適用されていないデリバティブ取引

該当事項はありません。
　

２　ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引

（１）通貨関連

該当事項はありません。

（２）金利関連

ヘッジ会計の方法 取引の種類 主なヘッジ対象
契約額等 うち１年超 時価

（百万円） （百万円） （百万円）

金利スワップの特例処理
金利スワップ取引

長期借入金 55 55 △0
支払固定・受取変動

（注）時価の算定方法　取引先金融機関から提示された価格等に基づいて算定しております。

　

EDINET提出書類

三機工業株式会社(E00107)

有価証券報告書

 63/108



(退職給付関係)

　
前連結会計年度

(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

１　採用している退職給付制度の概要

　提出会社及び連結子会社（在外連結子会社を含む。）

は、確定給付型の制度として、退職一時金制度を設けて

おり、この他に提出会社は確定給付企業年金制度及び

適格退職年金制度を併用しております。なお、提出会社

は退職給付信託を設定しております。提出会社及び連

結子会社は、従業員の退職に際して割増退職金を支払

う場合があります。

 

１　採用している退職給付制度の概要

同左

 

２　退職給付債務に関する事項(平成21年３月31日)

①退職給付債務 △31,604百万円

②年金資産 14,119

③退職給付信託資産 6,693

④未積立退職給付債務
（①＋②＋③）

△10,792

⑤未認識数理計算上の差異 8,310

⑥未認識過去勤務債務 △1,243

⑦連結貸借対照表計上額純額
（④＋⑤＋⑥）

△3,724

⑧前払年金費用 7,768

⑨退職給付引当金（⑦－⑧） △11,493
　

(注)連結子会社は、退職給付債務の算定にあた

り、簡便法を採用しております。

 

２　退職給付債務に関する事項(平成22年３月31日)

①退職給付債務 △30,840百万円

②年金資産 16,187

③退職給付信託資産 8,359

④未積立退職給付債務
（①＋②＋③）

△6,293

⑤未認識数理計算上の差異 4,131

⑥未認識過去勤務債務 △1,040

⑦連結貸借対照表計上額純額
（④＋⑤＋⑥）

△3,203

⑧前払年金費用 7,756

⑨退職給付引当金（⑦－⑧） △10,960
　

(注)連結子会社は、退職給付債務の算定にあた

り、簡便法を採用しております。

 

３　退職給付費用に関する事項

①勤務費用(注)２ 1,071百万円

②利息費用 794

③期待運用収益 △620

④数理計算上の差異の費用処理額　　
　　　　　　　　

227

⑤過去勤務債務の費用処理額 △202

⑥退職給付費用
　（①＋②＋③＋④＋⑤）

1,269
　

(注)１上記退職給付費用以外に、割増退職金等　　　

18百万円を支払っており、販売費及び一般

管理費として計上しております。

２ 簡便法を採用しております連結子会社の退

職給付費用は、①勤務費用に計上しており

ます。

 

３　退職給付費用に関する事項

①勤務費用(注)２ 1,030百万円

②利息費用 783

③期待運用収益 △504

④数理計算上の差異の費用処理額　　
　　　　　　　　

935

⑤過去勤務債務の費用処理額 △202

⑥退職給付費用
　（①＋②＋③＋④＋⑤）

2,043
　

(注)１上記退職給付費用以外に、割増退職金等

27百万円を支払っており、売上原価、販売費

及び一般管理費として計上しております。

２ 簡便法を採用しております連結子会社の退

職給付費用は、①勤務費用に計上しており

ます。

 
４　退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

①退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準

②割引率 2.5％

③期待運用収益率 2.5％

④過去勤務債務の額の処理年数 10年

(発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の
年数による定額法により費用の減額処理をしており
ます。)

⑤数理計算上の差異の処理年数 10年

(各連結会計年度の発生時における従業員の平均残
存勤務期間以内の一定の年数による定額法により
按分した額を、それぞれ発生の翌連結会計年度から
損益処理することとしております。)

４　退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

①退職給付見込額の期間配分方法 同左

②割引率 同左

③期待運用収益率 同左

④過去勤務債務の額の処理年数 同左

 
 

⑤数理計算上の差異の処理年数 同左
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(ストック・オプション等関係)

前連結会計年度（自 平成20年４月１日　　至 平成21年３月31日）

1.ストック・オプションにかかる当連結会計年度における費用計上額及び科目名

　　　　　販売費及び一般管理費　　　　7百万円　

　
2.ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況

　  (1)ストック・オプションの内容　

　 平成18年ストック・オプション

付与対象者の区分及び人数

当社取締役 ９名 （社外取締役を除く。）

当社監査役 ２名 （社外監査役を除く。）

当社執行役員 19名　

当社従業員 795名　

株式の種類別のストック・オプションの
普通株式 825,000株

付与数（注）

付与日 平成18年７月25日 　

権利確定条件

付与日（平成18年７月25日）以降、権利確定日（平成20年

７月25日）まで継続して勤務していること。ただし、任期

満了による退任または停年による退職等を除く。

対象勤務期間 自　平成18年７月26日 至　平成20年７月25日

権利行使期間 自　平成20年７月26日 至　平成23年７月25日

 （注）株式数に換算して記載しております。
　

　  (2)ストック・オプションの規模及びその変動状況　

　当連結会計年度（平成21年３月期）において存在したストック・オプションを対象とし、ストック・

オプションの数については、株式数に換算して記載しております。

　　①ストック・オプションの数　　　

 権利確定前（株） 　

　 前連結会計年度末 800,000

　 付与 ―

　 失効 1,000

　 権利確定 799,000

　 未確定残 ―

 権利確定後（株） 　

　 前連結会計年度末 ―

　 権利確定 799,000

　 権利行使 ―

　 失効 9,000

　 未行使残 790,000

　　②単価情報

 権利行使価格 （円） 870

 行使時平均株価 （円） ―

 付与日における公正な評価単価 （円） 58.70
　

3.ストック・オプションの権利確定数の見積方法

　基本的には、将来の失効数の合理的な見積りは困難であるため、実績の失効数のみ反映させる方法を

採用しています。
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当連結会計年度（自 平成21年４月１日　　至 平成22年３月31日）

1.ストック・オプションにかかる当連結会計年度における費用計上額及び科目名

　　　　　該当事項はありません。

　
2.ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況

　  (1)ストック・オプションの内容　

　 平成18年ストック・オプション

付与対象者の区分及び人数

当社取締役 ９名 （社外取締役を除く。）

当社監査役 ２名 （社外監査役を除く。）

当社執行役員 19名　

当社従業員 795名　

株式の種類別のストック・オプションの
普通株式 825,000株

付与数（注）

付与日 平成18年７月25日 　

権利確定条件

付与日（平成18年７月25日）以降、権利確定日（平成20年

７月25日）まで継続して勤務していること。ただし、任期

満了による退任または停年による退職等を除く。

対象勤務期間 自　平成18年７月26日 至　平成20年７月25日

権利行使期間 自　平成20年７月26日 至　平成23年７月25日

 （注）株式数に換算して記載しております。
　

　  (2)ストック・オプションの規模及びその変動状況　

　当連結会計年度（平成22年３月期）において存在したストック・オプションを対象とし、ストック・

オプションの数については、株式数に換算して記載しております。

　　①ストック・オプションの数　　　

 権利確定前（株） 　

　 前連結会計年度末 ―

　 付与 ―

　 失効 ―

　 権利確定 ―

　 未確定残 ―

 権利確定後（株） 　

　 前連結会計年度末 790,000

　 権利確定 ―

　 権利行使 ―

　 失効 5,000

　 未行使残 785,000

　　②単価情報

 権利行使価格 （円） 870

 行使時平均株価 （円） ―

 付与日における公正な評価単価 （円） 58.70
　

3.ストック・オプションの権利確定数の見積方法

　基本的には、将来の失効数の合理的な見積りは困難であるため、実績の失効数のみ反映させる方法を

採用しています。
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(税効果会計関係)

前連結会計年度末
(平成21年３月31日)

当連結会計年度末
(平成22年３月31日)

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別
の内訳

繰延税金資産 　 百万円

貸倒引当金 519　
賞与引当金 1,072　
完成工事補償引当金 600　
工事損失引当金 159　
退職給付引当金 7,333　
役員退職慰労引当金 211　
投資有価証券評価損 424　
施設利用権評価損 186　
工事進行基準売上総損失 101　
繰越欠損金 1,705　
その他 834　
繰延税金資産小計 13,149　
評価性引当額 △1,541　
繰延税金資産合計 11,608　

繰延税金負債 　 　
退職給付信託設定益 △5,001　
固定資産圧縮積立金 △1,117　
投資有価証券評価益 △1,640　
その他有価証券評価差額金 △1,314　
その他 △20　
繰延税金負債合計 △9,094　
繰延税金資産の純額 2,513　

 
２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担
率との差異の原因となった主な項目別の内訳

法定実効税率 40.7％

（調整） 　 　
交際費等永久に損金に算入されない項目 2.4　
受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △2.2　
住民税均等割等 1.6　
のれん償却額 0.4　
評価性引当額 6.7　
その他 0.8　
税効果会計適用後の法人税等の負担率 50.4　

　

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別
の内訳

繰延税金資産 　 百万円

貸倒引当金 497　
賞与引当金 916　
完成工事補償引当金 276　
工事損失引当金 153　
退職給付引当金 7,170　
役員退職慰労引当金 219　
投資有価証券評価損 367　
施設利用権評価損 249　
繰越欠損金 429　
その他 931　
繰延税金資産小計 11,211　
評価性引当額 △1,377　
繰延税金資産合計 9,833　

繰延税金負債 　 　
退職給付信託設定益 △5,001　
固定資産圧縮積立金 △1,087　
投資有価証券評価益 △1,640　
その他有価証券評価差額金 △1,911　
その他 △12　
繰延税金負債合計 △9,652　
繰延税金資産の純額 181　

　
 

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担
率との差異の原因となった主な項目別の内訳

法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負

担率との間の差異が法定実効税率の100分の５以下で

あるため、注記を省略しています。
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(企業結合等関係)

　
前連結会計年度 当連結会計年度

(自　平成20年４月１日 (自　平成21年４月１日
至　平成21年３月31日） 至　平成22年３月31日）

（共通支配下の取引等） ──────
１　結合当事企業又は対象となった事業の名称及びその

事業の内容、企業結合の法的形式、結合後企業の名称
並びに取引の目的を含む取引の概要

　

(1) 当社と東和興産株式会社との合併 　
　当社は、平成20年２月18日開催の取締役会において
承認された合併契約に基づき、平成20年４月１日付
で当社全額出資の子会社である東和興産株式会社を
吸収合併いたしました。

　

　合併の概要は次のとおりであります。 　
① 結合当事企業又は対象となった事業の名称及び
その事業の内容

　

東和興産株式会社（所有物件の賃貸管理業） 　
② 企業結合の法的形式 　

当社を存続会社とする吸収合併方式で、東和興
産株式会社は解散いたしました。

　

③ 結合後企業の名称 　
三機工業株式会社 　

④ 取引の目的を含む取引の概要 　
保有不動産の賃貸業を主たる事業とする当社
全額出資の子会社である東和興産株式会社を
合併し、当社に取り込むことで組織を簡素化し
合理化を図るとともに、連単財務諸表の業績開
示を明瞭にするため。

　

(2) 連結子会社間の合併 　

　当社の連結子会社である東京総合設備株式会社は、
平成20年４月１日付で関西総合設備株式会社、中部
総合設備株式会社、九州総合設備株式会社、三機アイ
ティサービス株式会社を吸収合併いたしました。

　

　合併の概要は次のとおりであります。 　
① 結合当事企業又は対象となった事業の名称及び
その事業の内容

　

東京総合設備株式会社（建設設備の施工） 　
関西総合設備株式会社（建設設備の施工） 　
中部総合設備株式会社（建設設備の施工） 　
九州総合設備株式会社（建設設備の施工） 　
三機アイティサービス株式会社（情報通信シ
ステムに関する技術サービス） 　

② 企業結合の法的形式 　
東京総合設備株式会社を吸収合併承継会社、そ
の他の会社を吸収合併消滅会社とする吸収合
併 　

③ 結合後企業の名称 　
三機テクノサポート株式会社（平成20年４月
１日付で東京総合設備株式会社より商号変
更） 　

④ 取引の目的を含む取引の概要 　
当社グループの建設設備事業において親会社
と子会社の役割分担を明確にし、新築工事から
リニューアル工事まで一貫したサービス体制
で顧客満足度を向上させるため、建設設備子会
社を統合してメンテナンス事業を強化いたし
ます。 　

２　実施した会計処理の概要 　
　本合併は、「企業結合に係る会計基準」（企業会計
審議会 平成15年10月31日）及び「企業結合会計基
準及び事業分離等会計基準に関する適用指針」（企
業会計基準適用指針第10号 平成19年11月15日公表
分）に基づき、共通支配下の取引として会計処理を
行っております。 　
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(賃貸等不動産関係)

当連結会計年度（自 平成21年４月１日　　至 平成22年３月31日）
　

当社は神奈川県その他の地域において、賃貸用の研究施設、賃貸商業施設及び賃貸住宅を有していま

す。平成22年３月期における当該賃貸等不動産に関する賃貸損益は2,526百万円（賃貸収益は不動産事業

等売上高、賃貸費用は不動産事業等売上原価に計上）であります。

また、当該賃貸等不動産の連結貸借対照表計上額、当期増減額及び時価は次のとおりであります。

（単位：百万円）

連結貸借対照表計上額
当連結会計年度末の時価

前連結会計年度末残高 当連結会計年度増減額 当連結会計年度末残高

13,240 △826 12,413 27,517

（注）１ 連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額を控除した金額であります。

２ 当連結会計年度増減額のうち、主な減少額は減価償却に伴うもの（848百万円）であります。

３ 当連結会計年度末の時価は、主要な賃貸資産については社外の不動産鑑定士による不動産鑑定
評価書に基づく金額、その他の賃貸資産については固定資産税評価額等により算定していま
す。

　

（追加情報）
当連結会計年度から「賃貸等不動産の時価等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第20号　平成

20年11月28日）及び「賃貸等不動産の時価等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用

指針第23号　平成20年11月28日）を適用しています。
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(セグメント情報)

【事業の種類別セグメント情報】

前連結会計年度(自平成20年４月１日　至平成21年３月31日)

　
設備工事事業
(百万円)

不動産事業
(百万円)

計
(百万円)

消去又は全社
(百万円)

連結
(百万円)

Ⅰ　売上高及び営業損益 　 　 　 　 　

　　売上高 　 　 　 　 　

(1) 外部顧客に対する
売上高

199,141 4,198 203,340 ― 203,340

(2) セグメント間の内部
売上高又は振替高

― ― ― ― ―

計 199,141 4,198 203,340 ― 203,340

営業費用 194,392 1,822 196,214 ― 196,214

営業利益 4,749 2,376 7,125 ― 7,125

Ⅱ　資産、減価償却費及
び資本的支出

　 　 　 　 　

　　資産 124,567 13,840 138,407 38,257 176,664

　　減価償却費 677 921 1,598 ― 1,598

　　資本的支出 581 107 688 ― 688

　
当連結会計年度(自平成21年４月１日　至平成22年３月31日)

　
設備工事事業
(百万円)

不動産事業
(百万円)

計
(百万円)

消去又は全社
(百万円)

連結
(百万円)

Ⅰ　売上高及び営業損益 　 　 　 　 　

　　売上高 　 　 　 　 　

(1) 外部顧客に対する
売上高

155,102 4,171 159,273 ― 159,273

(2) セグメント間の内部
売上高又は振替高

― ― ― ― ―

計 155,102 4,171 159,273 ― 159,273

営業費用 152,556 1,689 154,246 ― 154,246

営業利益 2,545 2,482 5,027 ― 5,027

Ⅱ　資産、減価償却費及
び資本的支出

　 　 　 　 　

　　資産 117,192 12,503 129,696 33,611 163,307

　　減価償却費 672 848 1,521 ― 1,521

　　資本的支出 649 26 676 ― 676

(注) １　事業区分の方法及び各区分に属する主要な事業の内容

(1) 事業区分の方法

日本標準産業分類及び連結損益計算書の売上集計区分を勘案して区分しました。

(2) 各区分に属する主要な事業の内容

設備工事事業：建設設備工事全般に関する事業、FAシステム・物流システム・コンベヤ等の産業設備

及び上下水処理設備等の環境施設に関する事業

不動産事業　：不動産の賃貸・管理に関する事業

２　配賦不能営業費用は該当ありません。

３　前連結会計年度（自平成20年４月１日　至平成21年３月31日）

資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は、38,257百万円であり、その主なものは当社で

の余資運用資金（現金預金）及び繰延税金資産であります。

当連結会計年度（自平成21年４月１日　至平成22年３月31日）

資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は、33,611百万円であり、その主なものは当社で

の余資運用資金（現金預金）、有価証券及び繰延税金資産であります。
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４　全社資産の範囲の変更

前連結会計年度（自平成20年４月１日　至平成21年３月31日）

従来、各セグメントに配賦していた現金預金、繰延税金資産等については、不動産事業を営む東和興産株式

会社との合併によりセグメント別の明確な区分が困難となったため、当連結会計年度より全社資産に含め

て表示しています。

なお、当連結会計年度と同様の方法によった前連結会計年度の各セグメント別の資産は以下のとおりであ

ります。

　
設備工事事業
(百万円)

不動産事業
(百万円)

計
(百万円)

消去又は全社
(百万円)

連結
(百万円)

　　資産 178,493 13,454 191,947 23,733 215,680

５　会計処理基準等の変更

前連結会計年度（自平成20年４月１日　至平成21年３月31日）

(1)「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」の４ 会計処理基準に関する事項 (1)重要な資産

の評価基準及び評価方法　たな卸資産（会計方針の変更）に記載のとおり、従来、移動平均法による低

価法によっていましたが、当連結会計年度から「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準

第９号　平成18年７月５日公表分）が適用されたことに伴い、移動平均法による原価法（連結貸借対照

表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）により算定しています。この結果、従来の

方法に比べ、当連結会計年度の営業費用が、設備工事事業は17百万円増加したため、設備工事事業の営

業利益は同額減少しています。

(2)「会計処理の変更」の（不動産事業にかかる収益計上区分等の変更）に記載のとおり、従来、営業外損

益に計上していました投資不動産賃貸料及び管理費用について、当社が平成20年４月１日付で不動産

事業子会社である東和興産株式会社を吸収合併したことに伴い、同事業を集約したこと及び業績把握

の明瞭化をはかるため、当連結会計年度から売上高及び売上原価に計上する方法に変更しました。この

結果、従来の方法に比べ、当連結会計年度における不動産事業の売上高は324百万円、営業費用は86百万

円、営業利益は237百万円それぞれ増加しています。また、設備工事事業の資産は1,201百万円減少し、不

動産事業の資産は同額増加しています。

当連結会計年度（自平成21年４月１日　至平成22年３月31日）

(1)「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」の４ 会計処理基準に関する事項 (3)重要な引当

金の計上基準に記載のとおり、当連結会計年度から「退職給付に係る会計基準」の一部改正（その

３）（企業会計基準第19号　平成20年７月31日）を適用しています。なお、同会計基準の適用に伴う退

職給付債務の変動はないため、損益及び未認識数理計算上の差異に与える影響はありません。

(2)「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」の４ 会計処理基準に関する事項 (4)重要な収益

及び費用の計上基準に記載のとおり、当連結会計年度から「工事契約に関する会計基準」（企業会計

基準第15号　平成19年12月27日）及び「工事契約に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用

指針第18号　平成19年12月27日）を適用しています。

この結果、従来の方法に比べ、当連結会計年度における設備工事事業の売上高は8,348百万円、営業利益

は894百万円増加しています。

　

【所在地別セグメント情報】

前連結会計年度(自平成20年４月１日　至平成21年３月31日)及び当連結会計年度(自平成21年４月

１日　至平成22年３月31日)

　全セグメントの売上高の合計及び全セグメントの資産の金額の合計額に占める日本の割合が、

いずれも90％を超えているため、所在地別セグメント情報の記載を省略しております。
　

【海外売上高】

前連結会計年度(自平成20年４月１日　至平成21年３月31日)及び当連結会計年度(自平成21年４月

１日　至平成22年３月31日)

　海外売上高が、いずれも連結売上高の10％未満のため、海外売上高の記載を省略しております。
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【関連当事者情報】

前連結会計年度(自平成20年４月１日　至平成21年３月31日)

該当事項はありません。
　

（追加情報）

　当連結会計年度より、「関連当事者の開示に関する会計基準」（企業会計基準第11号　平成18年10月17

日）及び「関連当事者の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第13号　平成18年

10月17日）を適用しております。

　

当連結会計年度(自平成21年４月１日　至平成22年３月31日)

該当事項はありません。

　

　

(１株当たり情報)

　
前連結会計年度

(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

１株当たり純資産額 1,065.77円１株当たり純資産額 1,119.40円

１株当たり当期純利益金額 44.45円１株当たり当期純利益金額 42.86円

　なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につい

ては、潜在株式は存在するものの、希薄化効果を有しない

ため記載しておりません。

　なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につい

ては、潜在株式は存在するものの、希薄化効果を有しない

ため記載しておりません。

　

(注)　１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　 前連結会計年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

１株当たり当期純利益金額 　 　

　当期純利益（百万円） 3,283 3,141

　普通株主に帰属しない金額（百万円） ― ―

　普通株式に係る当期純利益（百万円） 3,283 3,141

　普通株式の期中平均株式数（千株） 73,878 73,299

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり

当期純利益金額の算定に含めなかった潜在株式の概要　　

　

　新株予約権（新株予約権

の数790個）。

  なお、概要は「第４提出

会社の状況  １株式等の

状況 (2)新株予約権等の

状況」に記載のとおりで

あります。　

　新株予約権（新株予約権

の数785個）。

  なお、概要は「第４提出

会社の状況  １株式等の

状況 (2)新株予約権等の

状況」に記載のとおりで

あります。　

　

　

(重要な後発事象)

該当事項はありません。
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⑤【連結附属明細表】

【社債明細表】

該当事項はありません。
　

【借入金等明細表】

　

区分
前期末残高
(百万円)

当期末残高
(百万円)

平均利率
(％)

返済期限

短期借入金 5,341 5,498 1.5 ―

１年以内に返済予定の長期借入金 647 378 1.9 ―

１年以内に返済予定のリース債務 　 　 　 　

所有権移転ファイナンス・リース ― 7 2.6 ―

所有権移転外ファイナンス・リース 1 4 ― ―

長期借入金(１年以内に返済予定のものを除く。) 577 199 1.9平成23年～平成24年

リース債務（１年以内に返済予定のものを除く。） 　 　 　 　

所有権移転ファイナンス・リース ― 211 2.6平成23年～平成31年

所有権移転外ファイナンス・リース 5 17 ― 平成23年～平成27年

その他有利子負債 　 　 　 　

　従業員預り金 2,264 2,224 0.5 ―

　預り保証金（１年以内） 273 ― ― ―

　預り保証金（１年超） 1,092 ― ― ―

合計 10,202 8,541 ― ―

(注) １　「平均利率」については、借入金等の当期末残高に対する加重平均利率を記載しております。

なお、リース債務のうち、所有権移転外ファイナンス・リースの「平均利率」については、リース料総額に含

まれる利息相当額を控除する前の金額でリース債務を連結貸借対照表に計上しているため、記載しておりま

せん。

２　長期借入金、リース債務及びその他有利子負債の連結決算日後５年内における返済予定額は以下のとおりであ

ります。

区分
１年超２年以内
(百万円)

２年超３年以内
(百万円)

３年超４年以内
(百万円)

４年超５年以内
(百万円)

長期借入金 198 0 ― ―

リース債務 　 　 　 　

所有権移転ファイナンス・リース 7 7 7 8

所有権移転外ファイナンス・リース 4 4 4 4

※ 従業員預り金については、返済予定日が未定のため記載を省略しております。

　

(2) 【その他】

　当連結会計年度における四半期情報

　 第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期

　 (自平成21年４月１日(自平成21年７月１日(自平成21年10月１日(自平成22年１月１日

　 至平成21年６月30日)至平成21年９月30日)至平成21年12月31日)至平成22年３月31日)

売上高（百万円） 25,582 36,745 40,787 56,158

税金等調整前四半期純利益
又は税金等調整前四半期純
損失（△）（百万円）

△440 349 1,230 4,178
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四半期純利益又は四半期純
損失（△）（百万円）

△254 88 656 2,651

１株当たり四半期純利益金
額又は１株当たり四半期純
損失金額（△）（円）

△3.45 1.19 8.93 36.78
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２【財務諸表等】
(1)【財務諸表】
①【貸借対照表】

(単位：百万円)

前事業年度
(平成21年３月31日)

当事業年度
(平成22年３月31日)

資産の部

流動資産

現金預金 ※2
 36,008 23,429

受取手形 3,365 3,486

完成工事未収入金 58,088 56,104

有価証券 － 7,999

未成工事支出金 13,948 ※4
 6,266

原材料及び貯蔵品 250 202

前払費用 406 432

繰延税金資産 2,134 2,182

立替金 2,931 3,663

その他 1,408 1,108

貸倒引当金 △64 △70

流動資産合計 118,479 104,804

固定資産

有形固定資産

建物 44,104 44,134

減価償却累計額 △29,378 △30,392

建物（純額） 14,726 13,742

構築物 2,680 2,685

減価償却累計額 △2,296 △2,339

構築物（純額） 383 346

機械及び装置 1,998 2,032

減価償却累計額 △1,655 △1,720

機械及び装置（純額） 343 311

車両運搬具 82 83

減価償却累計額 △58 △65

車両運搬具（純額） 23 18

工具、器具及び備品 2,073 2,106

減価償却累計額 △1,604 △1,686

工具、器具及び備品（純額） 469 419

土地 4,678 4,670

リース資産 6 23

減価償却累計額 △0 △3

リース資産（純額） 5 20

建設仮勘定 12 25

有形固定資産合計 20,642 19,555

無形固定資産

借地権 42 42

その他 333 280

無形固定資産合計 375 323
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(単位：百万円)

前事業年度
(平成21年３月31日)

当事業年度
(平成22年３月31日)

投資その他の資産

投資有価証券 ※2
 15,833

※2
 17,374

関係会社株式 ※2
 659

※2
 656

出資金 25 25

関係会社出資金 634 634

長期貸付金 139 139

従業員に対する長期貸付金 377 339

関係会社長期貸付金 311 694

破産更生債権等 487 116

長期前払費用 577 452

前払年金費用 7,768 7,756

繰延税金資産 114 －

敷金及び保証金 1,744 1,767

保険積立金 2,981 2,515

その他 2,406 ※2
 3,365

貸倒引当金 △1,699 △1,703

投資その他の資産合計 32,362 34,136

固定資産合計 53,381 54,014

資産合計 171,860 158,819

負債の部

流動負債

支払手形 ※1
 3,971

※1
 3,563

工事未払金 ※1
 50,851

※1
 40,820

短期借入金 ※2
 5,929

※2
 5,875

リース債務 1 4

未払金 2,154 1,452

未払法人税等 61 170

未成工事受入金 7,382 5,851

預り金 ※1
 3,247

※1
 2,544

賞与引当金 2,367 1,969

役員賞与引当金 39 29

完成工事補償引当金 1,602 936

工事損失引当金 391 ※4
 359

その他 306 40

流動負債合計 78,306 63,617

EDINET提出書類

三機工業株式会社(E00107)

有価証券報告書

 76/108



(単位：百万円)

前事業年度
(平成21年３月31日)

当事業年度
(平成22年３月31日)

固定負債

長期借入金 ※2
 573

※2
 196

リース債務 5 17

繰延税金負債 － 2,342

退職給付引当金 11,247 10,684

役員退職慰労引当金 326 411

偶発損失引当金 400 －

従業員預り金 2,264 2,224

長期預り保証金 3,535 2,430

その他 24 55

固定負債合計 18,378 18,363

負債合計 96,684 81,980

純資産の部

株主資本

資本金 8,105 8,105

資本剰余金

資本準備金 4,181 4,181

その他資本剰余金 0 －

資本剰余金合計 4,181 4,181

利益剰余金

利益準備金 2,026 2,026

その他利益剰余金

固定資産圧縮積立金 1,614 1,570

別途積立金 48,110 56,110

繰越利益剰余金 11,297 3,356

利益剰余金合計 63,048 63,063

自己株式 △2,355 △1,712

株主資本合計 72,979 73,638

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 2,150 3,154

評価・換算差額等合計 2,150 3,154

新株予約権 46 46

純資産合計 75,176 76,839

負債純資産合計 171,860 158,819

EDINET提出書類

三機工業株式会社(E00107)

有価証券報告書

 77/108



②【損益計算書】
(単位：百万円)

前事業年度
(自　平成20年４月１日
　至　平成21年３月31日)

当事業年度
(自　平成21年４月１日
　至　平成22年３月31日)

売上高

完成工事高 ※1
 186,727

※1
 144,261

不動産事業等売上高 4,198 4,171

売上高合計 190,925 148,432

売上原価

完成工事原価 ※1, ※2
 169,087

※1, ※2, ※5
 128,003

不動産事業等売上原価 1,789 1,644

売上原価合計 170,876 129,647

売上総利益

完成工事総利益 17,639 16,257

不動産事業等総利益 2,409 2,526

売上総利益合計 20,048 18,784

販売費及び一般管理費

役員報酬 242 226

従業員給料手当 5,152 5,518

賞与引当金繰入額 960 886

役員賞与引当金繰入額 39 29

退職給付費用 474 848

役員退職慰労引当金繰入額 153 168

法定福利費 858 891

福利厚生費 97 100

株式報酬費用 7 －

修繕維持費 242 215

消耗品費 197 184

通信交通費 557 494

動力用水光熱費 89 89

調査研究費 316 308

広告宣伝費 224 200

貸倒引当金繰入額 567 －

交際費 179 180

寄付金 73 59

地代家賃 1,247 1,321

減価償却費 452 466

租税公課 199 218

保険料 203 345

雑費 1,541 1,647

販売費及び一般管理費合計 ※2
 14,076

※2
 14,402

営業利益 5,972 4,382
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(単位：百万円)

前事業年度
(自　平成20年４月１日
　至　平成21年３月31日)

当事業年度
(自　平成21年４月１日
　至　平成22年３月31日)

営業外収益

受取利息 71 44

有価証券利息 83 44

受取配当金 799 699

受取保険金 － 196

その他 191 228

営業外収益合計 1,145 1,212

営業外費用

支払利息 220 147

その他 194 299

営業外費用合計 415 447

経常利益 6,702 5,147

特別利益

固定資産売却益 ※3
 370

※3
 68

投資有価証券売却益 － 74

移転補償金 99 －

抱合せ株式消滅差益 8,053 －

特定工事損害保険金 371 －

特別利益合計 8,894 142

特別損失

固定資産除却損 ※4
 76

※4
 33

投資有価証券売却損 207 －

投資有価証券評価損 425 69

関係会社株式評価損 88 －

施設利用権評価損 13 25

貸倒引当金繰入額 49 148

偶発損失引当金繰入額 400 －

特別補修費 286 －

合併に伴う登記費用 59 －

特別損失合計 1,606 276

税引前当期純利益 13,990 5,013

法人税、住民税及び事業税 137 107

法人税等調整額 2,779 1,811

法人税等合計 2,916 1,918

当期純利益 11,073 3,094
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【完成工事原価報告書】

　

　 　
前事業年度

(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

当事業年度
(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

Ⅰ　材料費 　 50,061 29.6 40,002 31.3

Ⅱ　外注費 　 91,773 54.3 63,253 49.4

Ⅲ　経費 　 27,252 16.1 24,747 19.3

　　(うち人件費) 　 (10,425)(6.2) （11,346)(8.9)

　　　計 　 169,087100.0 128,003100.0

　 　 　 　 　 　

(注)　原価計算の方法

各事業年度とも受注別の個別原価計算による実際原価計算を行っています。
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③【株主資本等変動計算書】
(単位：百万円)

前事業年度
(自　平成20年４月１日
　至　平成21年３月31日)

当事業年度
(自　平成21年４月１日
　至　平成22年３月31日)

株主資本

資本金

前期末残高 8,105 8,105

当期末残高 8,105 8,105

資本剰余金

資本準備金

前期末残高 4,181 4,181

当期末残高 4,181 4,181

その他資本剰余金

前期末残高 0 0

当期変動額

自己株式の処分 △0 －

自己株式の消却 － △0

当期変動額合計 △0 △0

当期末残高 0 －

資本剰余金合計

前期末残高 4,181 4,181

当期変動額

自己株式の処分 △0 －

自己株式の消却 － △0

当期変動額合計 △0 △0

当期末残高 4,181 4,181

利益剰余金

利益準備金

前期末残高 2,026 2,026

当期末残高 2,026 2,026

その他利益剰余金

固定資産圧縮積立金

前期末残高 1,659 1,614

当期変動額

固定資産圧縮積立金の取崩 △44 △44

当期変動額合計 △44 △44

当期末残高 1,614 1,570

別途積立金

前期末残高 46,710 48,110

当期変動額

別途積立金の積立 1,400 8,000

当期変動額合計 1,400 8,000

当期末残高 48,110 56,110
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(単位：百万円)

前事業年度
(自　平成20年４月１日
　至　平成21年３月31日)

当事業年度
(自　平成21年４月１日
　至　平成22年３月31日)

繰越利益剰余金

前期末残高 2,687 11,297

当期変動額

固定資産圧縮積立金の取崩 44 44

別途積立金の積立 △1,400 △8,000

剰余金の配当 △1,108 △1,108

当期純利益 11,073 3,094

自己株式の消却 － △1,970

当期変動額合計 8,610 △7,940

当期末残高 11,297 3,356

利益剰余金合計

前期末残高 53,082 63,048

当期変動額

固定資産圧縮積立金の取崩 － －

別途積立金の積立 － －

剰余金の配当 △1,108 △1,108

当期純利益 11,073 3,094

自己株式の消却 － △1,970

当期変動額合計 9,965 15

当期末残高 63,048 63,063

自己株式

前期末残高 △2,350 △2,355

当期変動額

自己株式の取得 △4 △1,327

自己株式の処分 0 －

自己株式の消却 － 1,970

当期変動額合計 △4 643

当期末残高 △2,355 △1,712

株主資本合計

前期末残高 63,018 72,979

当期変動額

剰余金の配当 △1,108 △1,108

当期純利益 11,073 3,094

自己株式の取得 △4 △1,327

自己株式の処分 0 －

当期変動額合計 9,961 658

当期末残高 72,979 73,638
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(単位：百万円)

前事業年度
(自　平成20年４月１日
　至　平成21年３月31日)

当事業年度
(自　平成21年４月１日
　至　平成22年３月31日)

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金

前期末残高 5,671 2,150

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△3,521 1,004

当期変動額合計 △3,521 1,004

当期末残高 2,150 3,154

評価・換算差額等合計

前期末残高 5,671 2,150

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△3,521 1,004

当期変動額合計 △3,521 1,004

当期末残高 2,150 3,154

新株予約権

前期末残高 39 46

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 7 △0

当期変動額合計 7 △0

当期末残高 46 46

純資産合計

前期末残高 68,729 75,176

当期変動額

剰余金の配当 △1,108 △1,108

当期純利益 11,073 3,094

自己株式の取得 △4 △1,327

自己株式の処分 0 －

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △3,514 1,004

当期変動額合計 6,447 1,662

当期末残高 75,176 76,839
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【重要な会計方針】

　

　
前事業年度

(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

当事業年度
(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

１　有価証券の評価基準及び

評価方法

満期保有目的の債券

　償却原価法（定額法）

子会社株式及び関連会社株式

　移動平均法による原価法

その他有価証券

　時価のあるもの

　　決算日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部純資産直入法に

より処理し、売却原価は移動平均

法により算定）

　時価のないもの

　　移動平均法による原価法

満期保有目的の債券

同左

子会社株式及び関連会社株式

同左

その他有価証券

時価のあるもの
同左
 

 
 

時価のないもの

同左

２　デリバティブ等の評価基

準及び評価方法

デリバティブ

　時価法

デリバティブ

               同左

３　たな卸資産の評価基準及

び評価方法

未成工事支出金

　個別法による原価法

原材料及び貯蔵品

移動平均法による原価法（貸借対照

表価額は収益性の低下に基づく簿価

切下げの方法により算定）

（会計方針の変更）

　従来、移動平均法による低価法に

よっていましたが、当事業年度から

「棚卸資産の評価に関する会計基

準」（企業会計基準第９号　平成18

年７月５日公表分）が適用されたこ

とに伴い、移動平均法による原価法

（貸借対照表価額については収益性

の低下に基づく簿価切下げの方法）

により算定しています。

　この結果、従来の方法に比べ、営業

利益は17百万円減少しています。

未成工事支出金

同左

原材料及び貯蔵品

移動平均法による原価法（貸借対照

表価額は収益性の低下に基づく簿価

切下げの方法により算定）

 

４　固定資産の減価償却の方

法

有形固定資産(リース資産を除く)

　定率法

　なお、耐用年数及び残存価額について

は、法人税法に規定する方法と同一

の基準によっています。

有形固定資産(リース資産を除く)

同左

 
 

　 無形固定資産（リース資産を除く）

　定額法

　なお、自社利用のソフトウエアについ

ては、社内における利用可能期間(５

年)に基づく定額法を採用していま

す。

無形固定資産（リース資産を除く）

同左

　 リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取

引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価

額を零とする定額法を採用していま

す。

なお、所有権移転外ファイナンス・

リース取引のうち、リース取引開始

日が平成20年３月31日以前のリース

取引については、通常の賃貸借取引

に係る方法に準じた会計処理によっ

ています。

リース資産
同左
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前事業年度

(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

当事業年度
(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

５　引当金の計上基準 貸倒引当金

　売上債権、貸付金等の貸倒れによる損

失に備えるため、一般債権については

貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特

定の債権については個別に回収可能性

を検討し、回収不能見込額を計上して

います。

貸倒引当金

同左

　 賞与引当金

　従業員に支給する賞与に充てるため、

当事業年度の負担に属する支給見込額

を計上しています。

賞与引当金

同左

　 役員賞与引当金

　役員に支給する賞与に充てるため、当

事業年度の負担に属する支給見込額を

計上しています。

役員賞与引当金

同左

　 完成工事補償引当金

　完成工事に係る瑕疵担保の費用に備

えるため、当事業年度の完成工事高に

対する将来の見積補償額に基づいて計

上しています。

完成工事補償引当金

同左

　 工事損失引当金

　受注工事の損失に備えるため、手持受

注工事のうち、大幅な損失が発生する

と見込まれ、かつ、当該損失額を合理的

に見積もることが可能な工事につい

て、翌事業年度以降の損失見積額を計

上しています。

工事損失引当金 

同左

　 退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため、当事

業年度末における退職給付債務及び年

金資産の見込額に基づき計上していま

す。 

　過去勤務債務は、その発生時の従業員

の平均残存勤務期間以内の一定の年数

(10年)による定額法により費用処理し

ています。 

　数理計算上の差異は、各事業年度の発

生時における従業員の平均残存勤務期

間以内の一定の年数(10年)による定額

法により按分した額をそれぞれ発生の

翌事業年度から費用処理することとし

ています。 

退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため、当事

業年度末における退職給付債務及び年

金資産の見込額に基づき計上していま

す。 

　過去勤務債務は、その発生時の従業員

の平均残存勤務期間以内の一定の年数

(10年)による定額法により費用の減額

処理をしています。 

　数理計算上の差異は、各事業年度の発

生時における従業員の平均残存勤務期

間以内の一定の年数(10年)による定額

法により按分した額をそれぞれ発生の

翌事業年度から損益処理することとし

ています。 

（会計方針の変更）

当事業年度から「退職給付に係る会計

基準」の一部改正（その３）（企業会

計基準第19号　平成20年７月31日）を

適用しています。なお、同会計基準の適

用に伴う退職給付債務の変動はないた

め、営業利益、経常利益及び税引前当期

純利益に与える影響はありません。
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前事業年度

(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

当事業年度
(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

　 役員退職慰労引当金

　役員及び執行役員の退職慰労金の支

給に備えて、内規に基づく当事業年度

末要支給額を計上しています。

偶発損失引当金

将来発生する可能性の高い偶発損失

に備え、個別のリスク等を勘案し、合理

的に算出した負担見込額を計上してい

ます。

（追加情報）

　当事業年度において、将来偶発損失

が発生する可能性が高く、かつ、金額

を合理的に見積もることができる事

象が発生したため、損失見込額を計

上しています。

　これにより税引前当期純利益が400

百万円減少しています。

役員退職慰労引当金

同左

 

 

──────

 

６　収益及び費用の計上基準 　完成工事高の一部(工期１年以上、請

負金額10億円以上)について工事進行

基準を採用しています。

　完成工事高　　 23,636百万円

完成工事高及び完成工事原価の計上基

準

当期末までの進捗部分について成果

の確実性が認められる工事

工事進行基準（工事の進捗度の見

積りは原価比例法）
その他の工事
工事完成基準

（会計方針の変更）
　請負工事に係る収益の計上基準につ
いては、従来、長期大型工事（工期１年
以上、かつ請負金額10億円以上）につ
いては工事進行基準を、その他の工事
については工事完成基準を適用してい
ましたが、当事業年度から「工事契約
に関する会計基準」（企業会計基準第
15号　平成19年12月27日）及び「工事
契約に関する会計基準の適用指針」
（企業会計基準適用指針第18号　平成
19年12月27日）が適用されたことに伴
い、当事業年度に着手した工事契約か
ら当事業年度末までの進捗部分につい
て成果の確実性が認められる工事につ
いては工事進行基準（工事の進捗度の
見積りは原価比例法）を、その他の工
事については工事完成基準を適用して
います。
　なお、平成21年３月31日以前に着手し
た工事契約のうち、長期大型工事（工
期１年以上、かつ請負金額10億円以
上）については工事進行基準を、その
他の工事については工事完成基準を引
き続き適用しています。
　これにより、従来の方法に比べ、売上
高は7,974百万円増加し、営業利益、経
常利益及び税引前当期純利益は、それ
ぞれ871百万円増加しています。

７　その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な

事項

消費税等の会計処理

　消費税及び地方消費税に相当する額

の会計処理は、税抜方式を採用してい

ます。

消費税等の会計処理

同左
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【会計処理の変更】

前事業年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

当事業年度
(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

（不動産事業にかかる収益計上区分等の変更）

　従来、営業外損益に計上していました投資不動産賃貸料

及び管理費用について、当社が平成20年４月１日付で不

動産事業子会社である東和興産株式会社を吸収合併した

ことに伴い、同事業を集約したこと及び業績把握の明瞭

化をはかるため、当事業年度から売上高及び売上原価に

計上する方法に変更しました。

　この結果、従来の方法に比べ、売上高は324百万円、売上

総利益及び営業利益はそれぞれ237百万円増加していま

す。

　また、上記と同様の事由により、従来投資その他の資産

に計上していました投資不動産は有形固定資産の各資産

（下記）に表示を変更しています。
 

投資不動産から有形固定資産への振替内訳

　　

期首取得
価額

（百万円）

期首減価償
却累計額
（百万円）

期首帳簿
価額

（百万円）

　建物 892 550 341

　構築物 99 92 7

　機械及び装置 13 12 0

　土地 1,014 ― 1,014

　 合計 2,019 655 1,364

 
（リース取引に関する会計基準）

所有権移転外ファイナンス・リース取引については、

従来、賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によって

いましたが、当事業年度から「リース取引に関する会計

基準」（企業会計基準第13号（平成５年６月17日（企業

会計審議会第一部会）、平成19年３月30日改正））及び

「リース取引に関する会計基準の適用指針」（企業会計

基準適用指針第16号（平成６年１月18日（日本公認会計

士協会　会計制度委員会）、平成19年３月30日改正））を

適用し、通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理に

よっています。

　なお、リース取引開始日が適用初年度開始前の所有権移

転外ファイナンス・リース取引については、引き続き通

常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を適用して

います。

　これによる損益に与える影響はありません。

──────

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

──────

　

【表示方法の変更】

前事業年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

当事業年度
(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

（貸借対照表関係）

１　前事業年度に貸借対照表の固定資産の「長期保証金」

として掲記していましたものは、ＥＤＩＮＥＴへのＸ

ＢＲＬ導入に伴い財務諸表の比較可能性を向上するた

め、当事業年度より「敷金及び保証金」を区分掲記し、

それ以外を「その他」に含めました。なお、前事業年度

の「長期保証金」に含まれている「敷金及び保証金」

は1,830百万円であります。

──────
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　 前事業年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

当事業年度
(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

２　前事業年度に貸借対照表の固定負債の「その他」に含

めて表示していました「長期預り保証金」は、不動産

事業子会社である東和興産株式会社を吸収合併し、同

社の預り保証金を継承したことにより金額的重要性が

増したため、当事業年度から区分掲記しました。
──────

──────

 

 
 
（損益計算書関係）
　　前事業年度に損益計算書の営業外収益の「その他」に

含めて表示していました「受取保険金」は、営業外収

益総額の100分の10を超えたため、当事業年度から区分

掲記しました。なお、前事業年度の営業外収益の「その

他」に含まれている「受取保険金」は14百万円であり

ます。

　

【注記事項】

(貸借対照表関係)
　

前事業年度
(平成21年３月31日現在)

当事業年度
(平成22年３月31日現在)

※１　このうち関係会社に対するものは次のとおりであ

ります。

　支払手形 2,442百万円

　工事未払金 2,044

　計 4,486

　 　

　預り金 1,945百万円

※１　このうち関係会社に対するものは次のとおりであ

ります。

　支払手形 1,852百万円

　工事未払金 1,877

　計 3,730

　 　

　預り金 1,680百万円

※２(イ)下記の資産は、長期借入金573百万円、短期借入

金646百万円(うち長期借入金からの振替分　 646

百万円)の担保に供しています。

　投資有価証券 2,942百万円

※２(イ)下記の資産は、長期借入金196百万円、短期借入

金376百万円(うち長期借入金からの振替分  376

百万円)の担保に供しています。

　投資有価証券 2,653百万円

　　(ロ)関係会社等の金融機関借入金の保証に伴い、下記

の資産を担保に供しています。

　投資有価証券

　関係会社株式

2百万円

5

　　(ロ)関係会社等の金融機関借入金の保証に伴い、下記

の資産を担保に供しています。

　投資有価証券

　関係会社株式

0百万円

5

　　(ハ)関係会社の仕入債務履行保証金として、下記の資

産を担保に供しています。

　現金預金(定期預金) 33百万円

　　(ニ)関係会社への出資先に対し、当該出資額等の損失

保証として、下記の資産を担保に供しています。

　　(ハ)関係会社の仕入債務履行保証金として、下記の資

産を担保に供しています。

　投資その他の資産(定期預金) 33百万円

　　(ニ)関係会社への出資先に対し、当該出資額等の損失

保証として、下記の資産を担保に供しています。

　現金預金(定期預金) 10百万円
　

　投資その他の資産(定期預金) 10百万円
　

　３　偶発債務

    (イ)下記の借入金について債務保証を行っていま

す。

　呼吸器・アレルギーセン
　ターＥＳＣＯ㈱

27百万円

　　　上記保証額は連帯保証分であるため、当社負担額を記

載しています。

    (ロ)下記の関係会社への出資先に対し、当該出資額

等について損失保証を行っています。

　THAI SANKI ENGINEERING 
　&CONSTRUCTION CO.,LTD

25百万円

    (ハ)下記の関係会社の借入金について債務保証を

行っています。

　AQUACONSULT Anlagenbau 　
　GmbH

51百万円

　３　偶発債務

    (イ)下記の借入金について債務保証を行っていま

す。

　呼吸器・アレルギーセン
　ターＥＳＣＯ㈱

23百万円

　　　上記保証額は連帯保証分であるため、当社負担額を記

載しています。

    (ロ)下記の関係会社への出資先に対し、当該出資額

等について損失保証を行っています。

　THAI SANKI ENGINEERING 
　&CONSTRUCTION CO.,LTD

26百万円

──────
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前事業年度
(平成21年３月31日現在)

当事業年度
(平成22年３月31日現在)

────── ※４工事損失引当金に対応する未成工事支出金の金額

損失の発生が見込まれる工事契約に係る未成工事

支出金と工事損失引当金は、相殺せずに両建てで表

示しています。損失の発生が見込まれる工事契約に

係る未成工事支出金のうち、工事損失引当金に対応

する額は176百万円であります。

　

(損益計算書関係)

　
前事業年度

(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

当事業年度
(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

※１　兼業事業売上高及び売上原価

完成工事高に含む製品売上高等 5,984百万円

完成工事原価に含む製品売上原価
等

4,047
 

※１　兼業事業売上高及び売上原価

完成工事高に含む製品売上高等 4,840百万円

完成工事原価に含む製品売上原価
等

3,309
 

※２　研究開発費

一般管理費及び完成工事原価に含まれる研究開発

費は、1,201百万円であります。
 

※２　研究開発費

一般管理費及び完成工事原価に含まれる研究開発

費は、1,266百万円であります。
 

※３　固定資産売却益の内訳は次のとおりであります。

土地等 370百万円

※３　固定資産売却益の内訳は次のとおりであります。

土地 68百万円
 

※４　固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。

建物 22百万円

機械及び装置 44

その他 9
 

※４　固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。

建物 7百万円

機械及び装置 17

その他 8
 

────── ※５　売上原価のうち工事損失引当金繰入額

　　　　　　　　　　　　　　　 　211百万円

　

(株主資本等変動計算書関係)

前事業年度(自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日)

自己株式の種類及び株式数に関する事項

株式の種類
前事業年度末
株式数（株）

当事業年度増加
株式数（株）

当事業年度減少
株式数（株）

当事業年度末
株式数（株）

普通株式 3,579,557 6,490 400 3,585,647
　

(注)増加数6,490株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。 また、減少数400株は、単元未満株主からの売

　　渡請求に応じたことによる減少であります。

　

当事業年度(自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日)

自己株式の種類及び株式数に関する事項

株式の種類
前事業年度末
株式数（株）

当事業年度増加
株式数（株）

当事業年度減少
株式数（株）

当事業年度末
株式数（株）

普通株式 3,585,647 2,004,509 3,000,000 2,590,156
　

(注)増加数2,004,509株は、自己株式の取得による増加2,000,000株及び単元未満株式の買取りによる増加4,509株であ

ります。 また、減少数3,000,000株は、自己株式の消却による減少であります。
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(リース取引関係)

　
前事業年度

(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

当事業年度
(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

  リース取引開始日が平成20年３月31日以前の所有権移

転外ファイナンス・リース取引について、通常の賃貸借

取引に係る方法に準じて会計処理を行っています。

  リース取引開始日が平成20年３月31日以前の所有権移

転外ファイナンス・リース取引について、通常の賃貸借

取引に係る方法に準じて会計処理を行っています。

①　リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額

及び事業年度末残高相当額

①　リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額

及び事業年度末残高相当額

　
取得価額
相当額
(百万円)

減価償却
累計額
相当額
(百万円)

事業年度末
残高相当額
(百万円)

車両運搬具 5 3 1

工具、器具及び
備品

1,089 696 392

合計 1,094 699 394

　

　
取得価額
相当額
(百万円)

減価償却
累計額
相当額
(百万円)

事業年度末
残高相当額
(百万円)

車両運搬具 5 4 0

工具、器具及び
備品

601 374 227

合計 606 378 228

　
②　未経過リース料事業年度末残高相当額

　１年内 177百万円

　１年超 237

　合計 414

②　未経過リース料事業年度末残高相当額

　１年内 100百万円

　１年超 136

　合計 237

③　支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額

　支払リース料 263百万円

　減価償却費相当額 232

　支払利息相当額 22

③　支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額

　支払リース料 187百万円

　減価償却費相当額 166

　支払利息相当額 9

④　減価償却費相当額の算定方法

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額

法によっております。

④　減価償却費相当額の算定方法

同左

⑤　利息相当額の算定方法

　リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差

額を利息相当額とし、各期への配分方法については、利

息法によっております。

⑤　利息相当額の算定方法

同左

 

（減損損失について）

　リース資産に配分された減損損失はないため、項目等

の記載は省略しています。

（減損損失について）

同左
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(税効果会計関係)

前事業年度
(平成21年３月31日)

当事業年度
(平成22年３月31日)

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別
の内訳

繰延税金資産 　 百万円

貸倒引当金 521　
賞与引当金 963　
完成工事補償引当金 588　
工事損失引当金 159　
退職給付引当金 7,237　
役員退職慰労引当金 152　
投資有価証券評価損 424　
施設利用権評価損 186　
偶発損失引当金 162　
工事進行基準売上総損失 101　
繰越欠損金 1,705　
その他 593　
繰延税金資産小計 12,795　
評価性引当額 △1,460　
繰延税金資産合計 11,335　

繰延税金負債 　 　
退職給付信託設定益 △5,001　
固定資産圧縮積立金 △1,117　
投資有価証券評価益 △1,640　
その他有価証券評価差額金 △1,314　
その他 △12　
繰延税金負債合計 △9,086　
繰延税金資産の純額 2,248　

 
２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担
率との差異の原因となった主な項目別の内訳

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別
の内訳

繰延税金資産 　 百万円

貸倒引当金 508　
賞与引当金 801　
完成工事補償引当金 264　
工事損失引当金 146　
退職給付引当金 7,059　
役員退職慰労引当金 179　
投資有価証券評価損 367　
施設利用権評価損 249　
工事進行基準売上総損失 89　
繰越欠損金 360　
その他 785　
繰延税金資産小計 10,812　
評価性引当額 △1,332　
繰延税金資産合計 9,480　

繰延税金負債 　 　
退職給付信託設定益 △5,001　
固定資産圧縮積立金 △1,087　
投資有価証券評価益 △1,640　
その他有価証券評価差額金 △1,911　
繰延税金負債合計 △9,640　
繰延税金負債の純額 △160　
　 　 　
　 　 　

 
２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担
率との差異の原因となった主な項目別の内訳

法定実効税率 40.7％

(調整) 　 　
交際費等永久に損金に算入されない項目 1.1　
受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △2.0　
住民税均等割等 0.7　
評価性引当額 3.1　
抱合せ株式消滅差益 △23.4　
その他 0.7　

税効果会計適用後の法人税等の負担率 20.9　
　

法定実効税率 40.7％

(調整) 　 　
交際費等永久に損金に算入されない項目 3.0　
受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △5.1　
住民税均等割等 2.0　
評価性引当額 △2.9　
その他 0.6　
税効果会計適用後の法人税等の負担率 38.3　
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(企業結合等関係)

　
前事業年度

(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

当事業年度
(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

（共通支配下の取引等） ──────

　　当社は、平成20年２月18日開催の取締役会において承認

された合併契約に基づき、平成20年４月１日付で当社

全額出資の子会社である東和興産株式会社を吸収合併

いたしました。

　合併の概要は次のとおりであります。

　

１．結合当事企業又は対象となった事業の名称及び

その事業の内容、企業結合の法的形式、結合後企

業の名称並びに取引の目的を含む取引の概要

　

(1)結合当事企業又は対象となった事業の名称及

びその事業の内容

東和興産株式会社（所有物件の賃貸管理業）

　

(2)企業結合の法的形式

当社を存続会社とする吸収合併方式で、東和興

産株式会社は解散いたしました。

　

(3)結合後企業の名称

三機工業株式会社

　

(4)取引の目的を含む取引の概要

保有不動産の賃貸業を主たる事業とする当社

全額出資の子会社である東和興産株式会社を

合併し、当社に取り込むことで組織を簡素化し

合理化を図るとともに、連単財務諸表の業績開

示を明瞭にするため。

　

２．実施した会計処理の概要

本合併は、「企業結合に係る会計基準」（企業

会計審議会 平成15年10月31日）及び「企業結

合会計基準及び事業分離等会計基準に関する適

用指針」（企業会計基準適用指針第10号 平成

19年11月15日公表分）に基づき、共通支配下の

取引として会計処理を行っております。

これにより、当事業年度に特別利益として抱合

せ株式消滅差益8,053百万円を計上しておりま

す。

　

　

(１株当たり情報)

　
前事業年度

(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

当事業年度
(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

１株当たり純資産額 1,016.98円１株当たり純資産額 1,068.49円

１株当たり当期純利益金額 149.89円１株当たり当期純利益金額 42.21円

　なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につい

ては、潜在株式は存在するものの、希薄化効果を有しない

ため記載しておりません。

　なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につい

ては、潜在株式は存在するものの、希薄化効果を有しない

ため記載しておりません。
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(注)　１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　 前事業年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

当事業年度
(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

１株当たり当期純利益金額 　 　

当期純利益(百万円) 11,073 3,094

普通株主に帰属しない金額(百万円) ─ ―

普通株式に係る当期純利益(百万円) 11,073 3,094

　普通株式の期中平均株式数(千株) 73,878 73,299

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後
１株当たり当期純利益金額の算定に含めな
かった潜在株式の概要

　新株予約権（新株予約権の
数790個）。
　なお、概要は「第４提出会社
の状況　１株式等の状況(2)新
株予約権等の状況」に記載の
とおりであります。

　新株予約権（新株予約権の
数785個）。
　なお、概要は「第４提出会社
の状況　１株式等の状況(2)新
株予約権等の状況」に記載の
とおりであります。

　

(重要な後発事象)

　　　該当事項はありません。
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④【附属明細表】

【有価証券明細表】

【株式】
　

銘柄 株式数（株）
貸借対照表計上額
(百万円)

投資有
価証券

その他
有価
証券

トヨタ自動車㈱ 504,581 1,889
三井生命保険㈱ 2,000,000 1,000
小野薬品工業㈱ 234,950 977
㈱帝国ホテル 400,000 704
Ｊ.フロントリテイリング㈱ 1,125,400 618
キヤノン㈱ 140,637 608
中央三井トラスト・ホールディングス㈱ 1,716,832 602
三井住友海上グループホールディングス㈱ 213,085 552
東海旅客鉄道㈱ 756 538
三井造船㈱ 2,202,120 513
三井倉庫㈱ 1,411,796 494
大日本印刷㈱ 372,315 470
近畿日本鉄道㈱ 1,607,522 467
京浜急行電鉄㈱ 543,973 417
東日本旅客鉄道㈱ 51,400 334
東邦瓦斯㈱ 551,250 281
㈱大分銀行 806,715 277
㈱横浜銀行 600,500 275
極東証券㈱ 300,744 264
西日本旅客鉄道㈱ 800 257
㈱髙島屋 320,928 246
㈱つうけん 1,000,000 229
㈱山武 100,000 218
㈱世界貿易センタービルディング 100,000 200
㈱りそなホールディングス 160,817 190
日本電設工業㈱ 237,000 173
㈱三越伊勢丹ホールディングス 170,000 170
日本空港ビルデング㈱ 100,000 129
㈱エフ・ティー・シー大分 2,500 125
㈱ほくほくフィナンシャルグループ 587,000 120
㈱百十四銀行 325,496 118
東京テアトル㈱ 830,000 117
関西国際空港㈱ 2,260 113
㈱日本製鋼所 100,000 107
㈱廣貫堂 200,000 100
㈱紀陽ホールディングス 742,189 92
㈱苫小牧エネルギー公社 180,000 90
その他(126銘柄) 3,678,307 1,991

計 23,621,873 16,079
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【債券】

　

銘柄
券面総額
（百万円）

貸借対照表計上額
(百万円)

有価
証券

その他
有価　
証券

（コマーシャルペーパー） 　 　

日本電気㈱ 1,000 999

日興コーディアル証券㈱ 1,000 999

大和証券キャピタル・マーケッツ㈱ 1,000 999

みずほインベスターズ証券㈱ 1,000 999

みずほ証券㈱ 1,000 999

三井住友ファイナンス＆リース㈱ 1,000 999

三菱ＵＦＪリース㈱ 1,000 1,000

三菱ＵＦＪ証券㈱ 1,000 999

小計 8,000 7,999

投資有
価証券

満期
保有
目的の
債券

三菱セキュリティーズインター＃833・コーラブルＣＭＳ連動債 1,000 1,000

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行
第19回期限前償還条項付無担保社債（劣後特約付）

200 200

SAITAMA RESONA BANK LTD CBL PERP S6 94 94

小計 1,294 1,294

計 9,294 9,294
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【有形固定資産等明細表】

　

資産の種類
前期末残高
(百万円)

当期増加額
(百万円)

当期減少額
(百万円)

当期末残高
(百万円)

当期末減価
償却累計額
又は償却累
計額
(百万円)

当期償却額
(百万円)

差引当期末
残高
(百万円)

有形固定資産 　 　 　 　 　 　 　

　建物 44,104 52 22 44,13430,3921,03213,742

　構築物 2,680 14 9 2,685 2,339 50 346

　機械及び装置 1,998 198 164 2,032 1,720 199 311

　車両運搬具 82 5 4 83 65 10 18

工具、器具及び備品 2,073 84 52 2,106 1,686 132 419

　土地 4,678 ― 7 4,670 ― ― 4,670

　リース資産 6 17 ― 23 3 3 20

　建設仮勘定 12 511 497 25 ― ― 25

有形固定資産計 55,635 885 757 55,76336,2081,42819,555

無形固定資産 　 　 　 　 　 　 　

　借地権 42 ― ― 42 ― ― 42

　その他
529
(426)

44 0
573
(466)

292 96 280

無形固定資産計 572 44 0 616 292 96 323

長期前払費用
611
(39)

46 168
489
(39)

36 2 452

(注) １　無形固定資産の「その他」及び「長期前払費用」の前期末残高及び当期末残高欄(　)内書きは償却対象資産
であります。

２　無形固定資産の「その他」及び「長期前払費用」の当期末残高には、当期末償却完了のものの取得価額が含
まれております。なお、同じ理由により、無形固定資産の「その他」及び「長期前払費用」の前期末残高は前
期の期末残高に比べ、前期末償却完了のものの取得価額相当額だけ減少しております。

　

【引当金明細表】

　

区分
前期末残高
(百万円)

当期増加額
(百万円)

当期減少額
(目的使用)
(百万円)

当期減少額
(その他)
(百万円)

当期末残高
(百万円)

貸倒引当金 1,763 588 374 204 1,773

賞与引当金 2,367 1,969 2,367 ― 1,969

役員賞与引当金 39 29 39 ― 29

完成工事補償引当金 1,602 936 1,602 ― 936

工事損失引当金 391 211 242 ― 359

役員退職慰労引当金 326 168 83 ― 411

偶発損失引当金 400 ― 400 ― ―

(注) １　貸倒引当金の当期減少額のその他の内訳は、債権回収額等であります。

２　偶発損失引当金に計上していた400百万円については、当期において貸倒引当金に振替しております。
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(2) 【主な資産及び負債の内容】

(1) 資産の部

①　現金預金

　

区分 金額(百万円)

現金 4

預金 　

当座・通知預金 18,610

普通預金 4,060

定期預金 750

雑預金 3

計 23,424

合計 23,429

　

②　受取手形

(a) 相手先別内訳

　

相手先 金額(百万円)

　  三井住友建設㈱ 558

　　トーアメック㈱ 508

　　千代田工販㈱ 281

　　㈱フジタ 241

　　千代田化工建設㈱ 153

　　その他 1,743

計 3,486

　

(b) 決済月別内訳

　

決済月 金額(百万円) 決済月 金額(百万円)

　　平成22年４月 600 　　平成22年８月 155

　　　 〃 　５月 1,267 　　　 〃 　９月 0

　　　 〃 　６月 843 　 　

　　　 〃 　７月 620 計 3,486
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③　完成工事未収入金

(a) 相手先別内訳

　

相手先 金額(百万円)

　　㈱ＩＰＳアルファテクノロジ 4,659

　　㈱大林組 4,478

　　㈱竹中工務店 3,032

　　大日本印刷㈱ 2,545

　　ＮＥＣファシリティーズ㈱ 2,477

　　その他 38,911

計 56,104

(注)　工事進行基準決算により計上したものを含んでおります。

　

(b) 滞留状況
　

計上期別 金額(百万円)

　　平成22年３月期                      計上額 55,929

　　平成21年３月期以前                  計上額 175

計 56,104

　

④　未成工事支出金

　

期首残高(百万円) 当期支出額(百万円)
完成工事原価への
振替額(百万円)

期末残高(百万円)

13,948 120,320 128,003 6,266

　 (注)　期末残高の内訳は次のとおりであります。 材料費　   1,784百万円

外注費　 　2,519

経費　　 　1,962

計　　  　 6,266

　

⑤　原材料及び貯蔵品

　

摘要 金額(百万円)

　　工事設備材料 202
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(2) 負債の部

①　支払手形

(a) 相手先別内訳

　

相手先 金額(百万円)

　　三機テクノサポート㈱ 687

　　三機化工建設㈱ 533

　　三機食品設備㈱ 323

　　三機環境サービス㈱ 260

　　ＪＦＥエンジニアリング㈱ 250

　　その他 1,508

計 3,563

　

(b) 決済月別内訳

　

決済月 金額(百万円) 決済月 金額(百万円)

　　平成22年４月 777 　　平成22年７月 512

　　　 〃 　５月 923        〃   ８月 178

　　　 〃 　６月 1,172 計 3,563

　

②　工事未払金

　

相手先 金額(百万円)

　　三機テクノサポート㈱ 1,189

　　東テク㈱ 1,085

　　㈱山武ビルシステムカンパニー 1,046

　　㈱大岩マシナリー 801

　　因幡電機産業㈱ 766

　　その他 35,931

計 40,820
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③　退職給付引当金

　

区分 金額(百万円)

退職給付債務 30,564

年金資産 △24,546

未認識過去勤務債務 1,040

未認識数理計算上の差異 △4,131

前払年金費用 7,756

合計 10,684

　

　

(3) 【その他】

該当事項はありません。
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第６ 【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 ４月１日から３月31日まで

定時株主総会 ６月中

基準日 ３月31日

剰余金の配当の基準日 ９月30日、３月31日

１単元の株式数 1,000株

単元未満株式の
買取り・売渡し

　

　　取扱場所
（特別口座）
東京都港区芝３―33―１
中央三井信託銀行株式会社　本店

　　株主名簿管理人
（特別口座）
東京都港区芝３―33―１
中央三井信託銀行株式会社

　　取次所 ―

　　買取・売渡手数料 株式の売買の委託にかかる手数料相当額として別途定める金額

公告掲載方法

　当会社の公告方法は、電子公告とする。ただし、事故その他やむを得ない事由によって
電子公告をすることができない場合は、東京都で発行する日本経済新聞に掲載して行
う。
　なお、電子公告は当社のホームページに掲載しており、そのアドレスは次のとおり。
(ホームページアドレス　http://www.sanki.co.jp)

株主に対する特典 なし

　（注）当会社定款の定めにより、単元未満株主は、会社法第189条第２項各号に掲げる権利、会社法第166条第１項の規

定による請求をする権利、株主の有する株式数に応じて募集株式の割当て及び募集新株予約権の割当てを受け

る権利並びに単元未満株式の売渡請求をする権利以外の権利を有しておりません。
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第７ 【提出会社の参考情報】

１ 【提出会社の親会社等の情報】

当社は金融商品取引法第24条の７第１項に規定する親会社等はありません。

　

２ 【その他の参考情報】

当事業年度の開始日から本有価証券報告書提出日までの間において、関東財務局長に提出しました書類は

次のとおりであります。

　

（１）
有価証券報告書　 　
及びその添付書類
並びに確認書

（事業年度
　(第85期)

自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

　 平成21年６月25日提出

　 　 　 　 　 　 　

（２）内部統制報告書 　 　 　 平成21年６月25日提出

　 　 　 　 　 　 　

（３）四半期報告書及び確認書
（第86期第１四半期
 

自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日）

　 平成21年８月13日提出

　 　 　 　 　 　 　

　 　
（第86期第２四半期
 

自　平成21年７月１日
至　平成21年９月30日）

　 平成21年11月13日提出

　 　 　 　 　 　 　

　 　
（第86期第３四半期
 

自　平成21年10月１日
至　平成21年12月31日）

　 平成22年２月12日提出

（４）臨時報告書 　 　 　 　 　

　 企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第４号（主要株主の
異動）に基づく臨時報告書であります。 　 平成22年１月４日提出

　 　 　 　 　 　 　

　 企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第４号（主要株主の
異動）に基づく臨時報告書であります。 　 平成22年１月18日提出

　 　 　 　 　 　 　

　 企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号（代表取締役
の異動）に基づく臨時報告書であります。 　 平成22年３月１日提出

　 　 　 　 　 　 　

（５）自己株券買付状況報告書 　 　 　 平成21年12月10日提出

　 　 　 　 　 　 　

　 　 　 　 　 　 平成22年１月８日提出

　 　 　 　 　 　 　

　 　 　 　 　 　 平成22年２月８日提出
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書

　

平成21年６月25日

三機工業株式会社

　　取締役会　　　御中

新日本有限責任監査法人

　

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士　　行　　正　　晴　　實　　㊞

　

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士　　藤　　田　　直　　己　　㊞

　

＜財務諸表監査＞

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に

掲げられている三機工業株式会社の平成20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計年度の連結財務

諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算

書及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責

任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基

準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めてい

る。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行

われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監

査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠

して、三機工業株式会社及び連結子会社の平成21年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連

結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているもの

と認める。
　

＜内部統制監査＞

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、三機工業株式会社

の平成21年３月31日現在の内部統制報告書について監査を行った。財務報告に係る内部統制を整備及び運用

並びに内部統制報告書を作成する責任は、経営者にあり、当監査法人の責任は、独立の立場から内部統制報告

書に対する意見を表明することにある。また、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全に

は防止又は発見することができない可能性がある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準に準拠

して内部統制監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、当監査法人に内部統制報告書に重要な

虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。内部統制監査は、試査を基礎として行わ

れ、財務報告に係る内部統制の評価範囲、評価手続及び評価結果についての、経営者が行った記載を含め全体

としての内部統制報告書の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、内部統制監査の結果として意見

表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、三機工業株式会社が平成21年３月31日現在の財務報告に係る内部統制は有効であると表示

した上記の内部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価

の基準に準拠して、財務報告に係る内部統制の評価について、すべての重要な点において適正に表示している

ものと認める。
　
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。
　

以　上
　
 

※１　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)

が別途保管しております。

２　連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれておりません。
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独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書
　

平成22年６月25日

三機工業株式会社

　　取締役会　　　御中

新日本有限責任監査法人

　
指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士　　行　　正　　晴　　實　　㊞

　
指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士　　森　　　    行　　一　　㊞

　
＜財務諸表監査＞

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に

掲げられている三機工業株式会社の平成21年４月１日から平成22年３月31日までの連結会計年度の連結財務

諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算

書及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責

任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基

準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めてい

る。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行

われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監

査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠

して、三機工業株式会社及び連結子会社の平成22年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連

結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているもの

と認める。
　
追記情報

「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」の４ 会計処理基準に関する事項 (4)重要な収益及

び費用の計上基準に記載されているとおり、会社は当連結会計年度より「工事契約に関する会計基準」及び

「工事契約に関する会計基準の適用指針」を適用している。
　
＜内部統制監査＞

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、三機工業株式会社

の平成22年３月31日現在の内部統制報告書について監査を行った。財務報告に係る内部統制を整備及び運用

並びに内部統制報告書を作成する責任は、経営者にあり、当監査法人の責任は、独立の立場から内部統制報告

書に対する意見を表明することにある。また、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全に

は防止又は発見することができない可能性がある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準に準拠

して内部統制監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、当監査法人に内部統制報告書に重要な

虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。内部統制監査は、試査を基礎として行わ

れ、財務報告に係る内部統制の評価範囲、評価手続及び評価結果についての、経営者が行った記載を含め全体

としての内部統制報告書の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、内部統制監査の結果として意見

表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、三機工業株式会社が平成22年３月31日現在の財務報告に係る内部統制は有効であると表示

した上記の内部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価

の基準に準拠して、財務報告に係る内部統制の評価について、すべての重要な点において適正に表示している

ものと認める。
　
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上
 

※１　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)

が別途保管しております。

２　連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれておりません。
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独立監査人の監査報告書

　

平成21年６月25日

三機工業株式会社

　　取締役会　　　御中

新日本有限責任監査法人

　

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士　　行　　正　　晴　　實　　㊞

　

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士　　藤　　田　　直　　己　　㊞

　

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲

げられている三機工業株式会社の平成20年４月１日から平成21年３月31日までの第85期事業年度の財務諸

表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財

務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明するこ

とにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基

準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監

査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた

見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果と

して意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、

三機工業株式会社の平成21年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべ

ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

　

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　
 

※１　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)

が別途保管しております。

２　財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれておりません。
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独立監査人の監査報告書

　

平成22年６月25日

三機工業株式会社

　　取締役会　　　御中

新日本有限責任監査法人

　

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士　　行　　正　　晴　　實　　㊞

　

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士　　森　　　　　行　　一　　㊞

　

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲

げられている三機工業株式会社の平成21年４月１日から平成22年３月31日までの第86期事業年度の財務諸

表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財

務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明するこ

とにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基

準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監

査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた

見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果と

して意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、

三機工業株式会社の平成22年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべ

ての重要な点において適正に表示しているものと認める。
　
追記情報

「重要な会計方針」の６収益及び費用の計上基準に記載されているとおり、会社は当事業年度より「工事

契約に関する会計基準」及び「工事契約に関する会計基準の適用指針」を適用している。

　
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　
 

※１　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)

が別途保管しております。

２　財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれておりません。
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